
JournalofPopulationProblems

第74巻第4号 2018年

特集�現代日本の結婚と出産―第15回出生動向基本調査の
結果から―（その２）

国立社会保障・人口問題研究所



『人口問題研究』編集規程

Ⅰ.編集方針

研究所の機関誌として，人口問題に関する学術論文を掲載するとともに，一

般への専門知識の普及をも考慮した編集を行う．

Ⅱ.発行回数および発行形態

本誌の発行は，原則として年4回とし，3月（1号）・6月（2号）・9月

（3号）・12月（4号）の刊行とする．また印刷媒体によるほか，電子媒体を

ホームページ上で公開する．

Ⅲ.執 筆 者

執筆者は，原則として国立社会保障・人口問題研究所の職員，特別研究官，

客員研究員とする．ただし，所外の研究協力者との共同研究・プロジェクトの

成果については，所外の研究協力者も執筆することができる．また，編集委員

会は所外の研究者に執筆を依頼することができる．

Ⅳ.査読制度

研究論文と研究ノートは査読を経なければならない．特集論文は，執筆者が

希望する場合，査読を経るものとする．査読は編集委員会の指定する所外の査

読者に依頼して行う．編集委員会は査読の結果をもって採否の決定を行う．査

読済み論文は，掲載誌に査読終了の日を記載する．

Ⅴ.著 作 権

掲載された論文等の編集著作権は原則として国立社会保障・人口問題研究所

に属する．ただし，論文中で引用する文章や図表の著作権に関する問題は，著

者が責任を負う．

2013年2月



人口問題研究

第74巻第4号（2018年12月）

特集：現代日本の結婚と出産―第15回出生動向基本調査の

結果から―（その２）

世代別に見た女性の初婚移行

―教育水準と男女別学校に着目して― 中村真理子･273～292

研究論文

都道府県別にみた外国人の自然動態

中川雅貴・山内昌和・菅桂太・鎌田健司・小池司朗･293～319

統計

全国人口の再生産に関する主要指標：2017年 ･320～335

都道府県別にみた女性の年齢（ 5歳階級）別出生率および
合計特殊出生率：2017 ･336～343

都道府県別標準化人口動態率：2017年 ･344～349

書評・紹介

FumieKumagai,FamilyIssuesonMarriage,Divorce,andOlder
AdultsinJapan:withSpecialAttentiontoRegional
Variations（中村真理子） ･350

AlistairHunter,RetirementHome?AgeingMigrantWorkersin
FranceandtheQuestionofReturn（清水昌人） ･351

研究活動報告 ･352～356

マレーシア第7回国際公衆衛生会議2018－グローバル・エイジング

と高齢者の人権に関する第３回アジア欧州会合（ASEM）会議－第

28回日本家族社会学会大会－韓国女性政策研究所シンポジウム「ジェ

ンダー平等と出生力：日本と韓国の事例」－ケニア高齢者調査－

2018年日本地理学会秋季学術大会－世界社会科学フォーラム2018

「持続可能な未来のための生存・安全の確保と平等」－アジア太平

洋地域高齢者会議2018（イラン・テヘラン）

……………

……

……………………

……………………………………………

……………………………

……………………………………

…………

……………………………………………………



JournalofPopulationProblems
（JINKOMONDAIKENKYU）

Vol.74No.4
2018

SpecialIssue:MarriageandFertilityinContemporaryJapan:
TheFifteenthNationalFertilitySurvey,2015-Part2

GenerationalDifferencesinTransitiontoFirstMarriage:
AFocusonEducationalStandardsandAll-GirlsSchoolsinJapan

MarikoNAKAMURA･273-292

Article
Prefecture-levelNaturalChangesoftheForeignPopulationinJapan

MasatakaNAKAGAWA,MasakazuYAMAUCHI,
KeitaSUGA,KenjiKAMATAandShiroKOIKE･293-319

Statistics
PopulationReproductionRatesforAllJapan:2017 ･320-335

Age-SpecificFertilityRatesandTotalFertilityRatesforJapanese
FemalesbyPrefecture:2017 ･336-343

StandardizedVitalRatesbyPrefecture:2017 ･344-349

BookReviews
FumieKumagai,FamilyIssuesonMarriage,Divorce,andOlder
AdultsinJapan:withSpecialAttentiontoRegionalVariations
(M.NAKAMURA) ･350

AlistairHunter,RetirementHome?AgeingMigrantWorkersin
FranceandtheQuestionofReturn(M.SHIMIZU) ･351

MiscellaneousNews

NationalInstituteofPopulation

andSocialSecurityResearch

HibiyaKokusaiBuilding6F

2-2-3Uchisaiwai-cho,Chiyoda-ku,Tokyo,Japan,100-0011

……………………………………………

…………………

…………………

………………………………………

…………………………

……………………………………………………

…………………



人口問題研究（J.ofPopulationProblems）74－4（2018.12）pp.273～292

特集：現代日本の結婚と出産―第15回出生動向基本調査の結果から―（その２）

世代別に見た女性の初婚移行

―教育水準と男女別学校に着目して―

中 村 真理子

Ⅰ．問題関心

先進諸国における女性の高学歴化と未婚化・晩婚化の関係については，これまで数多く

の研究が行われてきた．しかし，従来の結婚研究では，女性の教育達成に対する関心は教

育水準や就学年数が中心であったため，個人がどのような環境の学校に通い，どのような

教育内容を選択したかという点にはあまり関心が払われてこなかった．そのため，女子高

校と共学高校，短期大学・高専と専修学校１），女子大学と共学大学はそれぞれ区別される

ことが少なかったが，実際には両者の間にはさまざまな違いが存在しており，結婚行動に

関係している可能性が考えられる．

本研究では，女子高校，短期大学，女子大学を「女性向け教育機関」，共学高校，専修
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これまでの結婚研究では，女性の教育達成に対する関心は教育水準や就学年数が中心であり，個

人がどのような環境・教育内容の学校を卒業したかという点に関心が払われてこなかった．しかし，

進学する学校の選択は，女性本人や出身家庭の状況や選好による影響を受けて行われている．また，

学校は配偶者との出会いの場として一定の機能を持っているなど，結婚行動との関係が深いと考え

られる．そこで本研究では，女子高校，短期大学，女子大学といった「女性向け教育機関」を卒業

した者と共学高校，専修学校，共学大学といった「共学の教育機関」を卒業した者の初婚確率の比

較を行った．

はじめに，戦後の日本における女性の高学歴化について概観し，出生コーホート別に女性が最後

に卒業した学校の構成割合を示した．次に，イベントヒストリー分析（離散時間ロジット・モデル）

による推定を行い，教育水準が高校卒業の場合には女子高校よりも共学高校を卒業した者の初婚確

率が高いのに対し，高等教育機関（専修学校を含む）卒業の場合には「女性向け教育機関」を卒業

した女性の初婚確率が高い傾向があることを明らかにした．ただし，このような結果は1960年代か

ら1970年代前半出生コーホートの女性の間では確認できるが，その前後の出生コーホートでは確認

できなかった．そして，1980年代出生コーホートになると，短期大学（高専を含む）を卒業した者

よりも専修学校を卒業した者の初婚確率が高い傾向が観察された．

1）専修学校は1976年に制度化され，高等課程，一般課程，専門課程のいずれか，もしくは複数が置かれている．

高等課程は中学校卒業程度を，専門課程では高校卒業程度を入学条件としており，一般課程では特に入学条件

は定められていない．また，専門課程を置く専修学校を専門学校と呼ぶ．



学校，共学大学を「共学の教育機関」として定義し，最後に卒業した学校別に初婚確率の

比較を行う．初めに日本社会における女性の高学歴化の進展について概観する．次いで，

国内外の女性の学歴と結婚行動の関係を扱った先行研究のレビューを行う．最後に出生動

向基本調査のデータを用いたイベントヒストリー分析を行うことで，女性が最後に卒業し

た学校と初婚確率の関係についての時代変遷を追っていく．

Ⅱ．日本における女性の高学歴化

1． 女性の進学率の上昇

戦後，日本の学校教育は急速に拡大した．図1は1954年以降の男女別の高等学校，短期

大学（本科），大学（学部）への進学率の推移を示している．高等学校への進学率は，

1950年代には男女ともに60％を下回っていたが，1960年代には80％近くにまで上昇し，

1970年代には90％，1990年代には95％を超えた．1960年代頃までは男性の進学率が女性を

上回っていたものの，近年では女性の進学率が高い傾向もみられる．高等学校への進学率

に限れば，男女ともに高い水準に達することで男女差が消失してきた．

これに対し高等教育機関への進学率には男女で異なった傾向がみられる．男性の場合，

短期大学進学率は1～2％程度の水準で一貫して変わっていない．大学（学部）への進学

率は1950年代には20％以下の水準であったが，1970年代には40％を上回った．1970年代後

半から80年代にかけては一度低下するが，1990年には再び40％を，2000年代には50％を超

えた．

女性の場合，短期大学への進学率は1950年代には5％未満であったが，1970年代には大

学（学部）に先駆けて20％にまで上昇し，1990年代には25％近くにまで及んだ．しかしそ

の後低下し，2000年代には10％前後になっている．大学（学部）への進学率は男性よりも

低く1950年代から1960年代にかけては10％を下回る水準であったが，1970年代には10％を

超えた．その後，進学率に大きな変化は見られなくなるが，1990年代半ばに20％を超え，

近年では50％近い水準にまで到達している．

また，図1には掲載していないが，高校卒業後に進学する教育機関として短期大学と四

年制大学以外に専修学校がある．短期大学と四年制大学が高等教育機関として位置づけら

れているのに対し，専修学校の扱いは定まっていない．そのため1976年の制度化から1980

年代までは，専修学校は短期大学や大学などと同列の高校卒業後の進学先とはみなされて

こなかった．しかし，専修学校専門課程と短期大学のいずれも基本的な修学年数が2年で

あり，1994年に一定の条件を満たす専修学校専門課程の修了者に対し「専門士」の称号授

与が制度化された．1999年には専門士の四年制大学への編入が認められるようになったこ

とで，専修学校専門課程と短期大学は雇用の場において同等に扱われる方向に進んできた

（木村 2005）．

その結果，専修学校は，1990年代以降は高校卒業後の進路として定着し，実質的に「高

等教育機関」とみなされるようになりつつある（長尾 2008）．そのため，専修学校専門課
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程への進学率についても確認しておく．

学校基本調査によれば，専修学校が制度化された1977年（昭和52年）3月に高等学校を

卒業した者のうち，1977年（昭和52年）4月に専修学校専門課程への入学したのは男子で

は4.5％，女子では9.3％であった．この割合は年々上昇し，1990年3月に高等学校（通信

制を除く）を卒業した者では男子13.7％，女子14.6％，2000年3月に高等学校（通信制を

除く）を卒業した者では男子15.0％，女子19.3％にまで達している．その後も高等学校卒

業者のうち，男子では10～15％，女子では20％前後が専門学校専修課程に進学している．

戦後の日本では，男子は四年制大学への進学率の上昇が進んできたのに対し，女子は短

期大学への進学率の上昇が起き，その後，進学先が四年制大学へと移行してきた．また専

修学校専門課程への進学率は女子のほうが高いことから，高等学校卒業後に女子は2年制

の教育機関へ，男子は4年制大学へと進学する傾向は近年においても継続しているとみる

ことができる．
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図１ 高等学校，短期大学（本科），大学（学部）への進学率の年次推移（男女別）

データ出典：学校基本調査
注：1983年以前の高等学校進学率は高等学校の通信制課程（本科）への進学者を除いた値である．また，
大学は学部，短期大学は本科の進学率を示しており，ここには過年度高卒者等を含んでいる．



2． 女子高等教育の歴史とその特徴

では，日本の女子高等教育はどのような特徴を持っているのだろうか．制度や教育内容

といった側面からその変遷をたどっていく．

戦前の日本では，中等教育段階以降で男女別学が維持されており，性別によって教育内

容が異なっていた．男子が通う中学校では上級学校へ進学することが意識された教育が行

われていたのに対し，女子が通う高等女学校では女性は将来家庭内役割を果たすものであ

るという前提から，女性役割を意識した教育が行われていた（小山 2015）．また，女子高

等教育のほとんどは女子専門学校で行われていたが，1920年の時点で17歳から21歳の女子

人口に占める高等教育在学率は0.2％と非常に低い水準であった（天野 1986a）．20世紀初

めには，高等教育を受けることができた女性はごく少数に限られていた．

1920年から1930年代半ばになると女子専門学校が数多く新設され，女子高等教育の拡充

が進んだ．天野（1986a）によれば，この時期に新設された女子専門学校にはいくつかの

特徴がある．一点目は医歯薬系の女子専門学校が多く新設されたという点である．従来の

女子の職業専門教育は教員養成が主体であったのに対し，この時期から医師，薬剤師，歯

科医師などの医療関係への職業専門教育が広がり始めた．二点目は，農村中産階級の子女

に「日本型」の教養教育を与えようとする女子専門学校が新設されるようになった点であ

る．従来のキリスト教系私学の女子専門学校では，英文や国文などの学科を中心に，都市

中産階級出身者に対して「欧米型」の幅広い教養教育を行うことが目指されていた．しか

し，この時期の新設校では家政，裁縫，技芸などを中心とする学科編成が行われた．加え

て，忍耐，努力，国旗の精神といった「人格」教育も重視され，これらは高等女学校教育

の基底にあった教育理念としての「良妻賢母」主義を補強する性質を持っていた．戦前の

女子高等教育は教員養成，医歯薬系の「職業型」と農村中産階級の子女に教養教育を与え

る「教養型」に二分されていたとみることができる．

戦後になると，現在の女子教育の方針が打ち出され，男女共通の高等教育が開始された．

1945年に閣議諒解された「女子教育刷新要綱」では女子に対する高等教育機関の解放と女

子大学創設が明記された．その後，1940年代後半には旧制大学と旧制高等学校が女子に開

放され，さらに旧制の女子専門学校，新制の女子大学が設置された．1950年には暫定的な

制度として短期大学がスタートした（小山 2009）．

この時期に設置された短期大学と女子大学が戦後の女子高等教育の拡大に対して大きな

役割を担った．短期大学はもともとアメリカのジュニアカレッジを制度的モデルとしてお

り，男子学生の割合も高く，必ずしも女性教育機関として位置づけられているわけではな

かった（天野 1986b,川上 1986,小山 2009）．しかし，短期大学の制度改革に伴って将

来の主婦としての役割にふさわしい教育を行う機関としての意義づけがなされ，1950年代

後半からは女子学生数が男子学生数を上回り，実質的に女子教育機関としての性質を強め

ていった（天野 1986b，小山 2009）．

そして，1950年代初頭までに認定された四年制の女子大学の多くは戦前の女子専門学校

が大学へと昇格したものであったが，1960年代には短期大学からの昇格による女子大学の
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新設が進んだ（河上 1986）．この時期に新設された女子大学は，「教養型」の教育と「職

業型」の教育が行われる大学に二分されており，社会科学系・理工系の学部は限られてい

るという特徴がある（天野 1986b）．1950年代から1970年代にかけて，共学大学，特に

「銘柄」大学への入学者に占める女性比率はほとんど増加が見られなかった（天野 1986b）

ことを踏まえると，女性の四年制大学進学者の増加は，女子大学への進学者の増加による

ものであったとみることができる．同じ四年制大学進学者であっても，男子と女子で異なっ

た機関に進学しており，受ける教育の中身も異なっていたことがわかる．

3． 出生コーホート別にみた女性の最終学歴の変化

ここまで見てきた通り，戦前の日本では学校教育は男女別学であり，女性が家庭に入る

ことを前提とした女子教育の方針がとられていたが，戦後の教育改革によって男女共学，

男女平等を目指す方向に転換した．同時に女性の教育機会の拡大と高等教育機関への進学

率の上昇がおきたが，それは短期大学，女子大学といった「女性専用の教育機関」によっ

て支えられてきた．近年になって女性の進学先は短期大学から専修学校，四年制大学へと

変化し，女性が職業に結びついた教育機関を選択する傾向ができたものの，高校卒業後の

進学先が男女で異なっている傾向は現在も継続している．

このことを踏まえた上で，戦後の女性の高学歴化について定量的なデータからより詳し

く見ておきたい．図1で示した通り，教育機関別の進学率の時代変化は学校基本調査から

把握することができる．ただし，このデータからは女子大学への進学率を知ることはでき

ない．これは，進学もしくは卒業した学校が男女共学か，別学かという点を区別した集計

が行われていないためである．また学校基本調査以外の政府統計，学術機関が実施する社

会調査であっても，最後に卒業した学校が男女別学であるか共学であるかということまで

調査はされていないことが多く，調査されている場合であっても，女子大学出身者がどの

程度増加・減少しているのかといった長期的なトレンドを把握することまではできない２）．

そこで，出生動向基本調査と国勢調査の年齢別・配偶関係別人口を用いて，女性の出生

コーホート別に最後に卒業した学校の構成割合を求めた．出生動向基本調査では夫婦調査

と独身者調査のいずれにおいても，第10回調査（1992年実施）以降，調査対象者が在学中

もしくは最後に卒業した学校について，高校については男女共学であるか別学であるか，

四年制大学については女子大学であるか共学大学であるかを調査している．また，従来の

社会調査では学歴を尋ねる際の選択肢に含まれない場合が多かった専門学校（多喜 2016）

についても選択肢に含んでいる．教育を受けた期間の長さだけではなく，どのような教育

を受けたかという視点から，女性の学歴構成の長期的な変化をみることができる．

集計は以下の手順で行った．まず，出生動向基本調査の夫婦調査と独身者調査の女性票

（第10回調査から第15回調査）を用いて，調査回別，年齢5歳階級別に現在在学中である
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2）計量的なデータから女子大学の動向を追った研究に，安東（2017）がある．この研究では，武庫川女子大学

教育研究所が作成する女子大学統計・大学基礎統計を使用し，女子大学の学校数，定員数，学部数等の戦後70

年間の変遷を追っているが，いくつかの年次に限定した集計が行われるにとどまっている．



か否かを集計し，在学中でない者については最後に卒業した学校の内訳を求めた．次に，

1995年から2015年に実施された国勢調査から，女性の年齢5歳階級別・配偶関係別人口を

参照し，出生動向基本調査から求めた年齢5歳階級別の最後に卒業した学校の種類の構成

割合を掛け合わせた．ただし，出生動向基本調査の第10回調査（1992年実施）から第12回

調査（2002年実施）は国勢調査の実施時期とずれがあるため，出生動向基本調査から算出

した値をそのまま国勢調査の人口に掛け合わせることができない．そのため，1995年と

2000年の国勢調査に対しては，その調査が実施される直前と直後に実施された出生動向基

本調査から算出された値の平均値を求め，それを国勢調査時点の配偶関係別人口と掛け合

わせることで補正を行った．

以上の手順から1995年，2000年，2005年，2010年，2015年時点の年齢5歳階級別の最後

に卒業した学校別構成割合を求めた．そして，各時点の25～29歳の結果を1965～69年，

1970～74年，1975～79年，1980～84年，1985～89年出生コーホートの女性が「最後に卒業

した学校」の構成割合であるとみなした．さらに，1995年時点の30～34歳の結果を1960～

64年出生コーホート，1995年の35～39歳の結果を1955～59年出生コーホート，40～44歳の

結果を1950～54年出生コーホート，45～49歳の結果を1945～49年出生コーホートの女性が

最後に卒業した学校の構成であるとみなし，出生コーホートを基準に並べ替えた．20代後

半以降にも「最後に卒業した学校」が変わる可能性はあり得るが，日本の場合にはそれほ

ど一般的ではないため，1960～64年を境にデータの作成方法が異なることによる影響は限

定的であるとみられる．

以上の集計による結果をまとめたのが図2である．1945～49年出生コーホート以降，中

学校，高校を卒業した者の割合が減少し，専修学校（高卒後），短期大学・高専を卒業し

た者と大学以上を卒業した者の割合が増加していることが確認できる．より詳しく見てい

くと，「高校（別学）」と「高校（共学）」では「高校（別学）」の減少幅が大きく，「短大・

高専」と「専修学校（高卒後）」では「短大・高専」の比重が低下している．また，「大学

（共学）」と「女子大学」をみると，かつては4年生大学卒業者の3人に1人程度が「女子

大学」出身であったのに対し，近年では5人に1人ほどまでに低下している．女性の教育

水準上昇とともに，女性が女子高校，短期大学，女子大学といった「女性向けの教育機関」

ではなく，「共学の教育機関」を卒業するようになってきていることが確認できる３）．
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3）出生動向基本調査では，高等専修学校（高専）と短期大学が一つにまとめられている．本来であれば区別す

ることが望ましいが，高専の卒業者が占める割合はごくわずかであると推察されるため，本研究では「短大・

高専」のカテゴリーを実質的に短期大学卒業者とみなして解釈している．



Ⅲ．女性の学歴と初婚行動の関係

1． 先行研究

先進諸国を対象とした，結婚行動の変化を扱った研究は数多く行われてきた．特に女性

の高学歴化は女性の社会経済的地位の上昇や女子の意識に影響し，初婚タイミングを遅ら

せる方向に作用してきたとされている．以下では，女性の社会経済的地位，価値観，結婚

相手となる男性の不足という三つの観点から女性の高学歴化と結婚行動の関係について先

行研究から得られている知見を整理する．

まず，女性の経済力の上昇と結婚タイミングの関係については，日本を対象とした研究

においては一定の結論は得られていない．たとえば，津谷（2006,2009）は，2004年に実

施された「結婚と家族に関する国際比較調査（JapaneseGenerationandGender
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図２ 出生コーホート別にみた最後に卒業した学校の構成割合（女性）

データ：出生動向基本調査（第10回～第15回調査），国勢調査（1995年～2015年）
※：出生動向基本調査では，最後に卒業した学校を問う質問の選択肢が，第11回調査以前と第12回調査以
降で一致していない．第11回調査以前では四年制大学卒業以上の場合を「女子大学・大学院」「共学の大学・
大学院」の2つの選択肢であったのに対し，第12回調査以降では「女子大学」「共学の大学」「大学院」と
いう3つの選択肢で聞いている．そのため，第11回調査以前の調査では「大学院」のカテゴリーは存在し
ない．よって1970～74年以前の出生コーホートについては「大学（共学）」と「女子大学」に大学院卒業者
が含まれており，「大学院」のカテゴリーは存在しない．（その他，集計方法と補正の詳細については本文
参照のこと．）



Survey）」の個票データを用いた分析から，高い学歴は正規雇用に就く確率と所得の上昇

に影響するが，それは女性の同棲経験確率や初婚確率を低下させる方向にも働いていると

している．女性が高い経済力を得ると結婚行動が抑制されるという結果である．

一方で，女性の経済力が結婚確率を上昇させるとする研究もある．永瀬（2002）は第11

回出生動向基本調査（1997年実施）の分析から，正社員は非正社員よりも結婚確率が高く

なることを指摘し，学校卒業後に安定した仕事に移行した場合に女性の結婚確率が上昇す

ると結論付けている．同様に福田（2012）は，「消費生活に関するパネル調査」のデータ

から，1970年代生まれの女性においては，学歴や所得の上昇が結婚を促進する要因になり

つつあると指摘しているほか，麦山（2017）も1966－80年出生コーホートの女性では専門

職での就業が結婚確率を上昇させる方向に作用しているとする．

これに対し，白波瀬（1999）は結婚前の職種は結婚タイミングに対してそれほど影響を

与えないと指摘しているほか，水落（2005）も日本版総合的社会調査（GeneralSocial

Survey）のデータから，女性の学卒直後の雇用状態は結婚タイミングに影響を与えない

と述べている．また，Raymo（2003）も，日本における女性の初婚年齢の上昇が学歴達

成の程度に関わらず起きていることを指摘し，初婚年齢の上昇に対しては就学期間の延長

の効果が大きいと指摘する．高い経済力が女性の結婚行動に影響するのか，しないのか，

するとした場合には結婚確率を上昇させるのか，低下させるのかということは，注目する

変数や分析対象（分析対象者の出生コーホート）によって結論が異なっている．

また，女性の教育水準の上昇が性別役割意識や価値観に影響し，それが結婚タイミング

に対して影響を与えるのではないかという見方もある．阿藤（1997）は，マクロデータの

検討から，1970年代以降の女性の高学歴化や賃金水準の上昇などに伴い，1980年代以降の

未婚化に影響したのではないかと述べている．ほかに，小林（2006）はパネルデータの分

析から高い学歴は女性の結婚意欲を上昇させる要因であると同時に，経済力を上昇させ，

結婚を抑制する方向に作用しているとする．

ここまで見てきた先行研究は，高学歴化による女性個人の結婚行動の変化を分析したも

のであった．別の見方として，高い学歴を持つ女性の人口規模が大きくなったにも関わら

ず，女性の上方婚志向が維持されているため，結婚相手となりえる男性が不足し，結婚が

発生しにくくなっているとの指摘もある．Blossfeld（2009）によれば，伝統的なジェン

ダー規範の社会では，女性が稼ぎ手となる結婚が回避されるとともに，妻が夫よりも高学

歴という結婚も避けられる傾向がある．そして，この傾向自体は弱体化しているものの，

近代社会においても継続しているとされる．高い学歴の女性が増加すると，結婚相手とし

て望ましい学歴の男性が不足し，それが結婚難を生むという見方である．この視点に基づ

いた研究に RaymoandIwasawa（2005）があり，これによれば結婚市場（marriage

market）における学歴と人口分布の変化が，短大卒・大卒女性の初婚率低下の3分の1

から4分の1を説明するとされる．高学歴化が進展したにも関わらず女性が情報婚を選好

する傾向は変わらなかったため，このことが高学歴女性の未婚化を招いたと結論付けてい

る．
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2． 問題意識

これまでの結婚研究で重視されてきたのは，女性の教育水準と結婚行動の関係であり，

どのような教育機関に進学・卒業したのかという側面はそれほど重視されてこなかった．

教育水準のみに注目した場合，女子高校と共学高校，短期大学と専修学校，女子大学と共

学大学は同一のものとしてみなされる．しかし，実際には両者の間には多くの違いが存在

する．

まず，就学期間中を過ごす環境の性比が異なる．岩澤（2013）によれば，配偶者との出

会いのきっかけとして「学校で」を挙げる割合は一定程度存在しており，学校が配偶者と

の出会いの場として一定の機能を持っている．男女別学の教育機関に就学している期間は

「学校で」配偶者との出会いのきっかけを得る可能性は限りなく小さい．そのため，女性

比率が高い学校に進学した女性は学校を通じた配偶者との出会いの機会が抑制されるため，

初婚を経験するタイミングが先送りされる可能性が考えられる．

また，修学年数が同じ教育機関であっても，どの教育機関を選ぶかという選択は進学希

望者の出身家庭に影響を受けて行われている．長尾（2005）によれば，高卒後2年間の教

育機関に進学を希望する女子のうち，就職や仕事に意識が向いている者は専門学校へ，学

歴を重視する者は短期大学への進学を希望する傾向がある．ほかに，濱中・米沢（2011）

も，父親の職業が専門・管理職，ホワイトカラーの場合には短期大学が選択されるのに対

し，ブルーカラー，農業の場合には専門学校が選ばれやすいという傾向を明らかにしてい

る．

そして，教育内容や卒業後の就職状況にも違いがある．河上（1986）によれば，女子大

学は全体の7割が単科大学であり，共学大学と比べて入学定員数が少なく，文学部や家政

学部といった学部が中心を占め，女性教員の割合が高い．また，私立の女子大学には系列

の中学校・高校が設置され，優先入学制度が存在する場合も多く，この制度を利用した場

合，公開的な入試の競争を経験せずに入学することができる．ほかにも，卒業後の就職に

おいても，共学大学出身の女子よりも女子大学出身者のほうが就職希望者に占める就職決

定率が高いという指摘もある（広田 1979）．女性の教育達成と結婚行動の関係を分析する

のであれば，教育水準だけではなく，卒業した学校と初婚タイミングの関係についても検

討する必要がある．

3． 分析

本研究では，女性が「最後に卒業した学校」と初婚確率の関係を分析する．従来の研究

で指摘されてきている通り，女性の教育水準の上昇は初婚年齢の上昇とつながっている．

では，最後に卒業した学校の性質の違いは初婚確率と関連しているのだろうか．また，戦

後の日本では女性の高学歴化とともに，女子高校，短期大学，女子大学といった「女性向

け教育機関」から，共学高校，専修学校，共学の大学という「共学の教育機関」への進学

先のシフトが起きてきた．女性が最後に卒業した学校と初婚タイミングの関係は時代とと

もに変化している可能性が考えられるため，特に女性の出生コーホートによる違いに注目
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する．

使用するのは，出生動向基本調査の第13回調査（2005年実施），第14回調査（2010年実

施），第15回調査（2015年実施）の独身者調査の女性票と夫婦調査票である．各調査回の

データをプールし，初婚の発生を従属変数とした生存時間分析を行った．分析の対象とし

たのは1955年から1989年生まれで，17歳以下での初婚を経験していない女性である．

はじめに，女性の出生コーホート別に，最後に卒業した学校別の年齢各歳別の未婚継続

率をカプランマイヤー法によって推定した（図3－1から図3－4）．大学院卒業者につ

いては分析可能なケース数が少ないため掲載していない．いずれの出生コーホートにおい

ても教育水準が高いほど未婚継続率が高い傾向は変わらないが，1955－59年出生コーホー

トでは39歳時点での未婚継続率はいずれの学歴でも10％以下に集約しているのに対し，出

生コーホートが近年になるにつれて上昇している．

1955－59年出生コーホート（図3－1）では，「高校（別学）」と「高校（共学）」の未

婚継続率はほとんど変わらない．しかし，「専修学校（高卒後）」は「短大・高専」よりも

未婚継続率が低い傾向が，そして「女子大学」は「大学（共学）」よりも未婚継続率が低

い傾向がみられる．

1960－69年出生コーホート（図3－2）では，「高校（別学）」よりも「高校（共学）」

の未婚継続率が低い．「短大・高専」と「専修学校（高卒後）」を比較すると20代前半まで

は「専修学校（高卒後）」の未婚継続率が低いが，その後の年齢で逆転している．「女子大

学」と「大学（共学）」の未婚継続率は20代半ばまでは差が見られないものの，その後

「女子大学」のほうが低くなる．

1970－79年出生コーホート（図3－3）では，「高校（別学）」と「高校（共学）」，「短

大・高専」と「専修学校（高卒後）」については1960－69年出生コーホートと同様の傾向

がみられる．ところが，「女子大学」と「大学（共学）」については1960年代出生コーホー

トとは違い，「大学（共学）」のほうが「女子大学」よりも未婚継続率がわずかに低い．

1980－89年出生コーホート（図3－4）では30歳以降の分析ができるケースが限られてい

ることもあり，はっきりとした傾向は読み取れないものの，おおよそ1970－79年出生コー

ホートと同じ傾向がうかがわれる．

つまり，教育水準が高卒の者では，女子高校卒業者よりも共学高校卒業者のほうが結婚

を経験するタイミングが早い傾向がある．そして高卒後2年間の教育機関を卒業した者で

は，1960年代出生以降の出生コーホートにおいて専修学校（高卒後）卒業者のほうが結婚

を経験する確率高いものの，年齢によってその関係は変化している．四年制大学を卒業し

た者では，1960年代出生コーホートでは女子大学出身者のほうが共学大学出身者よりも結

婚を経験する確率が高いが，1970年代出生コーホートでは逆転する．女子高校，短期大学，

女子大学といった，「女性向け教育機関」を卒業した者が結婚しやすい・しにくいといっ

た一貫した傾向は確認されなかったものの，卒業した学校と結婚の経験しやすさは関係し

ていること，そして，その関係は時代によって変化していることが確認された．

次に，最後に卒業した学校と初婚確率の関係をより詳細に検討するため，離散時間ロジッ
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トモデル４）による推定を行った．分析に使用したデータと分析対象者については図3－1

から図3－4の集計対象者と同じである．リスク期間は18歳から35歳とした．

表1のモデル（1）とモデル（2）は，全対象者のデータを対象としたモデルである．統制

変数として投入したのは，女性本人の年齢（リスク時点の各時点における年齢），出生コー

ホート（1955－59年，1960－64年，1965－69年，1970－74年，1975－79年，1980－89年），

教育水準（高校卒業以下，高校卒業後2年，高校卒業後4年以上）である．そして，最後

に卒業した学校が「高校（別学）」，「短大・高専」，「女子大学」である場合を「女性向け

教育機関」を最後に卒業したとみなし，ダミー変数を作成した．モデル（1）では最後に卒

業したのが「女性向け教育機関」を卒業したか否かの変数のみを用いた．しかし，図3－

1から図3－4の結果から，「女性向け教育機関」である場合の効果が教育水準によって

異なっている可能性が予測されたため，モデル（2）ではモデル（1）に「女性向け教育機関」

を卒業したか否かの変数と教育水準の交互作用項を追加した５）．

モデル（1）では，最後に卒業したのが「女性向け教育機関」である場合，最後に卒業し

たのが「女性向け教育機関」ではない場合に比べて初婚確率が0.95倍になるという結果で

あった．しかし，モデル（2）では「女性向け教育機関」を卒業したか否かの変数の主効果

のオッズ比は0.87となった．このモデルでは「女性向け教育機関」の変数の主効果は共学

高校卒業者に対する女子高校卒業者の初婚確率のオッズ比であると解釈できるため，女子

高校卒業者は共学高校卒業者に比べて初婚確率が0.87倍になると解釈することができる．

そして，「高卒後2年×女性向け教育機関」と「高卒後4年以上×女性向け教育機関」

の交互作用はいずれもオッズ比が1.17で統計的に有意になっている．しかし，専修学校卒

業者を基準にすると，短大・高専卒業者の初婚確率は0.87×1.17＝1.0179倍となり，ほと

んど変わらない．四年制大学卒業者についても同様である．分析対象者すべてを用いたモ

デルからは，高卒者では女子高校出身者が共学高校出身者よりも初婚確率が低いという結

果になったが，高卒後2年または4年以上の教育機関を卒業した者の中では，最後に卒業

した学校が「女性向け教育機関」であるか否かではほとんど差が見られないという結果と

なった．

モデル（3）では，時代による変化を確認するため，女性の出生コーホート別にモデル

（2）で用いた変数を使用して推定を行った．1955－59年出生コーホートでは，教育水準の

変数のみが統計的に有意な結果となっており，「女性向け教育機関」を卒業したか否かの

変数については主効果，交互作用効果ともに有意な結果は得られていない．しかし1960－

64年出生コーホートでは，女子高校卒業者の初婚確率は共学高校卒業者の0.87倍，短期大
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4）イベントヒストリー分析の一種で，イベントが発生し得る時間の測定単位が離散的である場合に利用される

方法．パラメーターの推定式は以下のように定式化される．

log・
P・t・

1・P・t・
・・a・t・・b1X1・t・・b2X2・t・・・bkXk・t・

ここでのP・t・とは，各リスク時点（t時点）でのハザード率を意味する．

5）離散時間ロジットモデルでは共変量がリスク期間中に一定であるという仮定に基づいているが，図3－2の

結果からもわかるように1960年代出生コーホートの女性のみを用いた分析等ではこの仮定が成り立たない可能

性がある．本来であれば，年齢と最後に卒業した学校の交互作用項を用いたモデルの導入等の対応が必要であ

るが，今後の課題としたい．



学・高専卒業者は専修学校卒業者の1.05倍（0.89×1.08＝1.0502），女子大学卒業者は共学

大学卒業者の1.15倍（0.89×1.29＝1.1481）になるという結果が得られた．高卒者では

「女性向け教育機関」の卒業者の初婚確率は低下するが，専修学校を含む高等教育機関を

卒業した者の間では「女性向け教育機関」を卒業した者の初婚確率が高いという結果であ

る．1965－69年年出生コーホートについても同様の結果となった．

ところが，1970－74年出生コーホートでは「高卒後4年以上×女性向け教育機関」の変

数が統計的に有意ではなくなる．そして，1975－79年出生コーホートになると，最後に卒

業した学校が「女性向け教育機関」であるかどうかの変数の主効果，教育水準との交互作

用項のいずれも統計的に有意ではなくなる．さらに1980－89年出生コーホートでは，主効

果，交互作用項（「高卒後2年×女性向け教育機関」のみ）が統計的に有意になるが，専

修学校卒業者に比べて短大・高専卒業者の初婚確率は0.94倍（0.77×1.23＝0.9471）にな

るという結果となった．高校卒業後に2年間の教育機関を卒業した女性では「女性向け教

育機関」を卒業した者の初婚確率が高いという1960年代，1970年代前半出生コーホートの

傾向は，1980年代出生コーホートで反転している．

つまり，1955－59年出生コーホートでは「女性向け教育機関」とそれ以外の間に初婚確

率の差は見られないが，1960年代，1970年代前半の出生コーホートでは高卒者では共学高

校卒業者の初婚確率が高く，高等教育機関（専修学校を含む）を卒業した者では短期大学

（高専含む）や女子大学といった「女性向け教育機関」を卒業した者の初婚確率が高い傾

向がある．しかし1970年代後半には「女性向け教育機関」とそれ以外の間の初婚確率の差

は消失し，1980年代コーホートになると共学高校卒業者の初婚確率が高い傾向は変わらな

いものの，むしろ短期大学（高専含む）卒業者よりも専修学校卒業者の初婚確率が高い傾

向が観察されるようなった．女子高校卒業者が共学高校卒業者よりも結婚を経験しにくい

傾向は継続しているが，専修学校を含む高等教育機関を卒業した女性のうち「女性向け教

育機関」を卒業した者の初婚確率が高いという傾向は，1960年代から1970年代前半の出生

コーホートに限られた現象であることが明らかになった．

また，卒業した学校によって就職状況も異なっており，職場の状況も初婚確率に影響す

ると考えられる．そのためモデル（3）に初職の変数を加えた推定も行い，その結果を表2

に示した．出生動向基本調査で調査されている学卒後の就業形態と職種の情報を用いて

「正規（専門・管理）」，「正規（事務）」，「正規（現場）」，「非正規（専門・管理）」，「非正

規（事務）」，「非正規（現場）」，「その他の就業形態」，「学生・家事・無職」の8つのカテ

ゴリーからなる変数を作成し，モデルに投入した．なお，この変数は時間可変の変数とし

ており，高卒後2年間の教育機関を卒業した者については19歳まで，高卒後4年間の教育

機関を卒業した者については21歳までを「学生・家事・無職」としている．

その結果，モデル（4）のコーホート別の「女性向け教育機関」の変数の推定値とその傾

向は，モデル（3）と同じ傾向を示した．初職の影響を統制しても，モデル（3）と同様の結

果が観察された．
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図３－１ 出生コーホート別にみた，最後に卒業した学校別の未婚継続率の推移（女性）

：1955－59年出生コーホート

データ：出生動向基本調査（第13回～第15回調査）

図３－２ 出生コーホート別にみた，最後に卒業した学校別の未婚継続率の推移（女性）

：1960－69年出生コーホート

データ：出生動向基本調査（第13回～第15回調査）
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図３－３ 出生コーホート別にみた，最後に卒業した学校別の未婚継続率の推移（女性）

：1970－79年出生コーホート

データ：出生動向基本調査（第13回～第15回調査）

図３－４ 出生コーホート別にみた，最後に卒業した学校別の未婚継続率の推移（女性）

：1980－89年出生コーホート

データ：出生動向基本調査（第13回～第15回調査）
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表１ 女性の初婚経験確率の離散時間ロジットモデルによる推定結果

モデル（1） モデル（2） モデル（3）

1955－59年

出生コーホート

1960－64年

出生コーホート

1965-69年

出生コーホート

1970-74年

出生コーホート

1975-79年

出生コーホート

1980－89年

出生コーホート

オッズ比 オッズ比 オッズ比 オッズ比 オッズ比 オッズ比 オッズ比 オッズ比

出生コーホート

1955－59年（基準カテゴリ） 1.00 1.00

1960－64年 0.82 *** 0.82 ***

1965－69年 0.67 *** 0.68 ***

1970－74年 0.60 *** 0.60 ***

1975－79年 0.53 *** 0.53 ***

1980－89年 0.46 *** 0.46 ***

教育水準

高校卒業以下（基準カテゴリ) 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

高校卒業後2年 0.74 *** 0.69 *** 0.73 *** 0.69 *** 0.73 *** 0.67 *** 0.73 *** 0.61 ***

高校卒業後4年以上 0.57 *** 0.55 *** 0.53 *** 0.53 *** 0.60 *** 0.57 *** 0.57 *** 0.43 ***

最後に卒業した教育機関

女性向け教育機関 0.95 *** 0.87 *** 0.93 0.89 ** 0.88 *** 0.86 *** 0.90 0.77 ***

教育水準×女性向け教育機関

高卒後2年×女性向け教育機関 1.17 *** 0.94 1.18 * 1.24 *** 1.24 *** 1.04 1.23 *

高卒後4年以上×女性向け教育機関 1.17 *** 1.21 1.29 ** 1.23 ** 1.09 1.08 1.20

定数 0.02 *** 0.02 *** 0.01 *** 0.01 *** 0.01 *** 0.01 *** 0.01 *** 0.01 ***

-2LogLikelihood -69077.36 -69065.15 -3721.06 -9889.72 -15591.98 -17562.15 -12536.79 -9588.11

・
2

13629.51 13653.93 983.61 2180.16 3041.83 3130.16 1880.71 1590.18

自由度 25 27 22 22 22 22 22 22

人年数 288530 288530 12460 34981 59298 71267 55499 55025

有意水準： ***0.01以下，**0.05以下，*0.1以下

データ：出生動向基本調査（第13回～第15回調査）

注：リスク期間は18歳から35歳．いずれのモデルも年齢各歳別のダミー変数を投入し，年齢を統制済．

表２ 女性の初婚経験確率の離散時間ロジットモデルによる推定結果（初職を統制）

モデル（4）

1955－59年

出生コーホート

1960－64年

出生コーホート

1965-69年

出生コーホート

1970-74年

出生コーホート

1975-79年

出生コーホート

1980－89年

出生コーホート

オッズ比 オッズ比 オッズ比 オッズ比 オッズ比 オッズ比

初職

正規（専門・管理） 1.17 * 1.10 0.98 1.09 ** 1.08 1.25 ***

正規（事務）（基準カテゴリ） 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

正規（現場） 1.46 *** 1.12 ** 0.97 1.00 1.05 1.09

非正規（専門・管理） 1.00 1.30 ** 1.03 0.84 * 0.95 0.92

非正規（事務） 0.81 0.68 *** 0.70 *** 0.72 *** 0.72 *** 1.07

非正規（現場） 1.21 0.93 0.90 0.81 *** 0.78 *** 1.07

その他の就業形態 0.81 1.03 0.82 0.67 ** 0.57 *** 0.55 **

学生・家事・無職 0.66 *** 0.74 *** 0.55 *** 0.55 *** 0.58 *** 0.67 ***

教育水準

高校卒業以下（基準カテゴリ) 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

高校卒業後２年 0.75 ** 0.68 *** 0.76 *** 0.68 *** 0.72 *** 0.60 ***

高校卒業後４年以上 0.54 *** 0.51 *** 0.60 *** 0.56 *** 0.55 *** 0.42 ***

最後に卒業した教育機関

女性向け教育機関 0.90 0.88 ** 0.89 ** 0.86 *** 0.92 0.81 **

教育水準×女性向け教育機関

高卒後２年×女性向け教育機関 1.01 1.27 *** 1.22 *** 1.25 *** 1.06 1.23 *

高卒後４年以上×女性向け教育機関 1.35 1.35 ** 1.20 * 1.11 1.08 1.15

定数 0.01 *** 0.01 *** 0.01 *** 0.01 *** 0.01 *** 0.02 ***

-2LogLikelihood -3485.73 -9435.43 -14862.18 -16834.58 -12006.10 -9084.90

・
2

982.70 2167.65 3106.35 3233.99 1999.14 1611.32

自由度 29 29 29 29 29 29

人年数 11783 33416 56632 68408 53175 51610

有意水準： ***0.01以下，**0.05以下，*0.1以下

データ：出生動向基本調査（第13回～第15回調査）

注：リスク期間は18歳から35歳．いずれのモデルも年齢各歳別のダミー変数を投入し，年齢を統制済．



Ⅳ．まとめと議論

本研究では，女性が最後に卒業した学校が女子高校，短期大学，女子大学といった「女

性向けの教育機関」であるか，共学高校，専修学校，共学大学といった「共学の教育機関」

であるかという違いに注目し，初婚確率との関係についてイベントヒストリー分析を行っ

た．離散時間ロジットモデルによる推定の結果からは，以下の三点が明らかになった．

第一に，教育水準が高校卒業である女性では，女子高校よりも共学高校を卒業した者の

初婚確率が高いのに対し，高校卒業後に高等教育機関（専修学校を含む）を卒業した者の

場合には，専修学校よりも短期大学（高専を含む），共学大学よりも女子大学といった

「女性向け教育機関」を卒業した者の初婚確率が高い傾向がみられた．第二に，このよう

な「女性向け教育機関」の卒業者と「共学の教育機関」の卒業者の間の差は，1960年代か

ら1970年代前半出生コーホートの女性の間では確認できるが，その前後の出生コーホート

（1955－59年，1975－79年出生コーホート）の女性の間では確認できない．特に，四年制

大学卒業者における共学大学卒業者と女子大学卒業者の間の初婚確率の差が観察されるの

は1960年代出生コーホートのみである．第三に，1980年代出生コーホートでは，短期大学

（高専を含む）卒業者よりも専修学校卒業者の初婚確率が高い傾向がみられるようになっ

た．

このような結果になった理由について順に検討する．まず，一点目の最後に卒業した学

校が高校の場合には女子高校を卒業した女性の初婚確率が低く，高等教育機関（専修学校

を含む）を卒業している場合には「女性向け教育機関」を卒業した女性の初婚確率が高い

という結果になった理由についてである．

これは，「女性向け教育機関」に進学するか，「共学の教育機関」に進学するかを決定す

る際に影響する要因が，教育水準が高卒の者と高校卒業後に進学する者の間で異なってい

るためではないかと考えることができる．女子高校と共学高校のどちらに進学するかを決

める際には居住地や中学校在学中の成績といった実際的な要因による制約を受けている可

能性が高い．これに対し，高等教育機関への進学にあたって，「共学の教育機関」と「女

性向け教育機関」のどちらを選ぶかという選択は，居住地等の実際的な要因とともに，進

学する女性本人やその家庭の選好を反映して行われていると考えられる．その結果，高卒

者の間では学校がもつ出会いの場としての機能による影響があらわれ，高等教育機関に進

学した者の間では価値観や選好による影響が初婚確率に表れているという結果になった可

能性がある．

二点目は，「女性向け教育機関」を卒業した者と「共学の教育機関」を卒業した者の間

の初婚確率の差が，特定の出生コーホートの女性でのみ観察される点である．これは，女

性の進学率の上昇と時代背景による影響を受けていると思われる．

図2をみると，1955－59年出生コーホートの女性の過半数の教育水準は高卒以下であり，

短期大学・高専，専修学校を卒業した者が約3割，四年制大学の卒業者は約1割にとどまっ
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ている．そのため，このコーホートの女性にとっては「女性向け教育機関」と「共学の教

育機関」のどちらを選択したかという影響以上に，教育水準自体の影響が明確にあらわれ

たのではないだろうか．

1960年代出生コーホートでは，短期大学・高専，専修学校を卒業した者の割合が増加し

ているものの，最後に卒業した学校の構成割合は1955－59年出生コーホートとそれほど大

きく変わらない．しかし，1960年代生まれの女性が就職を迎えたのは1980年代である．こ

の時期，学卒後の女性の就業機会は男女雇用機会均等法とバブル景気によって拡大し，高

等教育を終えた女性が企業に一般職として就職するというルートが存在するようになった．

広田（1979）が指摘するように，女子大学には共学大学と比べて，女性向けの求人が集ま

りやすい傾向があったといわれている．そして，岩澤・三田（2005）や加藤（2011）が述

べている通り，この時期には職場が結婚相手との出会いの場としての役割を担っていた．

つまり，女子大学や短期大学を卒業した者は，女性向けの仕事に就く機会に恵まれ，職場

で結婚相手を得るという機会を得ていた．その結果が初婚確率の差として表れたと推察で

きる．

1970年代出生コーホートになると，最後に卒業した学校が中学，高校の女性の割合は全

体の3割程度になり，専修学校を含む高等教育機関を卒業した女性の割合が上昇している．

そして，1970年代出生コーホートの女性が就職や進学時期を迎えた1990年代の初頭にはバ

ブル崩壊とともに景気の悪化が起きた．1960年代出生コーホートでみられたような「女性

向け教育機関」を卒業し，就職機会を得て，職場という結婚相手との出会いの場を得ると

いうルートが1970年代前半出生コーホートでは存続していたものの，1970年代後半出生コー

ホートでは消失し，その結果「女性向け教育機関」と「共学の教育機関」の間の初婚確率

の差が観察されなくなったのではないかと思われる．

三点目の1980年代出生コーホートでは短期大学・高専卒業者よりも専修学校卒業者の初

婚確率が高いという結果についてである．これは福田（2012），麦山（2017）が指摘する

通り，女性の経済力が結婚確率を上昇させる方向に作用しているという近年の傾向が表れ

た可能性があるかもしれない．

女性の高学歴化とともに未婚化・晩婚化が進んできたことは間違いない．しかし，本研

究で指摘したように，女性の高学歴化は短期大学や女子大学への進学者の増加によって達

成されてきたものであった．そして，短期大学や女子大学への進学者の初婚確率が高い傾

向があったことも踏まえると，女性の高学歴化それ自体が意識変化につながり，女性が結

婚を選択しない方向に変化してきたとする見方には検討の余地がある．女性の高学歴化と

未婚化・晩婚化の進展の構造を理解する上では，少なくとも時代的な背景や教育の内容を

考慮した分析・解釈を行う必要がある．

付記

本研究は，国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査プロジェクト」の研究成果である．

本研究で使用した「出生動向基本調査」に関する分析結果は，統計法第32条の規定に基づき，調査
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離婚・再婚の動向と日本社会の変容に関する包括的研究（研究代表者岩澤美帆，課題番号25245061）」

による助成を受けた．
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GenerationalDifferencesinTransitiontoFirstMarriage:
AFocusonEducationalStandardsandAll-GirlsSchoolsinJapan

MarikoNAKAMURA

Researchonmarriagehasfocusedonwomen'seducationalachievementandattainment.How-

ever,academiccontentandschoolenvironmenthavebeenignored,althoughchoicesareinfluenced

bywomen'spreferencesandtheirfamilies'preferencesandcircumstances.Inaddition,schools

functionasplacestofindaspouse,soattendingschoolisstronglyrelatedtomaritalbehavior.

Therefore,thisstudycomparedtheprobabilitiesoffirstmarriageofthosewhograduatedfromedu-

cationalinstitutionsforgirls/womentothosewhograduatedfromcoeducationalinstitutions.The

term"educationalinstitutionforwomen"referstohighschools,juniorcolleges,anduniversitiesfor

femalestudents.Coeducationalhighschools,vocationalschools,anduniversitiesaredefinedas

"coeducationalinstitutions."

First,Ireviewedtheeducationalattainmentofwomeninpost-WWIIJapanandidentifiedthe

changestothecompositionsoftheschoolsfromwhichwomenlastgraduatedbybirthcohort.

Then,eventhistoryestimations(adiscrete-timelogitmodel)revealedthat,forthosewhosetermi-

naldegreewashighschool,theprobabilityoffirstmarriageofawomanwhograduatedfromaco-

educationalhighschoolwashigherthanforthosewhograduatedfromanall-girlsseniorhigh

school.Regardinggraduationfromhighereducationalinstitutions(includingvocationalschools),

womenwhograduatedfromeducationalinstitutionsforwomenhadahigherprobabilityoffirst

marriagethanwomenwhograduatedfromcoeducationalinstitutions.Althoughtheresultscouldbe

confirmedforthe1960sthroughearly1970sfemalebirthcohorts,findingscouldnotbeconfirmed

forearlierorlaterbirthcohorts.Notably,inthe1980birthcohort,firstmarriageamongwomen

whograduatedfromvocationalschoolwasmorelikelythanamongthosewhograduatedfromjun-

iorcollege(includingtechnicalcollege).
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研 究 論 文

都道府県別にみた外国人の自然動態

中川雅貴・山内昌和＊・菅桂太・鎌田健司・小池司朗

Ⅰ．はじめに

国際人口移動が受け入れ国に及ぼす人口学的影響には二つの側面がある．第一の側面は

人口移動という社会動態自体が，その規模や構造１）に応じて人口静態を変化させるもので

ある．第二の側面として，潜在的に再生産水準の異なる人口集団の移入が，出生や死亡と

いう自然動態率を変化させる可能性がある．また，人口静態の変化は普通動態率に影響を

与えるため，これら二つの側面には相互作用があり，その影響が中・長期に及ぶことを考

慮することが重要である．過去数十年間にわたる国際人口移動の拡大を通じて人種や民族

の構成が大きく変化した欧米の一部の先進国では，とくに従来とは異なる再生産行動様式

や規範を備えた人口集団の影響に対する関心が高まっている．イギリスの人口学者D.コー

ルマンは，こうした国々が経験する「低い出生率」と「高水準の移民受け入れ」の同時進

行が，人口の人種別・民族別構成に長期的かつ不可逆的な変化をもたらしていることを指
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本稿は，都道府県別にみた外国人の自然動態について，1990年から2015年の期間を対象に分析を

行った．具体的には，人口動態調査と国勢調査のデータを用いて，都道府県別の自然増減率に対す

る外国人の自然動態の寄与を抽出したうえで，死亡と出生それぞれについて外国人の影響を検証し

た．分析の結果，いずれの都道府県においても外国人の寄与は限定的であるものの，外国人の国籍

構成と地域分布の特徴が，その自然動態の地域差に反映されていることが確認された．死亡につい

ては，歴史的に韓国・朝鮮籍人口の多い近畿地方の大都市圏で外国人の影響が大きく，とくにこれ

らの地域では外国人の高齢死亡率が相対的に高くなる傾向がみられた．一方，東海・北関東などの

1990年代以降にブラジル人の増加を経験した地域においては，外国人の出生率が比較的高く，その

影響も拡大するなど，いわゆるニュー・カマーの定住化の進展による効果が示唆された．ただし，

近年，ほとんどの都道府県で外国人は総人口の合計出生率を引き下げる効果をもつことが確認され

た．アジア諸国からの留学生をはじめ拡大を続ける若年の外国人について，今後，日本国内におけ

る在留期間の長期化とその人口再生産への影響を注意深く検証する必要がある．

*早稲田大学教育・総合科学学術院

1）ここでは，性・年齢だけでなく，国籍や在留資格を含む様々な属性によって分類した人口の分布を「構造」

としている．



摘し，この過程を「第三の人口転換」（AThirdDemographicTransition）と呼んでい

る（Coleman2006）．

こうした中で，近年，外国人あるいは移民の自然動態の地域差に着目した分析結果が報

告され始めている（WilsonandKuha2017;Brazil2017;Lichteretal.2012）．例えば，

米国におけるヒスパニック人口の出生（fertility）の地域差を分析した Lichteretal.

（2012）は，新規入国者（recentimmigrants）が増加している地域においてヒスパニッ

クの出生率が相対的に高いことを示している．また，死亡（mortality）についても，

Brazil（2017）が，新規入国者の割合が高い地域において白人に対するヒスパニックの死

亡率がより低くなる一方で，従来の伝統的な集住地域においては，その死亡率が相対的に

高くなる傾向を指摘している２）．こうした米国をはじめとする海外における先行的な研究

成果は，地域レベルでの外国人あるいは移民の自然動態とその影響を分析する上で，地域

によって異なる外国人や移民の人口構造を考慮することの重要性を示唆するものである．

日本では，総人口に占める外国人３）の割合が依然として低水準にあるものの，とくに

1990年代以降の日本国内における外国人人口の増加過程では，著しい地域差がみられる

（石川 2011;石川 2014;Hanaokaetal.2017）．また，この時期に外国人が増加した地域

では，外国人が総じて若い年齢構造をもつという特徴も指摘されている（石川 2011）．こ

うした状況の中，国内の人口減少および高齢化が地域間格差を伴って進行していることも

あり，地域人口に対する外国人の影響についての関心は高い．例えば，2013年から住民基

本台帳に基づく人口移動データが外国人についても得られるようになったことにより，市

区町村を単位とする外国人の移動状況ならびにその影響を分析した成果が蓄積されつつあ

る（清水 2017;清水ほか 2016;中川ほか 2016など）．このように，地域レベルでみた

外国人の人口静態や社会動態に関する研究は着実に積み重ねられているが，外国人の自然

動態の影響に着目した分析はほとんど行われていない．

一方，全国レベルでの外国人の自然動態に関する研究は一定の蓄積がある．まず，外国

人の死亡に関しては，1980年代半ばまで日本国内における外国人の大半を占めた「オール

ド・カマー」と言われる韓国・朝鮮人を対象としたものを中心に分析が行われてきた（金

1977;金 1982;厳ほか 1988など）．近年では，外国人の国籍構成が多様化したことを踏

まえて国籍別に死亡率を比較した分析結果（是川 2011）や，年齢別および死因別死亡率

の特性に関する検証結果（李ほか 2012;小堀ほか 2017）も報告されている．これらの分

析結果によると，1980年代までは，韓国・朝鮮人を中心とする外国人の死亡率は日本人よ

りも高いことが確認される一方で，1990年代以降に著しく増加した「ニュー・カマー」と
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2）米国では，いわゆる白人人口（non-HispanicWhites）と比較して，ヒスパニック人口の死亡率が低い水準

で推移するという状況がHispanicParadoxとして知られてきた（例えばPalloniandArias2004;Markides

andEschbach2011）．したがって，ここでの「（従来の伝統的な集住地域においては）ヒスパニックの死亡率

が相対的に高くなる」とは，「白人の死亡率との格差が縮小する」ことを意味している．

3）以下，とくに断りのない限り，日本国籍を持つ人を日本人，外国籍を持つ人を外国人，両者を合わせて総人

口と記す．また外国人のうち，国籍の違いを明示する場合は，例えばブラジル国籍を持つ人ならばブラジル人

のように記す．



呼ばれるブラジル人や中国人の死亡率は，日本人と同水準か，おおむね低い傾向にあるこ

とが示されている（是川 2011;李ほか 2012）．こうした分析結果は，今後の進展が見込

まれる外国人の高齢化と，それに伴う保健・医療ニーズ等を展望するうえで重要な知見を

提供するが，地域別の死亡率や地域人口への影響を分析した研究はほとんど見当たらない．

外国人の出生については，とくに外国人人口が増加した1990年代以降，国勢調査や人口

動態統計といった大規模かつ質の高いデータを用いた人口学的分析が進められている．具

体的には，外国人女性と日本人男性による国際結婚夫婦の出生率の相対的水準に関する研

究（原 1996;小島 2007;今井 2011），国勢調査データと同居児法を用いて外国人女性な

らびに国際結婚夫婦の出生率を分析した研究（Kojima2009;是川 2013a;Hanaokaand

Takeshita2015），人口動態統計を用いて外国人の出生率を推計したうえで，その推移な

らびに国籍による違いに関する検討を行った研究（森 2001;是川 2013b;山内 2010;

Yamauchi2015）などが挙げられる．これらの研究では，日本人女性（あるいは日本人

どうしの夫婦）と比較して，外国人女性（あるいは外国人女性と日本人男性による国際結

婚夫婦）の出生率が概して低水準にあることが示されている．また，その要因についても，

例えば今井（2011）ならびに是川（2013a）は，外国人女性と結婚する日本人男性の年齢

が高いこと，外国人女性と日本人男性による国際結婚夫婦の離婚率が高いことを指摘して

いる．ただし，外国人女性の出生の地域差については，例外的に山内（2010）と

Yamauchi（2015）が都道府県あるいは地域間の比較およびその影響についての検討を加

えているのみである．山内（2010）によれば，ほとんどの都道府県で外国人女性の出生率

は日本人よりも低いものの，その影響は限定的である．

日本における外国人の自然動態の地域差を分析する上で，1990年代以降の外国人の増加

が，国籍および在留資格を含む属性別構成の多様化を伴って進展したこと，そして，その

進展の仕方は地域によって異なっていたことを考慮することは重要である（Liawand

Ishikawa2008;石川 2011;千葉 2012；中川 2018）．国勢調査によると，1980年代半ば

までは，オールド・カマーを中心に日本国内における外国人の40％以上が大阪府・京都府・

兵庫県をはじめとする近畿に集中していたが，2015年の近畿圏のシェアは20％未満に減少

している．一方で，例えば1989年の「入管法」改正（施行は1990年）を契機とするブラジ

ル人の増加は，東海や北関東に集中しており，2015年の国勢調査によれば，愛知県・静岡

県・群馬県・三重県・岐阜県の上位5県にブラジル人の60％以上が集中するようになった

（中川 2018）．近年は，ニュー・カマーの中でもブラジル人のように日本での在留期間が

長期化する外国人と，中国をはじめとするアジア諸国からの留学生や技能実習生のように

在留期間の短い外国人が混在しており，それぞれの地理的な分布パターンが異なるといっ

た新たな傾向がみられる４）．こうした外国人の動向は，自然動態にも何らかの影響を及ぼ
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4）例えば池上（2016）は，静岡県内の代表的なブラジル人の集住都市である浜松市における観察に基づいて，

2008年のいわゆる「リーマンショック」に伴う景気後退の影響を受けて，それまで日本国内で就労していた日

系ブラジル人およびその家族の多くは帰国する一方で，比較的定住志向の強い層は日本国内に残った可能性を

指摘している．また中川（2018）は，2000年代以降の増加が著しい中国人の地理的分布の特徴として，東京都

を中心とする首都圏への集中と，非大都市圏への分散傾向が同時にみられる点を挙げている．



し，中・長期的には地域人口の将来見通しを左右する可能性がある．

以上を踏まえて，本稿では，都道府県別にみた外国人の自然動態とその影響を検証する

ことを目的とする．具体的には，1990年から2015年の期間について，都道府県別人口の自

然増減に対する外国人の影響ならびに出生・死亡それぞれに対する外国人の影響を分析す

る．次節では，分析に用いるデータと方法について説明する．

Ⅱ．データと方法

1． データ

人口データについては国勢調査の値を用いる．国勢調査の人口データのうち1990年から

2005年については，国籍・年齢不詳を既知の日本人および外国人の男女別年齢5歳階級別

人口の分布に応じて都道府県別に按分して含めたデータを用いる．2010年と2015年につい

ては，総務省統計局が作成した按分済みデータを用いる５）．

出生数と死亡数については人口動態調査の値を用いる．出生数については，母の国籍に

よって日本人と外国人の出生数に区分する．すなわち父母の国籍別出生数のうち，父母と

もに日本人および父外国人・母日本人の出生数を日本人の出生数，父母ともに外国人およ

び父日本人・母外国人の出生数を外国人の出生数とする．死亡数については，本人の国籍

に基づいて日本人と外国人の死亡数を区分する．

なお，とくに断りのない限り，出生数と死亡数は発生年に届け出られたものを用いる．

届出遅れについては，その数が少なく分析結果への影響も小さいため補正は行わない．ま

た集計に際しては，人口動態調査の個票データを利用した６）．

2． 分析方法

分析方法は以下の5つである．いずれも都道府県別に分析することを前提としたもので

あるが，煩雑さを避けるために以下の説明には都道府県の情報を特に含めていない．

第一に，国勢調査間の人口増減率に対する自然増減率の影響を明らかにするために，日

本人と外国人を合わせた総人口の国勢調査間の人口増減率を自然増減率と社会増減率に区

分し，それぞれの効果を検討する．具体的には下記（1）式の通りである．

PA,t・5・PA,t

PA,t

・
NIA,t・t・5

PA,t

・
NMA,t・t・5

PA,t

・・・(1)

P：人口，NI：自然増減数，NM：純移動数，A：総人口，t：時間
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5）総務省統計局「人口推計 平成22年国勢調査による基準人口」及び同「平成27年国勢調査 年齢・国籍不詳

をあん分した人口（参考表）」

6）本研究で用いる個票データは，厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進

研究事業））「国際的・地域的視野から見た少子化・高齢化の新潮流に対応した人口分析・将来推計とその応用

に関する研究（研究代表者：石井太，課題番号：H29-政策-指定-003）」のもとで，統計法第32条に基づく二次

利用申請により使用の承諾を得たものである．



（1）式の自然増減率は国勢調査間の出生数と死亡数をそれぞれ人口動態調査より集計し

て期首の人口で割った値であり７），社会増減率は国勢調査間の人口増減率と自然増減率と

の差とした．具体的な自然増減率の算出式は下記（2）の通りである．

NIA,t・t・5

PA,t

・
BA,t・t・5・DA,t・t・5

PA,t

・・・(2)

B：出生数，D：死亡数

なお，ここでの自然増減率は5年間の人口増減率に対応する指標であり，次に述べる粗

死亡率（crudedeathrate）と粗出生率（crudebirthrate）に対応した指標とは異なっ

ている８）．

第二に，自然増減率に対する外国人の影響を明らかにするために，総人口，日本人，外

国人に分けて自然増減率を検討する．その上で自然増減率を構成する粗死亡率と粗出生率

についても同様に，総人口，日本人，外国人に分けて検討する．自然増減率と粗死亡率と

粗出生率の関係は以下の通りである．

NIRA,t・CBRA,t・CDRA,t・
BA,t

PA,t

・
DA,t

PA,t

・・・(3)

NIRJ,t・CBRJ,t・CDRJ,t・
BJ,t

PJ,t
・

DJ,t

PJ,t
・・・(4)

NIRF,t・CBRF,t・CDRF,t・
BF,t

PF,t
・

DF,t

PF,t
・・・(5)

NIR：自然増減率，CBR：粗出生率，CDR：粗死亡率，J：日本人，F：外国人

第三に，死亡における外国人の影響を明らかにするために，日本の死亡数に占める外国

人の死亡数の割合を検討し，その上で生命表の平均寿命（出生時平均余命）と65歳時平均

余命を検討する．生命表は厚生労働省の公表する都道府県別生命表と同一の方法で作成し

たが，生命表作成に必要な死亡数については該当する年次の値のみを用いた９）．ただし，

外国人については人口や死亡数が少ないため，生命表は総人口と日本人についてのみ作成

した10）．
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7）死亡の月または住所地が不詳の死亡については，人口動態統計の報告年次別に（1）死亡月のみ不詳，（2）住所

地のみ不詳，（3）死亡月と住所地不詳の順に按分して含めた．出生の月不詳は極めて少数（1990～2015年に観

察された日本における総出生数の0.00175％）であるため，国勢調査間発生数の集計では無視した．出生の住

所地不詳は存在しない．

8）式（2）の自然増減率がt年10月～t+5年9月の人口増減数をt年10月の人口で除しているのに対して，式（3）～

（5）の粗死亡率と粗出生率はt年1～12月の動態数をt年10月の人口で除したものである．

9）厚生労働省の都道府県別生命表は，作成年次を含む前後3年間の死亡数を用いる．ただし，2010年に関して

は東日本大震災を考慮して作成年次の死亡数のみを用いて作成された．

10）日本人の生命表の作成に用いる年齢（月齢）別死亡数は厚生労働省と同様に集計して得た．総人口の生命表

の作成に用いるものも日本における外国人の死亡を含めて同様に得たが，国勢調査年に届け出られた死亡年不

詳の死亡を既知の死亡年齢と住所地の分布に按分して含めた．



第四に，出生における外国人の影響を明らかにするために，日本の出生数に占める外国

人の出生数の割合を検討し，その上で合計出生率（totalfertilityrate）を検討する．合

計出生率は総人口，日本人，外国人のそれぞれについて年齢5歳階級別のデータを基に作

成した．

第五に，粗出生率と粗死亡率の差である自然増減率の変化に対する外国人の影響を明ら

かにするために，自然増減率を総人口，日本人，外国人に分けて検討し，その上で総人口

の自然増減率の低下を日本人と外国人の人口動態率の効果，および日本人と外国人の年齢

構造の効果に区分し，それぞれの効果を検討する．検討に際しては，和田（2015:22-23）

の人口動態率の要因分解法を参考にした．具体的には下記の通りである．

NIRA,2015・NIRA,1990・・CBRA,2015・CBRA,1990・・・CDRA,1990・CDRA,2015・

・
・・・・・
・・ASBR・,J,2015・

P・,J,f,2015

P2015

・・・ASBR・,F,2015・
P・,F,f,2015

P2015

・・・・・

・
・・・・・
・・ASBR・,J,1990・

P・,J,f,1990

P1990

・・・ASBR・,F,1990・
P・,F,f,1990

P1990

・・・・・

・
・・・・・
・・ASDR・,J,s,1990・

P・,J,s,1990

P1990

・・・ASDR・,F,s,1990・
P・,F,s,1990

P1990

・・・・・

・
・・・・・
・・ASDR・,J,s,2015・

P・,J,s,2015

P2015

・・・ASDR・,F,s,2015・
P・,F,s,2015

P2015

・・・・・

・
1

2
・・・ASBR・,J,2015・ASBR・,J,1990・・

P・,J,f,2015

P2015

・
P・,J,f,1990

P1990
・

・
1

2
・・・

P・,J,f,2015

P2015

・
P・,J,f,1990

P1990
・・ASBR・,J,2015・ASBR・,J,1990・

・
1

2
・・・ASBR・,F,2015・ASBR・,F,1990・・

P・,F,f,2015

P2015

・
P・,F,f,1990

P1990
・

・
1

2
・・・

P・,F,f,2015

P2015

・
P・,F,f,1990

P1990
・・ASBR・,F,2015・ASBR・,F,1990・

・
1

2
・・・ASDR・,J,s,1990・ASDR・,J,s,2015・・

P・,J,s,1990

P1990

・
P・,J,s,2015

P2015
・

・
1

2
・・・

P・,J,s,1990

P1990

・
P・,J,s,2015

P2015
・・ASDR・,J,s,1990・ASDR・,J,s,2015・

・
1

2
・・・ASDR・,F,s,1990・ASDR・,F,s,2015・・

P・,F,s,1990

P1990

・
P・,F,s,2015

P2015
・

・
1

2
・・・

P・,F,s,1990

P1990

・
P・,F,s,2015

P2015
・・ASDR・,F,s,1990・ASDR・,F,s,2015・・・・(6)

NIR：自然増減率，CBR：粗出生率，CDR：粗死亡率，x：年齢，s：性別，f：女性
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（6）式の右辺は，第1項が出生に対する日本人の再生産年齢女性の年齢構造の効果，第

5項が死亡に対する日本人の年齢構造の効果，第2項が日本人の出生率の効果，第6項が

日本人の死亡率の効果，第3項が出生に対する外国人の再生産年齢女性の年齢構造の効果，

第7項が死亡に対する外国人の年齢構造の効果，第4項が外国人の出生率の効果，第8項

が外国人の死亡率の効果である．なお，外国人の人口規模や死亡数が少ないことを考慮し，

死亡に関連する箇所は男女を区別せずに80歳以上を一括して算出した．

Ⅲ．結果

1． 人口増減率に対する自然増減率の影響

1990-1995年，2000-2005年，2010-2015年の人口増減率，自然増減率，社会増減率につ

いて，全国と都道府県の値を示したのが表1である．同表からは3つの特徴を指摘できる．

1点目の特徴は，全ての都道府県で自然増減率が低下しており，自然増減率が負の値を

示す都道府県の数が増加したということである．1990-1995年と2010-2015年を比較すると，

自然増減率の低下幅が最も大きかったのは岩手県の3.88ポイント，低下幅が最も小さかっ

たのは東京都の1.11ポイントであり，変化量の中央値は2.57ポイントであった．また，こ

の間に自然増減率が負の値となる都道府県数は4から42に増加した．社会増減率について

は，総じて変化量が小さい都道府県が多く，一貫した傾向は見出しにくい．

2点目の特徴は，人口増減率と自然増減率の相関関係が強まったことである．都道府県

別の人口増減率と自然増減率との相関係数は，1990-1995年，2000-2005年，2010-2015年

にかけて0.78，0.87，0.93と上昇したのに対し，人口増減率と社会増減率との相関係数は

0.91，0.92，0.91とほとんど変化がみられなかった．2010-2015年には人口増減率と自然増

減率との相関係数が，人口増減率と社会増減率との相関係数を僅かに上回っている．

3点目の特徴は，最近になるにつれて自然増減率の負の値が大きいために人口増減率が

負の値となる都道府県が増え，多数を占めるようになったことである．1990-1995年には

人口増減率が負の値を示す13都道府県はいずれも社会増減率が負であり，自然増減率はほ

とんど正であった．これら13都道府県のうち，秋田県，島根県，山口県，高知県は自然増

減率も負の値であったが，絶対値では自然増減率より社会増減率の方が大きかった．とこ

ろが2010-2015年になると，人口増減率が負の値を示す39都道府県のうち福島県と奈良県

を除く37都道府県において自然増減率が負の値で絶対値も社会増減率を上回っていた．

これらの特徴は，いずれも近年の都道府県の人口増減率に対する自然増減率の影響が総

じて高まっていることを表している．
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表１ 都道府県別人口増減率，自然増減率，社会増減率（1990-1995年，2000-2005年，2010-2015年）

（％）

都道府県
1990-1995年 2000-2005年 2010-2015年

人口増減率 自然増減率 社会増減率 人口増減率 自然増減率 社会増減率 人口増減率 自然増減率 社会増減率

全国 1.58 1.41 0.18 0.66 0.51 0.16 -0.75 -0.89 0.14

北海道 0.86 1.19 -0.33 -0.97 -0.10 -0.87 -2.26 -1.88 -0.39

青森県 -0.08 0.91 -0.99 -2.65 -0.68 -1.97 -4.74 -2.85 -1.89

岩手県 0.18 0.77 -0.59 -2.20 -0.69 -1.51 -3.80 -3.11 -0.69

宮城県 3.57 1.71 1.85 -0.22 0.59 -0.80 -0.61 -1.35 0.74

秋田県 -1.13 -0.07 -1.06 -3.68 -1.76 -1.92 -5.79 -3.94 -1.85

山形県 -0.11 0.41 -0.53 -2.25 -0.87 -1.38 -3.85 -2.86 -0.99

福島県 1.40 1.29 0.11 -1.67 -0.14 -1.54 -5.67 -2.37 -3.30

茨城県 3.87 1.56 2.31 -0.35 0.45 -0.81 -1.78 -1.27 -0.51

栃木県 2.54 1.36 1.18 0.59 0.46 0.13 -1.67 -1.19 -0.48

群馬県 1.90 1.38 0.52 -0.04 0.41 -0.45 -1.74 -1.51 -0.23

埼玉県 5.53 2.59 2.94 1.68 1.43 0.25 1.00 -0.14 1.14

千葉県 4.36 2.06 2.31 2.20 1.13 1.07 0.10 -0.35 0.46

東京都 -0.69 1.17 -1.86 4.25 0.51 3.73 2.70 0.06 2.65

神奈川県 3.33 2.40 0.93 3.55 1.55 2.00 0.86 0.14 0.72

新潟県 0.56 0.70 -0.14 -1.79 -0.60 -1.19 -2.96 -2.28 -0.67

富山県 0.26 0.40 -0.13 -0.81 -0.25 -0.57 -2.46 -2.17 -0.29

石川県 1.33 1.11 0.21 -0.59 0.42 -1.00 -1.35 -1.20 -0.15

福井県 0.41 1.19 -0.77 -0.89 0.21 -1.10 -2.43 -1.42 -1.01

山梨県 3.40 1.27 2.13 -0.41 0.07 -0.49 -3.26 -1.89 -1.37

長野県 1.74 0.88 0.85 -0.77 0.05 -0.82 -2.49 -1.83 -0.66

岐阜県 1.63 1.29 0.33 -0.12 0.47 -0.59 -2.35 -1.25 -1.10

静岡県 1.82 1.60 0.22 0.66 0.67 -0.01 -1.72 -1.03 -0.69

愛知県 2.66 2.39 0.27 3.00 1.66 1.34 0.98 0.44 0.54

三重県 2.72 1.00 1.73 0.52 0.30 0.22 -2.10 -1.29 -0.80

滋賀県 5.28 2.01 3.28 2.79 1.57 1.23 0.15 0.32 -0.17

京都府 1.04 0.93 0.11 0.12 0.33 -0.20 -0.98 -1.00 0.02

大阪府 0.72 1.78 -1.07 0.14 1.00 -0.86 -0.29 -0.54 0.25

兵庫県 -0.06 1.20 -1.26 0.72 0.64 0.08 -0.95 -0.74 -0.21

奈良県 4.03 1.39 2.63 -1.49 0.45 -1.93 -2.60 -1.27 -1.33

和歌山県 0.57 0.13 0.44 -3.17 -0.88 -2.30 -3.85 -2.66 -1.20

鳥取県 -0.13 0.39 -0.52 -1.02 -0.54 -0.48 -2.59 -2.02 -0.57

島根県 -1.23 -0.13 -1.10 -2.53 -1.19 -1.34 -3.21 -2.75 -0.47

岡山県 1.29 0.77 0.52 0.33 0.15 0.18 -1.22 -1.25 0.03

広島県 1.12 1.22 -0.10 -0.08 0.39 -0.46 -0.59 -0.79 0.21

山口県 -1.09 -0.05 -1.03 -2.31 -1.02 -1.29 -3.21 -2.57 -0.64

徳島県 0.10 0.13 -0.03 -1.72 -0.95 -0.77 -3.79 -2.60 -1.19

香川県 0.35 0.35 0.00 -1.03 -0.17 -0.86 -1.97 -1.70 -0.26

愛媛県 -0.55 0.42 -0.97 -1.69 -0.69 -1.00 -3.23 -2.27 -0.96

高知県 -1.01 -0.41 -0.60 -2.17 -1.35 -0.82 -4.73 -3.18 -1.55

福岡県 2.54 1.32 1.22 0.68 0.52 0.16 0.58 -0.32 0.91

佐賀県 0.74 0.94 -0.21 -1.17 0.01 -1.18 -2.00 -1.35 -0.65

長崎県 -1.15 0.96 -2.11 -2.50 -0.30 -2.20 -3.48 -1.87 -1.60

熊本県 1.06 0.96 0.10 -0.92 -0.08 -0.84 -1.72 -1.24 -0.48

大分県 -0.46 0.43 -0.89 -0.95 -0.49 -0.46 -2.52 -1.84 -0.69

宮崎県 0.59 1.18 -0.59 -1.45 -0.02 -1.43 -2.75 -1.46 -1.29

鹿児島県 -0.20 0.44 -0.64 -1.85 -0.66 -1.19 -3.40 -1.94 -1.46

沖縄県 4.18 4.30 -0.13 3.29 3.09 0.20 2.93 2.16 0.76

資料：国勢調査，人口動態調査



2． 自然増減率に対する外国人の影響

表2は，総人口，日本人，外国人それぞれについて，1990年から2015年までの自然動態

率の推移を全国レベルの値で示したものである．これによると，全国では，総人口と日本

人の自然増減率は一貫して低下し，2005年以降は負の値になる．両者の値はほぼ同水準で

あるが，差は僅かに広がり，2015年には総人口の方が0.17ポイント高く，減少が緩やかで

ある．一方，外国人の自然増減率は1995年以降に低下するが，日本人の値よりも一貫して

10ポイント以上高い．

都道府県別にみると，総人口と日本人の自然増減率は一貫して低下する傾向にあること

や外国人の自然増減率が日本人を上回ることは共通する（付表1）．つまり外国人は，全

ての都道府県で総人口の自然増減率を引き上げるという影響を及ぼしている．ただし，総

人口と日本人の自然増減率の差は1990年から2015年にかけて最大でも0.33ポイントにとど

まっており，外国人の影響は限定的である．

一方で，外国人の自然増減率には大きな地域差も存在する．地域差は1990～2000年まで

が特に大きく，その後は縮小傾向にある．例えば，1995年には58.73‰を示した山形県を

はじめ20‰を超える都道府県の数が20ある反面，10‰未満の都道府県も5あったのに対し，

2015年には最大値を示した埼玉県で15.11‰であり，10‰未満の都道府県は31であった．

また，外国人の自然増減率の高低が示す地理的なパターンは2005年頃までとその後でやや

異なる．2005年頃までは東北をはじめとする東日本や西日本の非大都市圏で高い値を示す

反面，関西や山口県と福岡県で低い値を示すのに対し，2010年や2015年は関東や東海で高

い値を示す反面，東北や関西で低い値を示す傾向がみられる．
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自然増減率 （‰）

国籍 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

総人口 3.27 2.15 1.86 -0.12 -0.93 -2.18

日本人 3.20 2.02 1.71 -0.27 -1.09 -2.35

外国人 13.03 15.96 15.32 11.70 10.72 9.61

粗死亡率 （‰）

国籍 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

総人口 6.67 7.39 7.62 8.53 9.40 10.20

日本人 6.68 7.41 7.65 8.59 9.47 10.30

外国人 5.13 4.81 4.17 3.81 3.78 3.77

粗出生率 （‰）

国籍 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

総人口 9.94 9.53 9.47 8.40 8.46 8.02

日本人 9.88 9.43 9.37 8.32 8.38 7.95

外国人 13.03 15.96 15.32 11.70 10.72 9.61

資料：国勢調査，人口動態調査

表２ 日本における総人口および日本人，外国人の自然増減率，粗死亡率，粗出生率



次に，粗死亡率についてみていこう．全国では，総人口と日本人の粗死亡率はほぼ同水

準であるが，僅かに日本人の粗死亡率の方が総人口よりも高い（表2）．1990年以降，総

人口と日本人の粗死亡率は一貫して上昇したのに対し，外国人の粗死亡率はむしろ低下し

た．そのため日本人と外国人の粗死亡率の差は拡大傾向にあり，総人口と日本人の粗死亡

率の差も若干広がった．

都道府県別にみると，全国についてみられた傾向はほとんどの都道府県に当てはまる

（付表2）．総人口と日本人の粗死亡率の差は1990年から2015年にかけて0.2ポイントの範

囲内にとどまる．ただし，一部の都道府県では日本人よりも総人口の粗死亡率の方がごく

僅かに高い場合がある．また時系列での変化については，総人口と日本人の粗死亡率は全

ての都道府県で上昇しているが，外国人について粗死亡率の上昇傾向がみられる地域は限

定されている．例えば大阪府の粗死亡率が1990年以降に一貫して上昇している他，京都府

や兵庫県の粗死亡率も上昇傾向にある．またこの他にも，いくつかの県では2000年代に入っ

て粗死亡率が上昇に転じた．

粗死亡率の地理的なパターンについては，総人口と日本人のものが類似しているのに対

して，外国人のものはやや異なっている．総人口や日本人では粗死亡率の地理的なパター

ンは一貫しており，三大都市圏を含む関東や東海，近畿で低いのに対し，非大都市圏で高

い値を示す．それに対し外国人については1995年以降にほぼ一貫したパターンを示してお

り，近畿や山口県で高い値を示し，それ以外は総じて低い値を示す．

続いて，粗出生率についてみていこう．全国では，総人口と日本人の粗出生率はともに

1990年以降一貫して低下する（表2）．両者はほぼ同水準であり，総人口の粗出生率が日

本人の値よりも僅かに高い．外国人の粗出生率は1995年以降に低下するが，日本人よりも

一貫して高い値で推移する．ただし，1995年には6.5ポイントあった日本人と外国人の粗

出生率の差はその後縮小を続け，2015年には両者の差は2ポイント未満になっている．

都道府県別にみると，総人口の粗出生率が日本人より僅かに高いことやいずれも低下傾

向にある点はほとんどの都道府県に共通する（付表3）．つまり外国人は，全ての都道府

県で総人口の粗出生率を引き上げるという影響を及ぼしている．ただし，総人口と日本人

の粗出生率の差は1990年から2015年にかけて最大でも0.22ポイントにとどまっており，こ

こでも外国人の影響は限定的である．

外国人の粗出生率には比較的大きな地域差が存在するものの，その差は近年では縮小傾

向にある．例えば，1995年には最大の山形県（61.68‰）と最小の大阪府（13.92‰）との

間には47.76ポイントの差があったのに対し，2015年には最大の埼玉県（17.30‰）と最小

の青森県（6.63‰）との差は10.64ポイントであった．また，外国人の粗出生率の高低が

示す地理的なパターンは2005年までとその後でやや異なる．2005年までは東北をはじめと

する東日本や西日本の非大都市圏の都道府県で高い値を示す傾向にあったのに対し，2005

年以降は関東や東海で高い値を示す傾向がみられる．
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3． 死亡における外国人の影響

1990年から2015年までの死亡数

に占める外国人の死亡数の割合の

推移を示したのが表3である．全

国についてみると，1995年を境に

同割合は低下傾向にあり，2015年

は0.52％であった．この背景には，

外国人の死亡数は増加しているも

のの，それを上回る速さで日本人

の死亡数が増加したことがある．

都道府県別にみると，同割合が

高いのは京都府，大阪府，兵庫県

の3府県であり，それに次いで高

いのが愛知県と東京都の2都県，

さらに千葉県や神奈川県，岐阜県，

三重県，滋賀県，広島県，山口県，

福岡県の8県も比較的高い値を示

す．こうした地理的なパターンは

1990年から2015年にかけて一貫し

ていた．ただし，外国人の死亡数

の割合が比較的高い京都府・大阪

府・兵庫県において，2000年代以

降，その割合はわずかながら低下

傾向にある．

次に，1990年と2015年の生命表

をもとに，両年次の平均寿命と65

歳時平均余命を整理したのが表4

と表5である．総人口と日本人の

平均寿命の差は，男女ともにごく

僅かであり，1990年の沖縄県を除

けば±0.1年以内にとどまってい

る．ただし，1990年にはほとんど

の都道府県で総人口よりも日本人

の平均寿命の方が長かったが，

2015年になると日本人の平均寿命

の方が長い都道府県の数は男女と

もに減少している．
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表３ 都道府県別にみた総人口の死亡数に占める外国人の死亡数の割合

（％）

都道府県 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

全国 0.55 0.59 0.57 0.55 0.53 0.52

北海道 0.20 0.21 0.14 0.15 0.13 0.11

青森県 0.14 0.12 0.14 0.10 0.12 0.13

岩手県 0.13 0.13 0.10 0.17 0.13 0.10

宮城県 0.14 0.22 0.22 0.20 0.14 0.15

秋田県 0.05 0.08 0.09 0.10 0.11 0.09

山形県 0.10 0.07 0.07 0.14 0.08 0.06

福島県 0.13 0.10 0.16 0.12 0.17 0.10

茨城県 0.27 0.28 0.30 0.32 0.23 0.27

栃木県 0.10 0.24 0.22 0.18 0.23 0.28

群馬県 0.21 0.20 0.39 0.26 0.31 0.29

埼玉県 0.26 0.34 0.28 0.37 0.29 0.37

千葉県 0.37 0.40 0.43 0.33 0.36 0.41

東京都 0.84 0.79 0.79 0.77 0.77 0.78

神奈川県 0.72 0.73 0.67 0.57 0.57 0.57

新潟県 0.10 0.11 0.11 0.12 0.11 0.09

富山県 0.19 0.13 0.17 0.19 0.25 0.20

石川県 0.23 0.15 0.25 0.36 0.26 0.27

福井県 0.38 0.45 0.73 0.45 0.54 0.46

山梨県 0.25 0.24 0.23 0.38 0.28 0.18

長野県 0.28 0.25 0.29 0.28 0.22 0.27

岐阜県 0.41 0.52 0.51 0.51 0.48 0.43

静岡県 0.28 0.39 0.33 0.37 0.31 0.27

愛知県 0.96 0.95 0.88 0.95 0.84 0.89

三重県 0.40 0.43 0.45 0.55 0.56 0.50

滋賀県 0.50 0.57 0.57 0.70 0.58 0.65

京都府 1.41 1.51 1.52 1.40 1.39 1.43

大阪府 2.06 2.13 2.02 1.93 1.94 1.75

兵庫県 1.25 1.44 1.32 1.22 1.19 1.17

奈良県 0.45 0.50 0.50 0.50 0.37 0.37

和歌山県 0.39 0.43 0.36 0.42 0.31 0.35

鳥取県 0.14 0.16 0.29 0.11 0.22 0.17

島根県 0.13 0.13 0.21 0.14 0.17 0.13

岡山県 0.33 0.45 0.42 0.39 0.35 0.32

広島県 0.46 0.51 0.51 0.54 0.43 0.44

山口県 0.65 0.74 0.58 0.61 0.67 0.70

徳島県 0.02 0.01 0.10 0.07 0.05 0.07

香川県 0.12 0.14 0.14 0.13 0.15 0.11

愛媛県 0.10 0.13 0.19 0.09 0.13 0.08

高知県 0.15 0.12 0.18 0.15 0.13 0.09

福岡県 0.57 0.58 0.58 0.49 0.45 0.43

佐賀県 0.16 0.21 0.13 0.13 0.11 0.09

長崎県 0.25 0.24 0.13 0.20 0.15 0.15

熊本県 0.16 0.12 0.11 0.11 0.12 0.08

大分県 0.21 0.29 0.20 0.26 0.22 0.17

宮崎県 0.02 0.12 0.09 0.13 0.08 0.06

鹿児島県 0.06 0.08 0.05 0.06 0.05 0.06

沖縄県 0.24 0.28 0.32 0.27 0.35 0.37

資料：人口動態調査
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表４ 1990年と2015年における総人口と日本人の出生時平均余命
（年）

都道府県

男性 女性

総人口 日本人 差：総人口-日本人 総人口 日本人 差：総人口-日本人

1990年 2015年 1990年 2015年 1990年 2015年 1990年 2015年 1990年 2015年 1990年 2015年

全国 75.92 80.77 75.97 80.79 -0.04 -0.02 81.96 87.02 81.98 87.03 -0.02 -0.01

北海道 75.61 80.35 75.66 80.37 -0.04 -0.02 81.79 86.79 81.80 86.79 -0.01 0.00

青森県 74.13 78.86 74.16 78.87 -0.04 -0.01 81.70 85.82 81.71 85.82 -0.01 0.00

岩手県 75.53 79.81 75.55 79.82 -0.02 -0.01 82.18 86.55 82.19 86.54 -0.01 0.01

宮城県 76.03 81.02 76.05 81.04 -0.02 -0.03 82.18 87.32 82.19 87.32 -0.01 -0.01

秋田県 75.27 79.63 75.32 79.64 -0.05 -0.02 81.76 86.61 81.78 86.61 -0.02 0.00

山形県 76.31 80.33 76.32 80.37 -0.02 -0.04 82.15 87.19 82.16 87.18 -0.01 0.01

福島県 75.58 80.00 75.59 80.01 -0.01 -0.01 82.00 86.32 82.00 86.31 0.00 0.01

茨城県 75.49 80.13 75.52 80.14 -0.03 -0.01 81.28 86.33 81.29 86.34 -0.01 -0.01

栃木県 75.29 80.38 75.29 80.38 0.00 -0.01 80.93 86.39 80.93 86.40 0.00 0.00

群馬県 76.24 80.76 76.25 80.76 -0.02 0.00 81.94 86.78 81.94 86.79 -0.01 -0.01

埼玉県 76.21 80.76 76.22 80.77 -0.01 -0.01 81.62 86.70 81.62 86.70 -0.01 0.00

千葉県 76.42 80.89 76.46 80.93 -0.04 -0.03 82.08 86.82 82.09 86.82 -0.02 0.00

東京都 76.12 81.07 76.17 81.06 -0.06 0.01 82.04 87.35 82.07 87.36 -0.03 -0.01

神奈川県 76.49 81.31 76.53 81.33 -0.04 -0.02 82.15 87.27 82.19 87.29 -0.04 -0.02

新潟県 76.56 80.76 76.57 80.77 -0.02 -0.01 82.44 87.43 82.44 87.44 0.00 -0.01

富山県 75.90 80.70 75.95 80.69 -0.04 0.01 82.30 87.29 82.32 87.28 -0.03 0.01

石川県 76.45 81.05 76.46 81.05 0.00 0.00 82.20 87.25 82.23 87.26 -0.03 -0.02

福井県 76.79 81.42 76.82 81.44 -0.03 -0.02 82.17 87.55 82.17 87.55 0.00 -0.01

山梨県 75.90 80.91 75.93 80.89 -0.03 0.02 82.27 87.30 82.29 87.29 -0.02 0.01

長野県 77.15 81.91 77.17 81.90 -0.02 0.00 82.73 87.97 82.75 87.98 -0.01 0.00

岐阜県 76.67 80.99 76.71 81.00 -0.04 -0.01 81.57 86.95 81.59 86.94 -0.02 0.01

静岡県 76.65 80.87 76.68 80.86 -0.03 0.01 82.30 87.11 82.31 87.11 -0.01 0.00

愛知県 76.30 81.09 76.35 81.14 -0.05 -0.04 81.63 86.76 81.66 86.78 -0.04 -0.02

三重県 75.70 80.65 75.74 80.68 -0.04 -0.03 81.87 86.79 81.88 86.87 -0.01 -0.08

滋賀県 76.63 81.78 76.67 81.82 -0.04 -0.04 81.90 87.37 81.90 87.39 0.00 -0.02

京都府 76.22 81.36 76.28 81.44 -0.06 -0.08 81.80 87.31 81.84 87.36 -0.04 -0.05

大阪府 74.75 80.09 74.85 80.17 -0.11 -0.08 80.94 86.64 81.00 86.71 -0.05 -0.07

兵庫県 75.54 80.87 75.61 80.92 -0.07 -0.05 81.65 86.92 81.68 86.96 -0.03 -0.03

奈良県 76.07 81.44 76.11 81.45 -0.04 -0.02 81.97 87.30 81.98 87.30 -0.01 -0.01

和歌山県 75.22 79.96 75.24 80.00 -0.02 -0.04 81.61 86.61 81.65 86.62 -0.04 -0.01

鳥取県 75.58 80.05 75.59 80.07 -0.01 -0.02 82.28 87.35 82.28 87.34 0.00 0.01

島根県 76.07 80.67 76.09 80.70 -0.01 -0.03 82.98 87.70 82.98 87.68 -0.01 0.01

岡山県 75.94 80.99 75.97 81.01 -0.03 -0.02 82.59 87.63 82.60 87.62 -0.01 0.01

広島県 76.00 81.12 76.03 81.14 -0.03 -0.02 82.14 87.35 82.15 87.38 -0.01 -0.03

山口県 75.51 80.44 75.56 80.50 -0.05 -0.06 82.31 86.76 82.31 86.80 -0.01 -0.04

徳島県 75.55 80.29 75.57 80.30 -0.02 -0.01 81.43 86.82 81.45 86.82 -0.01 0.01

香川県 76.07 80.83 76.11 80.82 -0.05 0.01 82.13 87.28 82.17 87.27 -0.03 0.01

愛媛県 75.79 80.15 75.82 80.15 -0.03 -0.01 82.15 87.08 82.15 87.08 0.00 0.00

高知県 75.25 80.34 75.27 80.34 -0.02 0.00 82.15 87.49 82.17 87.50 -0.02 -0.01

福岡県 75.21 80.79 75.25 80.82 -0.04 -0.03 81.98 87.12 82.01 87.13 -0.02 -0.01

佐賀県 75.37 80.78 75.40 80.78 -0.02 0.00 82.04 87.12 82.03 87.12 0.00 0.00

長崎県 75.25 80.52 75.27 80.51 -0.02 0.00 82.06 87.02 82.07 87.03 -0.02 -0.01

熊本県 76.26 81.21 76.29 81.21 -0.04 0.00 82.81 87.60 82.82 87.61 -0.02 -0.01

大分県 75.68 81.26 75.69 81.27 -0.01 -0.01 82.01 87.33 82.02 87.34 -0.01 0.00

宮崎県 75.24 80.47 75.25 80.48 -0.01 -0.01 82.29 87.05 82.30 87.04 -0.01 0.01

鹿児島県 75.49 80.17 75.52 80.17 -0.03 -0.01 81.90 86.81 81.92 86.80 -0.01 0.01

沖縄県 75.87 80.43 76.11 80.46 -0.24 -0.03 83.67 87.50 83.88 87.53 -0.21 -0.02

資料：国勢調査，人口動態調査
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表５ 1990年と2015年における総人口と日本人の65歳時平均余命
（年）

都道府県

男性 女性

総人口 日本人 差：総人口-日本人 総人口 日本人 差：総人口-日本人

1990年 2015年 1990年 2015年 1990年 2015年 1990年 2015年 1990年 2015年 1990年 2015年

全国 16.25 19.44 16.27 19.46 -0.02 -0.02 20.10 24.28 20.11 24.30 -0.01 -0.01

北海道 16.19 19.25 16.20 19.25 -0.02 0.00 20.06 24.37 20.07 24.38 -0.01 -0.01

青森県 15.62 18.20 15.62 18.21 -0.01 -0.01 20.11 23.56 20.11 23.57 0.00 0.00

岩手県 16.09 19.13 16.10 19.13 -0.01 -0.01 20.18 24.13 20.18 24.14 -0.01 0.00

宮城県 16.31 19.76 16.31 19.78 0.00 -0.02 20.27 24.37 20.29 24.39 -0.01 -0.01

秋田県 16.02 18.93 16.04 18.94 -0.02 0.00 19.80 24.16 19.82 24.17 -0.01 -0.01

山形県 16.18 19.35 16.19 19.35 -0.01 0.00 19.91 24.38 19.92 24.38 -0.01 0.00

福島県 16.21 19.08 16.22 19.08 -0.01 0.00 20.07 23.73 20.07 23.73 0.00 0.00

茨城県 16.15 19.24 16.16 19.24 -0.02 -0.01 19.65 23.82 19.66 23.82 -0.01 0.00

栃木県 15.90 19.16 15.90 19.17 0.00 -0.01 19.39 23.93 19.39 23.94 0.00 0.00

群馬県 16.38 19.36 16.39 19.36 -0.01 0.00 19.96 24.18 19.96 24.19 0.00 -0.01

埼玉県 16.07 19.33 16.08 19.34 -0.01 -0.01 19.64 24.01 19.64 24.02 0.00 0.00

千葉県 16.30 19.59 16.32 19.60 -0.02 -0.01 20.04 24.17 20.04 24.18 0.00 -0.01

東京都 16.29 19.54 16.32 19.55 -0.03 -0.01 20.07 24.48 20.08 24.49 -0.01 -0.01

神奈川県 16.48 19.76 16.50 19.78 -0.02 -0.02 20.23 24.54 20.25 24.56 -0.02 -0.01

新潟県 16.53 19.51 16.54 19.52 -0.01 -0.01 20.36 24.56 20.36 24.57 0.00 -0.01

富山県 16.28 19.22 16.29 19.23 -0.01 -0.01 20.49 24.65 20.48 24.66 0.00 -0.01

石川県 16.64 19.63 16.65 19.64 -0.01 -0.02 20.11 24.27 20.11 24.28 0.00 -0.01

福井県 16.65 19.82 16.65 19.84 0.00 -0.02 20.30 24.48 20.31 24.51 -0.01 -0.03

山梨県 16.44 19.65 16.45 19.65 0.00 0.00 20.45 24.44 20.47 24.45 -0.02 -0.01

長野県 16.97 20.36 16.98 20.37 -0.01 -0.01 20.74 24.95 20.74 24.95 0.00 0.00

岐阜県 16.67 19.48 16.68 19.49 -0.01 -0.01 19.80 24.14 19.81 24.15 -0.01 -0.01

静岡県 16.70 19.55 16.71 19.56 -0.01 -0.01 20.44 24.26 20.45 24.27 -0.01 0.00

愛知県 16.10 19.43 16.13 19.45 -0.03 -0.03 19.63 23.98 19.65 24.00 -0.02 -0.02

三重県 16.09 19.36 16.11 19.37 -0.02 -0.01 19.94 23.95 19.95 23.95 -0.01 0.00

滋賀県 16.36 19.91 16.36 19.93 -0.01 -0.02 19.93 24.45 19.93 24.47 -0.01 -0.02

京都府 16.31 19.73 16.35 19.78 -0.04 -0.05 20.07 24.50 20.10 24.53 -0.03 -0.03

大阪府 15.44 18.94 15.50 18.98 -0.06 -0.05 19.27 23.94 19.30 23.99 -0.03 -0.05

兵庫県 16.07 19.46 16.11 19.49 -0.04 -0.03 19.78 24.15 19.79 24.17 -0.01 -0.02

奈良県 16.14 19.90 16.16 19.91 -0.01 -0.01 19.79 24.48 19.79 24.49 0.00 -0.01

和歌山県 15.91 18.96 15.93 18.99 -0.02 -0.02 19.91 23.76 19.92 23.76 -0.02 0.00

鳥取県 16.17 19.09 16.17 19.10 -0.01 -0.01 20.44 24.62 20.45 24.61 0.00 0.00

島根県 16.75 19.46 16.74 19.46 0.00 0.00 21.02 24.82 21.03 24.82 -0.01 0.00

岡山県 16.53 19.55 16.55 19.55 -0.01 -0.01 20.69 24.63 20.70 24.64 -0.01 -0.01

広島県 16.50 19.67 16.50 19.68 0.00 -0.01 20.50 24.51 20.51 24.52 -0.01 -0.01

山口県 16.26 19.24 16.29 19.27 -0.02 -0.03 20.52 24.17 20.54 24.20 -0.02 -0.03

徳島県 15.90 19.13 15.90 19.13 0.00 -0.01 19.86 24.22 19.87 24.22 0.00 -0.01

香川県 16.64 19.76 16.64 19.77 0.00 -0.01 20.42 24.34 20.43 24.33 -0.01 0.00

愛媛県 16.57 19.30 16.57 19.30 0.00 0.00 20.42 24.27 20.43 24.27 0.00 0.00

高知県 16.34 19.38 16.35 19.38 -0.01 0.00 20.53 24.48 20.53 24.49 0.00 0.00

福岡県 16.07 19.43 16.10 19.44 -0.03 -0.02 20.31 24.39 20.32 24.39 -0.01 -0.01

佐賀県 16.19 19.38 16.20 19.38 -0.01 0.00 20.48 24.32 20.47 24.33 0.01 -0.01

長崎県 15.97 19.55 15.98 19.56 -0.01 -0.01 20.18 24.35 20.19 24.35 -0.01 0.00

熊本県 16.77 19.82 16.78 19.83 -0.01 0.00 20.78 24.87 20.78 24.86 0.00 0.00

大分県 16.33 19.72 16.34 19.72 -0.01 0.00 20.21 24.63 20.22 24.64 -0.01 -0.01

宮崎県 16.20 19.53 16.20 19.53 0.00 -0.01 20.79 24.40 20.79 24.39 0.00 0.00

鹿児島県 16.18 19.40 16.20 19.40 -0.01 0.00 20.08 24.25 20.10 24.25 -0.01 0.00

沖縄県 17.37 19.96 17.52 19.96 -0.15 0.00 22.31 25.27 22.47 25.27 -0.16 0.00

注：作成方法の詳細は本文を参照のこと．
資料：国勢調査，人口動態調査



こうした傾向は65歳時平均余命

についても概ね同様である．ただ

し，京都府，大阪府，兵庫県，山

口県では，総人口と日本人の65歳

時平均余命の差がやや大きい（表

5）．すなわち，こうした府県で

は，外国人の高齢死亡率が相対的

に高くなっており，総人口の65歳

時平均余命の伸長を抑制する影響

が相対的に大きいことになる．

4． 出生における外国人の影響

1990年から2015年までの出生数

に占める外国人の出生数の割合の

推移を示したのが表6である．全

国についてみると，外国人の出生

数の割合は1990年の0.61％から

2015年の1.40％へ上昇した．これ

は，日本人の出生数が減少傾向に

ある中で外国人の出生数は増加傾

向にあることを示している．

都道府県別にみると，同割合の

水準や変化の仕方には明瞭な地域

差がみられる．1990年の同割合の

地理的なパターンは，前述の外国

人の死亡数の割合と比較的類似し

ていた．すなわち，京都府，大阪

府，兵庫県でとりわけ高い割合が

みられ，次いで東京都や愛知県と

いったその他の大都市圏中心部お

よびその周辺の千葉県，神奈川県，

岐阜県，三重県で，その割合が比

較的高くなっている．ところがそ

の後は，近畿地方の大都市圏でそ

の割合が低下する一方で，関東地

方や中部・東海地方で上昇幅が大

きく，外国人の出生数の割合も高
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表６ 都道府県別にみた総人口の出生数に占める外国人の出生数の割合

（％）

都道府県 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

全国 0.61 0.87 1.02 1.06 1.14 1.40

北海道 0.14 0.21 0.20 0.20 0.27 0.32

青森県 0.11 0.08 0.11 0.10 0.13 0.08

岩手県 0.11 0.14 0.12 0.15 0.17 0.18

宮城県 0.21 0.30 0.38 0.37 0.40 0.50

秋田県 0.06 0.08 0.16 0.12 0.07 0.15

山形県 0.06 0.16 0.21 0.17 0.21 0.17

福島県 0.15 0.20 0.23 0.20 0.20 0.28

茨城県 0.31 0.87 1.31 1.11 1.32 1.74

栃木県 0.20 1.06 1.20 1.37 1.16 1.55

群馬県 0.28 1.54 2.10 2.26 2.07 2.79

埼玉県 0.27 0.78 0.94 0.93 1.47 2.06

千葉県 0.41 0.97 1.04 1.05 1.41 1.86

東京都 1.36 1.91 1.97 1.82 2.05 2.42

神奈川県 0.57 1.13 1.28 1.27 1.40 1.86

新潟県 0.11 0.19 0.26 0.27 0.28 0.41

富山県 0.14 0.31 0.71 0.84 1.02 1.18

石川県 0.22 0.35 0.54 0.44 0.45 0.56

福井県 0.47 0.63 1.17 0.96 0.97 1.03

山梨県 0.24 0.43 1.39 1.61 1.64 1.64

長野県 0.23 0.81 1.86 1.70 1.26 0.92

岐阜県 0.41 0.76 1.45 1.79 1.95 2.12

静岡県 0.26 1.19 1.91 2.22 1.93 2.04

愛知県 0.74 1.24 1.73 2.20 2.09 2.61

三重県 0.41 1.05 1.91 2.50 2.31 2.66

滋賀県 0.53 0.96 1.39 1.80 1.30 1.27

京都府 1.60 1.59 1.06 0.96 0.98 1.15

大阪府 1.99 1.55 1.31 1.15 1.17 1.30

兵庫県 1.37 1.22 1.06 0.93 0.92 1.07

奈良県 0.48 0.43 0.37 0.35 0.38 0.49

和歌山県 0.31 0.27 0.20 0.10 0.17 0.34

鳥取県 0.23 0.19 0.23 0.26 0.46 0.28

島根県 0.23 0.22 0.26 0.37 0.24 0.41

岡山県 0.41 0.45 0.43 0.44 0.55 0.62

広島県 0.42 0.59 0.72 0.85 0.77 0.97

山口県 0.84 0.56 0.46 0.83 0.78 1.00

徳島県 0.06 0.11 0.17 0.27 0.17 0.53

香川県 0.17 0.23 0.30 0.45 0.44 0.64

愛媛県 0.13 0.16 0.26 0.21 0.24 0.35

高知県 0.18 0.23 0.23 0.24 0.24 0.28

福岡県 0.42 0.51 0.44 0.41 0.55 0.76

佐賀県 0.13 0.27 0.16 0.19 0.21 0.21

長崎県 0.37 0.20 0.21 0.64 0.65 0.73

熊本県 0.06 0.11 0.17 0.17 0.26 0.29

大分県 0.15 0.23 0.21 0.24 0.36 0.32

宮崎県 0.06 0.11 0.15 0.13 0.11 0.23

鹿児島県 0.07 0.17 0.17 0.17 0.11 0.13

沖縄県 0.15 0.22 0.25 0.24 0.32 0.50

資料：人口動態調査



い値を示すようになった．

次に，合計出生率を総人口，日本人，外国人について整理した．全国についてみると，

総人口と日本人の合計出生率はほぼ同水準であり，その差はごく僅かにすぎない（表7）．

ただし，2005年までは総人口の方が高かったのに対し，2010年以降は日本人の方が高い．

これは外国人の合計出生率が2000年代に入ってから顕著に低下し，2010年以降は日本人を

下回るようになったためである．ただし，この間の日本人と外国人の合計出生率の差は±

0.5ポイントの範囲内であり，両者に大きな差があるわけではない．

都道府県別にみると，総人口と日本人の合計出生率にほとんど差がみられない一方で，

2010年以降に日本人の方が総人口より高くなることは，ほとんどの都道府県に共通する傾

向である（表8）．すなわち，総人口と日本人の合計出生率の差は1990年から2015年にか

けて-0.04～0.03ポイントの範囲にとどまる一方で，総人口より日本人の合計出生率が高い

都道府県の数は1990年から2015年にかけて17，9，4，17，44，44と推移している．した

がって，ほとんどの都道府県で，外国人が総人口の合計出生率を引き下げる効果をもつよ

うになっている．2015年について日本人と総人口の合計出生率との差が0.03ポイント以上

になっているのは，島根県，鳥取県，福井県といった日本人の合計出生率が比較的高い県

であるが，日本人の合計出生率が全国で最低水準の東京都においても，わずかながら外国

人による引き下げ効果が認められる．

一方，外国人の合計出生率そのものについては，かなり大きな地域差がみられ，時系列

での変化も大きい（表8）．2005年以前については，総じて非大都市地域で2を超える高

い値を示す傾向があり，とりわけ山形県では2000年に7.40を記録した．ところが2010年以

降になると，非大都市地域では一転して1を下回るような非常に低い値を示すようになり，

日本人の値を大きく下回るようになった．そうした中で，東京都以外の関東や，静岡県，

愛知県，三重県といった東海，さらに大阪府や兵庫県では2010年以降も日本人の値との差

は小さく，外国人の合計出生率が相対的に高い地域となっている．とくに静岡県，大阪府，

兵庫県では，2005年以降，外国人の合計出生率にわずかながら上昇傾向がみられる．
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表７ 日本における総人口および日本人，外国人の合計出生率

国籍 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

総人口 1.48 1.37 1.32 1.22 1.36 1.42

日本人 1.48 1.36 1.31 1.21 1.37 1.43

外国人 1.57 1.66 1.71 1.40 1.10 1.11

資料：国勢調査，人口動態調査
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表８ 都道府県別にみた総人口および日本人，外国人の合計出生率

都道府県
総人口 日本人 外国人

1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

北海道 1.54 1.39 1.28 1.18 1.25 1.30 1.54 1.39 1.28 1.18 1.26 1.31 1.62 2.06 1.53 1.12 0.73 0.58

青森県 1.67 1.61 1.46 1.28 1.37 1.41 1.67 1.60 1.46 1.28 1.37 1.42 2.93 3.52 2.53 2.25 0.73 0.42

岩手県 1.74 1.61 1.50 1.35 1.43 1.47 1.74 1.60 1.49 1.34 1.45 1.48 2.69 3.62 3.87 3.38 0.71 0.53

宮城県 1.56 1.43 1.35 1.20 1.29 1.35 1.56 1.42 1.34 1.20 1.29 1.36 1.48 2.11 2.26 1.97 1.09 0.89

秋田県 1.65 1.59 1.42 1.28 1.29 1.34 1.65 1.58 1.41 1.27 1.31 1.34 2.54 4.40 5.61 5.73 0.55 0.57

山形県 1.75 1.66 1.55 1.37 1.45 1.46 1.75 1.64 1.52 1.36 1.46 1.47 4.70 6.58 7.40 4.92 0.82 0.47

福島県 1.79 1.67 1.58 1.41 1.50 1.56 1.78 1.67 1.56 1.40 1.51 1.57 2.78 2.75 4.11 3.05 0.89 0.95

茨城県 1.54 1.40 1.35 1.21 1.41 1.46 1.54 1.40 1.34 1.21 1.42 1.46 1.80 1.57 1.82 1.30 1.15 1.25

栃木県 1.57 1.41 1.36 1.26 1.41 1.47 1.58 1.41 1.36 1.26 1.42 1.48 0.94 1.63 1.83 1.45 1.11 1.23

群馬県 1.56 1.47 1.42 1.30 1.43 1.47 1.57 1.47 1.41 1.30 1.44 1.47 1.09 1.69 1.92 1.53 1.26 1.53

埼玉県 1.37 1.28 1.19 1.11 1.30 1.37 1.37 1.27 1.18 1.11 1.30 1.37 1.65 1.90 1.93 1.52 1.40 1.46

千葉県 1.34 1.22 1.18 1.12 1.32 1.36 1.33 1.20 1.17 1.11 1.32 1.36 2.23 2.31 2.19 1.64 1.40 1.40

東京都 1.06 0.98 0.97 0.92 1.09 1.21 1.06 0.97 0.95 0.91 1.10 1.22 1.39 1.47 1.45 1.24 0.93 0.92

神奈川県 1.22 1.13 1.12 1.07 1.30 1.37 1.22 1.13 1.11 1.06 1.29 1.37 1.36 1.71 1.81 1.60 1.48 1.38

新潟県 1.67 1.54 1.44 1.27 1.41 1.43 1.67 1.54 1.44 1.26 1.42 1.43 3.49 1.84 2.29 2.11 0.91 0.83

富山県 1.62 1.48 1.39 1.27 1.39 1.48 1.62 1.48 1.38 1.27 1.41 1.49 2.21 1.76 2.01 1.55 0.94 0.95

石川県 1.64 1.48 1.42 1.29 1.41 1.51 1.64 1.48 1.42 1.29 1.43 1.53 1.73 1.66 1.39 1.27 0.66 0.81

福井県 1.75 1.65 1.54 1.42 1.55 1.58 1.75 1.65 1.53 1.41 1.59 1.61 2.16 1.42 1.83 1.77 0.86 0.82

山梨県 1.57 1.48 1.40 1.28 1.43 1.48 1.56 1.49 1.40 1.28 1.44 1.48 2.23 1.26 1.85 1.53 1.18 1.33

長野県 1.69 1.56 1.48 1.36 1.49 1.55 1.68 1.56 1.48 1.36 1.50 1.57 2.29 1.65 1.66 1.59 1.15 1.02

岐阜県 1.66 1.54 1.47 1.33 1.43 1.51 1.67 1.54 1.47 1.33 1.46 1.54 1.23 1.17 1.40 1.33 0.96 1.00

静岡県 1.55 1.41 1.39 1.28 1.51 1.52 1.55 1.41 1.39 1.29 1.52 1.52 0.92 1.44 1.63 1.29 1.32 1.34

愛知県 1.45 1.34 1.33 1.21 1.48 1.53 1.45 1.34 1.32 1.21 1.49 1.54 1.41 1.57 1.76 1.38 1.20 1.34

三重県 1.66 1.50 1.47 1.31 1.48 1.53 1.66 1.50 1.47 1.31 1.50 1.54 1.61 1.46 1.67 1.39 1.25 1.41

滋賀県 1.76 1.54 1.45 1.31 1.51 1.58 1.76 1.55 1.46 1.31 1.52 1.59 1.38 1.15 1.42 1.40 1.27 1.28

京都府 1.47 1.31 1.27 1.17 1.26 1.31 1.47 1.31 1.27 1.17 1.27 1.33 1.45 1.53 1.38 1.10 1.01 0.97

大阪府 1.43 1.30 1.30 1.22 1.30 1.36 1.42 1.30 1.30 1.22 1.31 1.37 1.82 1.53 1.45 1.15 1.18 1.22

兵庫県 1.59 1.46 1.42 1.30 1.39 1.45 1.59 1.45 1.42 1.30 1.39 1.46 1.68 1.57 1.49 1.13 1.25 1.29

奈良県 1.62 1.46 1.39 1.26 1.28 1.36 1.62 1.46 1.39 1.26 1.28 1.37 2.13 1.87 1.77 1.40 1.10 1.10

和歌山県 1.74 1.61 1.54 1.38 1.45 1.52 1.74 1.61 1.53 1.38 1.46 1.53 2.21 2.11 2.38 1.75 0.95 0.97

鳥取県 1.89 1.70 1.59 1.40 1.51 1.61 1.88 1.70 1.58 1.39 1.53 1.64 2.60 2.48 2.79 2.08 0.82 0.53

島根県 1.94 1.76 1.60 1.43 1.62 1.74 1.94 1.76 1.60 1.42 1.66 1.77 3.07 2.76 1.62 2.54 0.57 0.61

岡山県 1.75 1.60 1.53 1.36 1.47 1.51 1.75 1.60 1.53 1.36 1.49 1.53 1.96 1.80 1.71 1.40 0.85 0.77

広島県 1.67 1.49 1.41 1.32 1.52 1.56 1.67 1.49 1.40 1.32 1.54 1.58 2.03 2.10 1.94 1.43 1.00 0.93

山口県 1.71 1.61 1.50 1.38 1.54 1.58 1.71 1.60 1.50 1.37 1.55 1.59 1.95 1.94 1.56 1.94 1.22 1.31

徳島県 1.77 1.66 1.53 1.27 1.39 1.50 1.77 1.65 1.52 1.26 1.42 1.52 2.58 2.03 1.98 1.89 0.45 0.68

香川県 1.70 1.56 1.54 1.41 1.54 1.60 1.70 1.56 1.54 1.41 1.56 1.62 1.98 1.90 1.51 1.34 1.00 0.92

愛媛県 1.79 1.66 1.52 1.38 1.47 1.51 1.79 1.66 1.52 1.39 1.49 1.52 2.69 2.32 1.82 0.95 0.59 0.58

高知県 1.67 1.62 1.49 1.33 1.40 1.49 1.67 1.62 1.49 1.33 1.41 1.50 2.98 1.91 2.01 1.76 0.92 0.92

福岡県 1.62 1.50 1.41 1.30 1.43 1.50 1.62 1.50 1.41 1.30 1.43 1.51 1.64 1.80 1.75 1.18 1.04 1.04

佐賀県 1.94 1.79 1.76 1.53 1.59 1.62 1.94 1.79 1.76 1.53 1.61 1.64 1.76 2.60 2.42 1.73 0.54 0.56

長崎県 1.89 1.77 1.70 1.54 1.59 1.65 1.89 1.77 1.70 1.54 1.60 1.66 2.17 1.95 1.84 2.22 1.24 1.42

熊本県 1.82 1.74 1.64 1.51 1.59 1.66 1.82 1.74 1.64 1.50 1.61 1.68 1.61 2.88 2.72 2.45 0.89 0.73

大分県 1.77 1.69 1.59 1.42 1.53 1.56 1.77 1.69 1.59 1.42 1.55 1.59 1.46 2.15 2.35 1.68 0.94 0.65

宮崎県 1.92 1.87 1.73 1.56 1.66 1.69 1.92 1.88 1.73 1.56 1.67 1.70 1.20 1.64 2.44 1.62 0.93 0.69

鹿児島県 1.97 1.83 1.73 1.61 1.60 1.67 1.97 1.82 1.73 1.60 1.62 1.69 3.43 4.49 3.74 3.55 0.89 0.47

沖縄県 1.95 1.87 1.83 1.73 1.86 1.95 1.95 1.87 1.83 1.73 1.87 1.95 1.77 1.77 2.14 1.72 1.53 1.33

資料：国勢調査，人口動態調査



5． 自然増減率の低下に対する外国人の影響

これまでの分析を踏まえて，ここでは1990年と2015年の自然増減率の差に注目し，人口

動態率と年齢構造の影響を日本人と外国人のそれぞれに分けて検討する（表9および付表

4）．なお，表9における「日本人の人口構造」は，日本人の再生産年齢女性の年齢構造

の効果（前節6式の第1項）と死亡に対する日本人の年齢構造の効果（同 第5項）をま

とめたものである．また，出生に対する外国人の再生産年齢女性の年齢構造の効果（同

第3項），外国人の出生率の効果（同 第4項），死亡に対する外国人の年齢構造の効果

（同 第7項），外国人の死亡率の効果（同 第8項）をまとめて，「外国人関連」としてい

る．

まず全国についてみると，総人口は1990年の自然増加から2015年には自然減少に転じ，

自然増減率はこの間に5.45ポイント低下した．この総人口の自然増減率の低下は日本人の

年齢構造によって引き起こされていた．一方，日本人の死亡率，日本人の出生率，外国人

の人口動態率と年齢構造は，いずれも総人口の自然増減率を上昇させる効果を持ち，特に

日本人の死亡率の低下が総人口の自然減少を縮小させる効果が目立った．本稿が関心を寄

せる外国人関連の効果は総じて限られていた．

次に都道府県別にみると，いずれの都道府県でも基本的に全国と同様の結果であった

（付表4）．すなわち，総人口の自然増減率の低下をもたらしていたのはもっぱら日本人の

人口構造であり，日本人の死亡率の改善は総人口の自然増減率の低下を少なからず抑制す

る効果をもっていた．ただし，総人口の自然増減率の差との相関関係を検討したところ，

日本人の人口構造との相関係数が0.92であったのに対し，日本人の死亡率との相関係数は

-0.28であった．したがって，総人口の自然増減率の変化の地域差に対する影響は，日本

人の人口構造がより直接的なものといえる．日本人の出生率については，総人口の自然増

減率を下げる場合と上げる場合の両方のケースが存在するが，いずれも影響は小さい．本

稿が関心を寄せる外国人関連については，どちらかといえば総人口の自然増減率の低下を

抑制する効果を持つ都道府県が多いが，その効果は最大でも0.17ポイントにとどまってお

り，限定的なものであった．
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表９ 都道府県別にみた1990年と2015年の自然増減率の差の人口学的要因
（‰）

都道府県
総人口の自然増減率 自然増減率の差の要因

1990年 2015年 差 日本人の
人口構造

日本人の
出生率

日本人の
死亡率

外国人
関連

全国 3.27 -2.18 -5.45 -8.94 0.07 3.39 0.04

北海道 3.12 -4.45 -7.58 -10.23 -0.92 3.56 0.02

青森県 2.56 -6.54 -9.10 -11.60 -0.86 3.38 -0.02

岩手県 2.37 -6.02 -8.39 -11.24 -0.89 3.74 0.00

宮城県 4.16 -2.16 -6.31 -8.81 -0.89 3.37 0.02

秋田県 0.79 -8.75 -9.54 -12.98 -0.85 4.31 -0.01

山形県 1.68 -6.35 -8.03 -11.25 -0.85 4.10 -0.02

福島県 3.31 -5.23 -8.54 -11.08 -0.69 3.24 0.00

茨城県 3.45 -3.10 -6.56 -9.91 0.00 3.29 0.07

栃木県 3.30 -2.56 -5.86 -9.57 -0.09 3.72 0.09

群馬県 2.98 -3.51 -6.50 -9.80 -0.13 3.27 0.17

埼玉県 5.01 -0.77 -5.78 -9.13 0.29 2.95 0.11

千葉県 4.42 -1.36 -5.78 -9.19 0.42 2.92 0.07

東京都 2.89 0.25 -2.65 -7.08 1.19 3.20 0.05

神奈川県 5.01 -0.15 -5.16 -9.27 1.13 2.88 0.10

新潟県 2.14 -5.18 -7.32 -10.00 -0.66 3.34 0.00

富山県 1.24 -4.79 -6.03 -9.55 -0.01 3.44 0.08

石川県 2.83 -2.77 -5.60 -8.73 -0.15 3.25 0.02

福井県 2.98 -3.46 -6.44 -9.90 -0.18 3.63 0.02

山梨県 2.31 -4.28 -6.59 -10.10 -0.10 3.52 0.10

長野県 2.19 -4.21 -6.40 -9.84 -0.17 3.57 0.04

岐阜県 3.01 -3.11 -6.11 -9.46 -0.25 3.45 0.15

静岡県 3.67 -2.90 -6.57 -9.98 0.23 3.02 0.15

愛知県 5.02 0.36 -4.66 -8.70 0.72 3.14 0.17

三重県 2.39 -3.26 -5.65 -9.29 -0.24 3.72 0.16

滋賀県 4.64 0.13 -4.50 -7.50 -0.52 3.45 0.07

京都府 2.41 -2.30 -4.71 -7.55 -0.63 3.59 -0.12

大阪府 3.95 -1.54 -5.49 -8.89 -0.18 3.74 -0.16

兵庫県 3.21 -2.10 -5.30 -8.58 -0.39 3.74 -0.07

奈良県 3.17 -3.01 -6.18 -9.05 -1.02 3.91 -0.03

和歌山県 0.77 -5.76 -6.52 -9.95 -0.60 4.05 -0.02

鳥取県 1.93 -4.62 -6.55 -9.64 -0.62 3.72 -0.02

島根県 0.55 -5.83 -6.38 -10.07 0.00 3.68 0.02

岡山県 1.96 -3.08 -5.04 -7.85 -0.76 3.55 0.02

広島県 2.94 -2.15 -5.09 -8.53 -0.01 3.42 0.03

山口県 0.30 -5.61 -5.91 -9.65 -0.05 3.82 -0.03

徳島県 0.80 -5.62 -6.42 -10.22 -0.56 4.33 0.04

香川県 1.18 -3.94 -5.12 -9.20 0.28 3.76 0.04

愛媛県 1.41 -5.36 -6.78 -9.65 -0.77 3.62 0.01

高知県 -0.62 -6.83 -6.20 -10.22 -0.24 4.25 0.01

福岡県 3.02 -0.97 -3.98 -7.32 -0.22 3.52 0.03

佐賀県 2.60 -3.17 -5.77 -8.38 -1.11 3.71 0.01

長崎県 2.59 -4.21 -6.80 -10.23 -0.67 4.09 0.02

熊本県 2.40 -2.86 -5.26 -8.64 -0.25 3.59 0.04

大分県 1.12 -4.16 -5.28 -9.38 -0.36 4.44 0.03

宮崎県 2.76 -3.86 -6.63 -9.68 -0.49 3.53 0.02

鹿児島県 1.68 -4.39 -6.07 -9.28 -0.78 3.98 0.00

沖縄県 8.68 3.94 -4.74 -6.90 0.46 1.68 0.01

資料：国勢調査，人口動態調査



Ⅳ．考察とまとめ

本稿では，都道府県を単位とする外国人の自然動態とその人口学的な影響について，

1990年から2015年の期間を対象に分析した．日本の外国人は，国勢調査ベースでみると

1990年の88.6万人から2015年の175.2万人へとほぼ倍増する一方で，総人口はこの間に減

少に転じている．しかし，外国人が総人口に占める割合は依然として2％未満であり，全

国レベルでみた自然動態への影響も限定的である．それでも，この時期に増加した外国人

の構成の地域性は，若干ではあるが外国人の自然動態の地域差に反映されている．冒頭で

触れたように，1990年代以降の外国人の増加をもたらしたニュー・カマーは，ブラジルや

ペルーといった南米や中国をはじめとするアジア諸国からの若年者を中心に構成されてお

り，例えば，ブラジル人が増加した東海の愛知県，静岡県，三重県，岐阜県，および北関

東の群馬県，栃木県，茨城県では，比較的高い外国人の自然増加率が確認された．またこ

れらの県では，1990年代と比較して，2010年代には総人口と日本人の自然増減率の差が軒

並み拡大していることは注目に値する．すなわち，1990年の改正入管法施行から20年以上

を経て，日系ブラジル人をはじめとするニュー・カマーの増加を経験した地域では，その

人口再生産への効果が顕在化し始めていると考えられる．

死亡と出生に関しては，各都道府県の死亡率や出生率に対する外国人の影響はいずれも

限定的であるものの，特徴的な地理的傾向も確認された．例えば，京都府，大阪府，兵庫

県で外国人の死亡数の割合が高くなっているのは，オールド・カマーの地理的分布を反映

したものであると考えられる．すなわち，かつて日本国内の外国人の大半を占めた韓国・

朝鮮人の高齢化が進展したため，これらのオールド・カマーの外国人割合の高い京都府，

大阪府，兵庫県で必然的に外国人の死亡数の割合が高くなったのであろう．また，山口県

も含めて，こうした高齢化したオールド・カマーの外国人割合の高い地域では，とくに65

歳時平均余命について外国人を含む総人口の値と日本人のみの値の差が目立ち，外国人の

高齢死亡率が相対的に高いことが示唆された．この分析結果は，日本国内における韓国・

朝鮮人の死亡率が比較的高い水準にあるとしてきた先行研究の結果と整合的である．一方

で，ニュー・カマーについて，その代表的グループであるブラジル人の増加を1990年代以

降に経験した愛知県，静岡県，群馬県といった東海や北関東では，死亡率や平均寿命に対

する外国人の影響は，依然として限定的であった．

出生に関しては，ニュー・カマーの地理的分布を反映した特徴がみられた．外国人女性

の出生率に関する地域的傾向とその推移について山内（2010）は，1995年には東北で高い

出生率が確認されたものの，2000年代になると外国人女性の出生率は関東や東海で高くな

る傾向が見られると指摘している．本稿の分析結果は，こうした傾向が相対的にではある

が近年いっそう強まっていることを示している．とくに静岡県や栃木県，群馬県では，外

国人の出生率の上昇が各県の総人口の自然増減率の低下をわずかながら緩和しており，ブ

ラジル人をはじめとするニュー・カマーの定住化による影響が示唆される．ただし，こう
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した地域においても，全体の出生数に占める外国人の割合は2％台と小さく，日本人の出

生率との差もほとんどないか，日本人より低い水準であり，総人口の出生率への影響は限

定されている．

また2010年以降，ほとんどの都道府県で外国人は総人口の出生率を引き下げる影響を持

つようになった点については，近年の外国人の増加の特徴を示すもので，今後の人口学的

影響を検討するうえで重要な示唆を含んでいる．とりわけ近年の若年の外国人の増加は，

前述のとおり，中国をはじめとするアジア諸国からの留学生や技能実習生の新規流入に拠

る部分が大きい．これら短期の在留資格をもつ外国人は，他の外国人の集団と比較して，

非大都市圏に分散する傾向が強く，とくに2000年代以降の非大都市圏における外国人の出

生率の低下の一因となっている可能性がある．このような近年の若年外国人の増加は，こ

れまでのところ，日本国内の人口再生産水準にはほとんど影響を与えていない．

しかしながら，こうした若年の外国人の日本国内での在留期間が長期化すると，ブラジ

ル人の多い一部の地域において既に見られるように，その家族形成行動や再生産行動を通

じて人口学的影響が拡大する可能性があり，今後，注意深く観察を続ける必要がある．そ

の際には，外国人の地域分布のみならず，人口移動の動向を精査することが重要である．

例えば中川（2018）は，日本国内における若年の中国人の県間移動率が顕著に高いことを

確認したうえで，とくに大学・大学院や専修学校・短大といった日本国内の高等教育機関

での就学後に国内で就職する際に，非大都市圏から首都圏を中心とする大都市圏に移動す

るというパターンを指摘している．日本国内における外国人の再生産およびその人口学的

影響については，日本人と同様に，人口移動を通じて形成される地域レベルでの人口静態

や，家族形成行動や再生産行動についても考慮しなければならないだろう．

本稿では，社会増減については直接的な分析対象としなかったが，都道府県別の外国人

人口の主たる変動要因は，依然として国際人口移動を中心とする人口移動である（小池・

中川 2017）．日本での在留期間が長期におよぶ外国人の増加に伴い，地域によっては，今

後，外国人の国内人口移動も活発化することが考えられる．したがって，本稿で示した出

生と死亡による自然動態に加えて，社会増減を国際移動と国内移動に分けたうえで，地域

レベルでの社会動態と自然動態の相互の影響をより詳細に分析することは有益であろう．

また，本稿では都道府県を単位とする分析を行ったが，日本人と同様に，外国人の人口動

態およびその影響に関する地域差は，より小さい地域単位において顕著にみられると想定

される．市区町村を単位とする分析について，その手法も含めた検討を進めることは，今

後の課題である．

（2018年9月28日査読終了）
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付表１ 都道府県別にみた総人口および日本人，外国人の自然増減率
（‰）

都道府県
総人口 日本人 外国人

1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

北海道 3.12 1.62 0.58 -1.54 -2.78 -4.45 3.12 1.59 0.55 -1.56 -2.81 -4.50 9.29 17.34 13.35 7.82 6.88 7.28

青森県 2.56 0.97 -0.18 -3.06 -4.62 -6.54 2.55 0.93 -0.21 -3.10 -4.65 -6.56 13.59 25.92 16.02 12.87 6.95 0.43

岩手県 2.37 0.67 -0.09 -2.98 -4.54 -6.02 2.34 0.61 -0.18 -3.07 -4.60 -6.07 19.08 34.87 31.15 20.38 10.86 6.48

宮城県 4.16 2.70 2.13 -0.19 -1.19 -2.16 4.13 2.63 2.04 -0.28 -1.27 -2.23 13.94 21.32 21.88 17.45 13.74 9.12

秋田県 0.79 -0.79 -2.56 -4.70 -7.02 -8.75 0.77 -0.85 -2.65 -4.79 -7.07 -8.79 20.67 37.99 32.53 21.11 7.89 5.01

山形県 1.68 0.19 -0.75 -3.22 -4.66 -6.35 1.63 0.06 -0.95 -3.35 -4.76 -6.41 41.28 58.73 48.21 20.15 14.87 5.55

福島県 3.31 1.66 0.78 -1.66 -3.28 -5.23 3.27 1.59 0.64 -1.77 -3.35 -5.30 23.62 27.79 34.92 22.00 12.56 9.62

茨城県 3.45 2.28 1.87 -0.49 -1.49 -3.10 3.38 2.11 1.66 -0.67 -1.68 -3.31 22.37 23.12 21.98 13.89 12.50 11.07

栃木県 3.30 2.08 1.76 -0.27 -1.55 -2.56 3.24 1.89 1.54 -0.48 -1.75 -2.75 15.19 23.70 21.93 15.72 12.68 11.75

群馬県 2.98 2.12 1.79 -0.54 -2.05 -3.51 2.91 1.86 1.49 -0.85 -2.34 -3.85 16.36 25.75 22.82 17.07 14.05 13.74

埼玉県 5.01 4.63 3.79 1.69 0.64 -0.77 4.92 4.45 3.62 1.53 0.43 -1.01 23.42 26.73 22.56 15.62 17.06 15.11

千葉県 4.42 3.51 3.11 1.14 0.34 -1.36 4.30 3.29 2.91 0.95 0.12 -1.59 27.39 29.81 23.31 16.58 16.92 13.99

東京都 2.89 1.63 1.45 0.31 0.39 0.25 2.71 1.36 1.20 0.07 0.15 -0.02 16.33 18.08 15.49 11.82 10.23 9.40

神奈川県 5.01 4.20 3.88 2.04 1.21 -0.15 4.93 4.04 3.71 1.86 1.01 -0.37 14.49 19.66 18.37 15.32 15.28 13.13

新潟県 2.14 0.58 0.02 -2.43 -3.60 -5.18 2.09 0.51 -0.08 -2.54 -3.69 -5.26 30.16 24.53 24.52 20.90 13.69 9.77

富山県 1.24 0.44 0.42 -1.66 -3.34 -4.79 1.21 0.34 0.28 -1.84 -3.51 -4.95 14.31 21.04 22.34 16.59 13.36 10.98

石川県 2.83 1.63 1.77 -0.29 -1.72 -2.77 2.80 1.57 1.69 -0.37 -1.79 -2.85 11.03 17.17 17.45 12.24 6.45 7.10

福井県 2.98 1.78 1.37 -0.73 -1.90 -3.46 2.91 1.67 1.18 -0.94 -2.05 -3.61 13.60 13.29 16.80 15.13 8.95 8.66

山梨県 2.31 1.89 1.31 -1.21 -2.95 -4.28 2.24 1.75 1.05 -1.46 -3.18 -4.51 21.29 17.60 21.89 15.08 13.15 12.47

長野県 2.19 1.48 0.99 -1.19 -2.67 -4.21 2.13 1.30 0.71 -1.47 -2.91 -4.37 17.87 21.17 19.78 15.94 13.68 8.41

岐阜県 3.01 2.09 1.83 -0.29 -1.50 -3.11 2.98 2.00 1.68 -0.52 -1.75 -3.37 8.62 11.52 13.36 12.66 12.35 11.52

静岡県 3.67 2.39 2.13 0.19 -1.08 -2.90 3.63 2.21 1.88 -0.09 -1.35 -3.16 11.20 19.63 19.55 14.70 14.87 13.39

愛知県 5.02 4.27 4.22 2.13 1.66 0.36 4.96 4.12 4.02 1.90 1.41 0.08 11.03 15.92 16.87 13.26 12.62 12.48

三重県 2.39 1.37 1.44 -0.82 -1.72 -3.26 2.34 1.23 1.22 -1.10 -1.98 -3.55 11.18 16.18 18.49 13.86 12.33 12.84

滋賀県 4.64 3.44 3.71 1.90 1.31 0.13 4.60 3.34 3.55 1.71 1.15 0.00 9.09 11.71 14.67 13.11 11.74 9.37

京都府 2.41 1.50 1.38 -0.27 -1.00 -2.30 2.32 1.38 1.31 -0.34 -1.06 -2.35 7.54 8.02 5.59 3.64 2.39 1.00

大阪府 3.95 3.16 3.02 0.78 -0.25 -1.54 3.83 3.08 2.97 0.73 -0.30 -1.61 9.68 6.80 5.55 2.90 2.14 2.07

兵庫県 3.21 0.88 2.28 0.07 -0.71 -2.10 3.13 0.80 2.21 0.02 -0.79 -2.18 8.39 5.77 6.64 3.57 4.53 3.44

奈良県 3.17 2.25 2.00 -0.52 -1.69 -3.01 3.12 2.19 1.95 -0.56 -1.75 -3.07 13.09 11.95 9.91 6.62 7.58 6.24

和歌山県 0.77 -0.21 -0.65 -3.35 -4.49 -5.76 0.74 -0.24 -0.70 -3.39 -4.54 -5.80 6.67 8.73 9.95 3.53 5.07 2.05

鳥取県 1.93 -0.12 -0.50 -2.13 -3.67 -4.62 1.88 -0.19 -0.59 -2.24 -3.78 -4.69 17.42 18.17 18.24 14.76 13.62 6.40

島根県 0.55 -1.21 -1.57 -3.86 -4.69 -5.83 0.52 -1.29 -1.67 -4.00 -4.79 -5.93 15.57 23.22 16.44 19.20 9.19 7.18

岡山県 1.96 1.05 1.09 -0.90 -1.80 -3.08 1.92 0.98 1.02 -0.98 -1.91 -3.17 11.01 13.09 11.51 9.72 9.35 7.14

広島県 2.94 1.72 1.47 -0.28 -0.69 -2.15 2.89 1.62 1.37 -0.39 -0.81 -2.28 11.95 14.93 13.50 11.21 9.61 7.95

山口県 0.30 -0.84 -1.35 -3.38 -4.23 -5.61 0.24 -0.89 -1.40 -3.47 -4.30 -5.69 7.43 5.60 4.22 7.73 3.62 3.85

徳島県 0.80 -0.21 -0.88 -3.33 -4.34 -5.62 0.77 -0.26 -0.95 -3.44 -4.42 -5.72 27.83 27.42 18.55 18.00 9.77 13.51

香川県 1.18 0.42 0.36 -1.55 -2.67 -3.94 1.15 0.37 0.29 -1.66 -2.77 -4.05 18.67 17.60 16.22 16.26 11.45 10.82

愛媛県 1.41 0.21 -0.38 -2.70 -3.45 -5.36 1.38 0.16 -0.43 -2.75 -3.51 -5.44 18.74 22.75 14.46 8.96 7.77 7.02

高知県 -0.62 -1.43 -1.86 -4.04 -5.58 -6.83 -0.65 -1.46 -1.91 -4.10 -5.64 -6.89 20.65 15.75 15.99 12.25 9.92 7.93

福岡県 3.02 1.95 1.73 0.13 -0.04 -0.97 2.99 1.89 1.68 0.07 -0.10 -1.05 7.41 11.17 10.13 7.96 7.85 8.00

佐賀県 2.60 0.87 0.95 -1.21 -1.86 -3.17 2.59 0.83 0.89 -1.25 -1.89 -3.21 10.61 21.60 20.83 10.18 6.82 6.61

長崎県 2.59 0.74 0.37 -1.82 -2.99 -4.21 2.54 0.70 0.32 -1.90 -3.08 -4.30 19.53 15.68 17.12 19.63 15.99 12.96

熊本県 2.40 1.33 0.68 -1.24 -1.64 -2.86 2.40 1.27 0.63 -1.31 -1.71 -2.92 6.63 29.60 23.29 18.87 14.71 10.59

大分県 1.12 0.13 -0.33 -1.99 -2.44 -4.16 1.11 0.09 -0.38 -2.06 -2.53 -4.23 6.40 13.30 14.18 9.54 9.05 5.66

宮崎県 2.76 1.55 0.96 -1.26 -1.88 -3.86 2.75 1.53 0.91 -1.29 -1.93 -3.91 10.06 15.36 22.32 10.73 13.73 8.81

鹿児島県 1.68 -0.36 -0.41 -2.37 -3.04 -4.39 1.66 -0.42 -0.48 -2.44 -3.10 -4.43 21.80 39.78 33.55 22.75 15.07 7.18

沖縄県 8.68 7.43 6.69 5.21 4.99 3.94 8.66 7.38 6.63 5.15 4.95 3.90 14.70 18.24 19.83 15.87 11.38 9.10

資料：国勢調査，人口動態調査
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付表２ 都道府県別にみた総人口および日本人，外国人の粗死亡率
（‰）

都道府県
総人口 日本人 外国人

1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

北海道 6.53 7.18 7.67 8.91 10.09 11.29 6.53 7.18 7.67 8.92 10.11 11.33 8.74 8.13 5.05 4.75 4.09 2.95

青森県 7.32 8.46 8.94 10.39 11.70 13.13 7.32 8.47 8.95 10.41 11.72 13.15 7.70 6.43 6.04 3.67 5.18 6.24

岩手県 7.70 8.51 8.87 10.60 11.88 12.92 7.70 8.52 8.88 10.63 11.91 12.96 7.34 6.26 3.21 4.52 3.88 3.28

宮城県 6.24 6.89 7.27 8.41 9.37 9.91 6.25 6.90 7.29 8.43 9.40 9.95 3.52 4.44 3.69 3.26 2.52 2.43

秋田県 8.17 9.03 10.14 11.43 13.19 14.48 8.18 9.04 10.16 11.46 13.21 14.51 3.34 4.79 3.62 3.64 4.49 4.58

山形県 8.31 8.98 9.54 10.93 12.07 13.33 8.31 8.99 9.58 10.97 12.13 13.39 7.35 2.95 1.64 2.87 1.80 1.71

福島県 7.51 8.34 8.80 10.06 11.24 12.67 7.51 8.36 8.82 10.10 11.28 12.71 5.31 2.98 3.33 2.43 4.06 2.70

茨城県 6.69 7.35 7.70 8.73 9.67 10.67 6.70 7.39 7.76 8.81 9.78 10.80 4.56 2.44 2.23 2.21 1.61 2.03

栃木県 7.05 7.43 7.82 9.00 9.85 10.43 7.08 7.48 7.89 9.11 9.97 10.54 1.51 2.02 1.63 1.23 1.68 2.16

群馬県 6.95 7.73 8.02 9.20 10.20 10.95 6.97 7.80 8.10 9.34 10.35 11.12 2.69 1.44 2.22 1.36 1.80 1.66

埼玉県 4.90 5.48 5.87 6.86 7.75 8.65 4.91 5.50 5.90 6.91 7.82 8.75 2.68 2.43 1.83 2.21 1.83 2.19

千葉県 5.22 5.96 6.33 7.31 8.09 9.06 5.23 5.98 6.36 7.37 8.16 9.15 3.92 2.83 2.78 1.98 2.22 2.52

東京都 6.00 6.75 7.02 7.51 7.99 8.33 6.03 6.81 7.09 7.61 8.13 8.51 3.74 3.27 3.15 2.89 2.48 2.28

神奈川県 5.00 5.70 6.01 6.74 7.54 8.36 5.00 5.71 6.04 6.79 7.61 8.44 4.65 3.97 3.45 2.94 3.06 2.94

新潟県 7.59 8.55 8.85 10.06 11.24 12.30 7.60 8.57 8.87 10.09 11.28 12.35 4.58 3.09 2.62 2.71 2.44 2.14

富山県 7.74 8.53 8.72 9.80 10.90 11.97 7.75 8.56 8.76 9.88 10.99 12.07 6.37 2.24 2.29 2.00 2.71 2.35

石川県 7.10 7.80 7.99 8.88 9.96 10.68 7.10 7.82 8.01 8.91 10.02 10.74 4.85 2.86 3.66 4.86 3.05 3.56

福井県 7.59 8.25 8.44 9.52 10.51 11.46 7.61 8.29 8.48 9.60 10.59 11.55 4.46 4.09 5.20 3.26 4.27 4.32

山梨県 7.78 8.16 8.25 9.42 10.78 11.57 7.78 8.22 8.34 9.53 10.91 11.71 5.70 2.15 1.55 2.30 2.09 1.54

長野県 7.75 8.26 8.76 9.77 10.78 11.73 7.76 8.32 8.87 9.90 10.91 11.85 5.63 2.23 1.70 1.74 1.68 2.46

岐阜県 6.84 7.58 7.92 8.85 9.78 10.88 6.85 7.61 7.98 8.96 9.91 11.03 5.13 4.36 3.22 2.57 2.61 2.69

静岡県 6.44 7.18 7.56 8.42 9.72 10.72 6.46 7.22 7.64 8.55 9.85 10.86 3.23 2.74 1.79 1.65 1.80 1.81

愛知県 5.66 6.33 6.58 7.32 7.97 8.64 5.66 6.35 6.62 7.41 8.08 8.76 5.55 4.63 3.68 3.36 3.05 3.44

三重県 7.65 8.24 8.29 9.25 10.15 11.15 7.66 8.28 8.36 9.38 10.27 11.29 5.42 3.96 2.86 2.76 3.17 3.20

滋賀県 6.56 7.01 6.93 7.61 8.28 8.92 6.57 7.05 6.99 7.69 8.36 8.99 4.38 3.60 2.84 3.22 3.10 4.07

京都府 7.04 7.48 7.79 8.49 9.14 9.92 7.07 7.50 7.80 8.52 9.16 9.95 5.59 6.27 6.91 6.79 7.86 8.29

大阪府 6.19 6.78 7.13 7.95 8.82 9.63 6.19 6.78 7.12 7.96 8.82 9.63 6.28 7.12 7.39 7.67 9.03 9.59

兵庫県 6.91 8.86 7.64 8.46 9.35 10.13 6.92 8.86 7.65 8.49 9.38 10.16 5.92 8.57 6.75 6.67 7.77 8.32

奈良県 6.55 7.11 7.23 8.41 9.35 10.25 6.56 7.12 7.24 8.42 9.38 10.28 5.78 6.31 6.17 6.81 5.17 5.88

和歌山県 8.69 9.37 9.61 10.92 12.07 13.08 8.69 9.37 9.62 10.93 12.10 13.10 8.35 9.29 7.73 9.40 7.60 9.50

鳥取県 8.51 9.45 9.72 10.41 11.84 12.71 8.53 9.47 9.75 10.47 11.89 12.77 3.82 4.12 5.58 1.84 4.13 3.59

島根県 9.09 10.00 10.15 11.56 12.73 13.86 9.10 10.02 10.19 11.62 12.80 13.95 5.56 4.01 3.65 2.72 3.10 2.27

岡山県 8.01 8.54 8.72 9.47 10.46 11.25 8.02 8.55 8.74 9.50 10.52 11.31 5.88 6.40 5.69 4.89 3.78 3.91

広島県 7.23 7.92 8.11 8.95 9.69 10.56 7.24 7.93 8.14 8.99 9.76 10.65 5.49 5.53 5.13 5.08 3.63 3.75

山口県 8.51 9.40 9.98 11.15 12.26 13.06 8.52 9.41 10.00 11.18 12.28 13.08 6.49 8.46 6.98 8.13 9.69 11.06

徳島県 8.76 9.20 9.66 10.65 11.87 13.05 8.76 9.21 9.69 10.70 11.93 13.11 1.77 0.69 2.99 1.49 1.21 1.87

香川県 8.17 8.66 9.25 10.17 11.14 11.90 8.18 8.67 9.28 10.22 11.20 11.97 5.23 3.95 2.70 2.18 2.44 1.76

愛媛県 8.25 9.00 9.25 10.57 11.45 12.71 8.25 9.00 9.26 10.60 11.50 12.78 5.51 5.31 5.80 2.11 2.64 1.77

高知県 9.34 9.94 10.24 11.49 12.81 13.78 9.34 9.95 10.26 11.51 12.85 13.83 9.84 5.92 6.20 4.83 4.07 2.86

福岡県 7.04 7.59 7.74 8.51 9.32 9.90 7.04 7.60 7.74 8.53 9.35 9.95 7.19 7.35 7.36 5.50 5.14 4.51

佐賀県 8.30 9.02 9.04 9.89 10.87 11.67 8.30 9.02 9.06 9.92 10.90 11.71 7.44 8.60 3.92 3.36 2.79 2.14

長崎県 8.02 8.85 8.95 10.09 11.46 12.27 8.02 8.85 8.96 10.11 11.49 12.32 6.95 8.52 3.92 5.20 3.66 3.29

熊本県 7.92 8.30 8.62 9.74 10.60 11.60 7.92 8.31 8.63 9.77 10.63 11.65 8.47 4.79 4.14 2.91 2.98 1.85

大分県 8.30 8.93 9.28 10.09 10.89 12.00 8.30 8.93 9.30 10.13 10.95 12.07 6.52 8.56 4.74 4.54 3.15 2.67

宮崎県 7.60 8.40 8.49 9.71 10.89 12.24 7.61 8.41 8.50 9.73 10.92 12.27 1.04 5.59 3.78 4.47 2.62 2.26

鹿児島県 8.84 9.65 9.54 10.85 11.91 12.97 8.84 9.66 9.55 10.87 11.95 13.01 5.34 5.05 2.57 2.32 1.66 2.15

沖縄県 5.32 5.75 6.06 6.66 7.33 7.94 5.32 5.76 6.07 6.67 7.34 7.97 3.17 2.95 3.77 3.55 4.69 3.81

資料：国勢調査，人口動態調査
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付表３ 都道府県別にみた総人口および日本人，外国人の粗出生率
（‰）

都道府県
総人口 日本人 外国人

1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

北海道 9.66 8.79 8.25 7.37 7.31 6.84 9.64 8.76 8.23 7.36 7.30 6.83 18.03 25.47 18.39 12.57 10.97 10.23

青森県 9.88 9.44 8.76 7.33 7.08 6.59 9.87 9.40 8.74 7.31 7.07 6.59 21.29 32.36 22.06 16.54 12.13 6.66

岩手県 10.07 9.19 8.77 7.63 7.34 6.90 10.05 9.13 8.70 7.56 7.31 6.89 26.42 41.13 34.36 24.90 14.74 9.76

宮城県 10.39 9.59 9.40 8.22 8.18 7.75 10.38 9.54 9.33 8.16 8.13 7.73 17.46 25.76 25.57 20.71 16.26 11.55

秋田県 8.96 8.24 7.59 6.73 6.16 5.74 8.94 8.19 7.51 6.67 6.14 5.73 24.00 42.78 36.15 24.75 12.37 9.59

山形県 9.98 9.17 8.79 7.71 7.42 6.98 9.94 9.06 8.63 7.63 7.37 6.98 48.63 61.68 49.85 23.02 16.67 7.26

福島県 10.82 10.01 9.58 8.40 7.96 7.44 10.78 9.95 9.46 8.33 7.92 7.41 28.93 30.77 38.26 24.43 16.62 12.33

茨城県 10.15 9.64 9.58 8.24 8.19 7.57 10.08 9.50 9.42 8.14 8.10 7.49 26.93 25.55 24.21 16.10 14.11 13.10

栃木県 10.35 9.51 9.58 8.73 8.30 7.87 10.32 9.36 9.43 8.62 8.22 7.79 16.70 25.72 23.56 16.95 14.37 13.91

群馬県 9.93 9.85 9.81 8.66 8.15 7.43 9.88 9.66 9.59 8.49 8.01 7.28 19.05 27.19 25.03 18.43 15.85 15.40

埼玉県 9.91 10.10 9.66 8.55 8.38 7.88 9.83 9.95 9.52 8.44 8.25 7.74 26.10 29.15 24.39 17.83 18.88 17.30

千葉県 9.64 9.47 9.43 8.44 8.42 7.70 9.54 9.28 9.27 8.32 8.28 7.57 31.32 32.64 26.09 18.56 19.15 16.50

東京都 8.89 8.38 8.47 7.82 8.39 8.58 8.74 8.17 8.29 7.68 8.28 8.49 20.08 21.35 18.64 14.70 12.71 11.68

神奈川県 10.01 9.90 9.89 8.78 8.75 8.20 9.94 9.75 9.75 8.65 8.62 8.08 19.14 23.63 21.83 18.25 18.34 16.07

新潟県 9.73 9.14 8.86 7.63 7.64 7.12 9.69 9.08 8.79 7.56 7.59 7.10 34.74 27.62 27.14 23.61 16.13 11.91

富山県 8.98 8.97 9.14 8.14 7.57 7.18 8.96 8.91 9.04 8.04 7.48 7.12 20.68 23.28 24.63 18.59 16.07 13.33

石川県 9.93 9.43 9.76 8.60 8.25 7.91 9.91 9.39 9.70 8.54 8.23 7.88 15.88 20.03 21.11 17.10 9.50 10.66

福井県 10.57 10.03 9.81 8.78 8.61 8.00 10.53 9.96 9.66 8.66 8.55 7.94 18.06 17.38 22.00 18.39 13.22 12.99

山梨県 10.09 10.06 9.56 8.21 7.83 7.29 10.03 9.97 9.39 8.07 7.73 7.20 26.99 19.75 23.45 17.38 15.24 14.01

長野県 9.95 9.75 9.76 8.58 8.11 7.52 9.90 9.62 9.58 8.43 8.01 7.48 23.50 23.40 21.48 17.68 15.36 10.87

岐阜県 9.85 9.68 9.75 8.56 8.28 7.78 9.83 9.62 9.67 8.44 8.16 7.66 13.75 15.88 16.57 15.24 14.96 14.21

静岡県 10.12 9.57 9.69 8.60 8.64 7.82 10.09 9.44 9.52 8.46 8.50 7.70 14.44 22.37 21.34 16.35 16.66 15.19

愛知県 10.68 10.60 10.80 9.46 9.63 9.00 10.62 10.47 10.64 9.31 9.49 8.84 16.58 20.54 20.55 16.62 15.67 15.92

三重県 10.04 9.60 9.73 8.43 8.42 7.89 10.00 9.51 9.58 8.28 8.29 7.75 16.60 20.14 21.35 16.62 15.50 16.04

滋賀県 11.19 10.45 10.64 9.52 9.60 9.05 11.17 10.40 10.54 9.40 9.51 8.99 13.47 15.31 17.51 16.34 14.84 13.43

京都府 9.45 8.97 9.17 8.22 8.14 7.62 9.39 8.88 9.11 8.18 8.10 7.59 13.13 14.29 12.51 10.42 10.25 9.29

大阪府 10.14 9.94 10.15 8.73 8.57 8.09 10.02 9.86 10.09 8.70 8.52 8.03 15.96 13.92 12.94 10.57 11.17 11.66

兵庫県 10.11 9.73 9.92 8.54 8.64 8.04 10.05 9.67 9.86 8.51 8.59 7.98 14.31 14.34 13.39 10.24 12.30 11.76

奈良県 9.73 9.36 9.23 7.90 7.66 7.24 9.68 9.31 9.19 7.86 7.63 7.21 18.87 18.26 16.08 13.43 12.75 12.12

和歌山県 9.45 9.17 8.96 7.57 7.58 7.32 9.43 9.13 8.92 7.54 7.56 7.30 15.02 18.02 17.68 12.93 12.67 11.54

鳥取県 10.44 9.32 9.23 8.28 8.17 8.09 10.40 9.28 9.15 8.23 8.11 8.07 21.25 22.29 23.82 16.60 17.75 9.99

島根県 9.64 8.79 8.59 7.70 8.04 8.03 9.61 8.73 8.52 7.62 8.01 8.02 21.13 27.23 20.09 21.92 12.29 9.45

岡山県 9.97 9.59 9.81 8.56 8.66 8.17 9.94 9.53 9.76 8.52 8.62 8.14 16.89 19.49 17.20 14.61 13.12 11.06

広島県 10.17 9.64 9.58 8.67 9.00 8.41 10.12 9.56 9.51 8.60 8.95 8.37 17.44 20.46 18.63 16.29 13.24 11.70

山口県 8.80 8.56 8.63 7.78 8.02 7.45 8.76 8.51 8.60 7.71 7.98 7.39 13.92 14.05 11.20 15.87 13.30 14.92

徳島県 9.56 8.99 8.78 7.32 7.53 7.43 9.54 8.95 8.74 7.26 7.51 7.39 29.60 28.11 21.54 19.49 10.98 15.37

香川県 9.35 9.08 9.62 8.62 8.47 7.96 9.33 9.04 9.57 8.56 8.43 7.92 23.90 21.55 18.92 18.45 13.89 12.58

愛媛県 9.66 9.21 8.87 7.87 8.00 7.35 9.63 9.17 8.83 7.86 7.99 7.34 24.25 28.06 20.26 11.07 10.41 8.79

高知県 8.72 8.52 8.39 7.45 7.24 6.96 8.69 8.49 8.35 7.41 7.21 6.94 30.49 21.67 22.19 17.08 13.99 10.79

福岡県 10.05 9.54 9.47 8.63 9.28 8.93 10.03 9.49 9.42 8.60 9.25 8.90 14.60 18.52 17.49 13.46 13.00 12.51

佐賀県 10.90 9.90 9.99 8.68 9.01 8.50 10.89 9.85 9.95 8.66 9.01 8.50 18.05 30.20 24.74 13.54 9.61 8.74

長崎県 10.61 9.59 9.32 8.27 8.47 8.06 10.56 9.55 9.28 8.20 8.42 8.01 26.48 24.20 21.04 24.84 19.66 16.25

熊本県 10.33 9.63 9.30 8.51 8.96 8.75 10.32 9.58 9.26 8.46 8.93 8.73 15.10 34.39 27.43 21.78 17.69 12.43

大分県 9.42 9.06 8.95 8.11 8.45 7.84 9.41 9.02 8.91 8.07 8.42 7.83 12.92 21.86 18.92 14.08 12.21 8.34

宮崎県 10.36 9.96 9.45 8.46 9.01 8.38 10.36 9.94 9.41 8.44 8.98 8.37 11.11 20.95 26.10 15.20 16.36 11.07

鹿児島県 10.52 9.29 9.12 8.48 8.87 8.58 10.50 9.24 9.07 8.43 8.85 8.58 27.14 44.83 36.12 25.07 16.73 9.33

沖縄県 14.00 13.18 12.76 11.86 12.32 11.88 13.98 13.14 12.70 11.82 12.29 11.87 17.86 21.19 23.60 19.42 16.07 12.91

資料：国勢調査，人口動態調査
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付表４ 都道府県別にみた1990年と2015年の自然増減率の差の人口学的要因
（‰）

都道府県

総人口の自然増減率 自然増減率の差の要因

1990年 2015年 差

出生に対す
る日本人の
再生産年齢
女性の年齢
構造の効果

日本人の
出生率の
効果

出生に対す
る外国人の
再生産年齢
女性の年齢
構造の効果

外国人の
出生率の
効果

死亡に対す
る日本人の
年齢構造の
効果

日本人の
死亡率の
効果

死亡に対す
る外国人の
年齢構造の
効果

外国人の
死亡率の
効果

全国 3.27 -2.18 -5.45 -2.04 0.07 0.12 -0.06 -6.90 3.39 -0.04 0.03

北海道 3.12 -4.45 -7.58 -1.91 -0.92 0.07 -0.05 -8.32 3.56 -0.01 0.01

青森県 2.56 -6.54 -9.10 -2.41 -0.86 0.06 -0.07 -9.19 3.38 -0.01 0.00

岩手県 2.37 -6.02 -8.39 -2.29 -0.89 0.09 -0.08 -8.95 3.74 -0.01 0.00

宮城県 4.16 -2.16 -6.31 -1.78 -0.89 0.06 -0.04 -7.03 3.37 -0.01 0.01

秋田県 0.79 -8.75 -9.54 -2.37 -0.85 0.05 -0.05 -10.61 4.31 -0.01 0.00

山形県 1.68 -6.35 -8.03 -2.13 -0.85 0.16 -0.18 -9.12 4.10 -0.02 0.02

福島県 3.31 -5.23 -8.54 -2.69 -0.69 0.08 -0.07 -8.39 3.24 -0.01 0.01

茨城県 3.45 -3.10 -6.56 -2.65 0.00 0.14 -0.06 -7.26 3.29 -0.04 0.03

栃木県 3.30 -2.56 -5.86 -2.50 -0.09 0.07 0.03 -7.07 3.72 -0.02 0.00

群馬県 2.98 -3.51 -6.50 -2.55 -0.13 0.12 0.07 -7.25 3.27 -0.03 0.02

埼玉県 5.01 -0.77 -5.78 -2.45 0.29 0.14 -0.02 -6.68 2.95 -0.03 0.01

千葉県 4.42 -1.36 -5.78 -2.45 0.42 0.18 -0.09 -6.73 2.92 -0.04 0.03

東京都 2.89 0.25 -2.65 -1.56 1.19 0.20 -0.14 -5.52 3.20 -0.06 0.05

神奈川県 5.01 -0.15 -5.16 -3.05 1.13 0.10 0.01 -6.22 2.88 -0.04 0.03

新潟県 2.14 -5.18 -7.32 -1.95 -0.66 0.11 -0.11 -8.05 3.34 -0.01 0.01

富山県 1.24 -4.79 -6.03 -1.89 -0.01 0.18 -0.10 -7.66 3.44 -0.03 0.02

石川県 2.83 -2.77 -5.60 -1.91 -0.15 0.11 -0.08 -6.82 3.25 -0.02 0.01

福井県 2.98 -3.46 -6.44 -2.43 -0.18 0.20 -0.16 -7.47 3.63 -0.03 0.01

山梨県 2.31 -4.28 -6.59 -2.79 -0.10 0.18 -0.08 -7.31 3.52 -0.04 0.04

長野県 2.19 -4.21 -6.40 -2.31 -0.17 0.15 -0.11 -7.54 3.57 -0.04 0.03

岐阜県 3.01 -3.11 -6.11 -1.99 -0.25 0.22 -0.04 -7.47 3.45 -0.04 0.02

静岡県 3.67 -2.90 -6.57 -2.70 0.23 0.11 0.05 -7.28 3.02 -0.04 0.02

愛知県 5.02 0.36 -4.66 -2.59 0.72 0.22 -0.02 -6.11 3.14 -0.07 0.05

三重県 2.39 -3.26 -5.65 -2.09 -0.24 0.22 -0.04 -7.20 3.72 -0.05 0.02

滋賀県 4.64 0.13 -4.50 -1.72 -0.52 0.10 -0.01 -5.78 3.45 -0.04 0.01

京都府 2.41 -2.30 -4.71 -1.13 -0.63 0.02 -0.10 -6.42 3.59 -0.09 0.04

大阪府 3.95 -1.54 -5.49 -1.75 -0.18 -0.01 -0.11 -7.14 3.74 -0.09 0.05

兵庫県 3.21 -2.10 -5.30 -1.64 -0.39 0.01 -0.05 -6.93 3.74 -0.07 0.04

奈良県 3.17 -3.01 -6.18 -1.45 -1.02 0.04 -0.06 -7.60 3.91 -0.03 0.02

和歌山県 0.77 -5.76 -6.52 -1.53 -0.60 0.05 -0.05 -8.43 4.05 -0.03 0.02

鳥取県 1.93 -4.62 -6.55 -1.73 -0.62 0.13 -0.14 -7.91 3.72 -0.02 0.01

島根県 0.55 -5.83 -6.38 -1.63 0.00 0.20 -0.17 -8.44 3.68 -0.01 0.01

岡山県 1.96 -3.08 -5.04 -1.07 -0.76 0.14 -0.12 -6.78 3.55 -0.02 0.01

広島県 2.94 -2.15 -5.09 -1.79 -0.01 0.18 -0.13 -6.74 3.42 -0.03 0.02

山口県 0.30 -5.61 -5.91 -1.30 -0.05 0.06 -0.05 -8.34 3.82 -0.04 0.00

徳島県 0.80 -5.62 -6.42 -1.61 -0.56 0.17 -0.12 -8.61 4.33 -0.01 0.00

香川県 1.18 -3.94 -5.12 -1.72 0.28 0.12 -0.08 -7.48 3.76 -0.02 0.01

愛媛県 1.41 -5.36 -6.78 -1.55 -0.77 0.13 -0.12 -8.09 3.62 -0.01 0.01

高知県 -0.62 -6.83 -6.20 -1.53 -0.24 0.08 -0.07 -8.69 4.25 -0.02 0.02

福岡県 3.02 -0.97 -3.98 -0.94 -0.22 0.10 -0.06 -6.39 3.52 -0.03 0.03

佐賀県 2.60 -3.17 -5.77 -1.30 -1.11 0.07 -0.06 -7.08 3.71 -0.01 0.01

長崎県 2.59 -4.21 -6.80 -1.89 -0.67 0.08 -0.06 -8.34 4.09 -0.01 0.01

熊本県 2.40 -2.86 -5.26 -1.36 -0.25 0.09 -0.05 -7.27 3.59 -0.01 0.01

大分県 1.12 -4.16 -5.28 -1.25 -0.36 0.10 -0.07 -8.13 4.44 -0.01 0.01

宮崎県 2.76 -3.86 -6.63 -1.52 -0.49 0.04 -0.02 -8.16 3.53 0.00 0.00

鹿児島県 1.68 -4.39 -6.07 -1.16 -0.78 0.14 -0.14 -8.12 3.98 -0.01 0.00

沖縄県 8.68 3.94 -4.74 -2.61 0.46 0.06 -0.03 -4.29 1.68 -0.02 0.00

資料：国勢調査，人口動態調査
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Prefecture-levelNaturalChangesoftheForeignPopulationinJapan

MasatakaNAKAGAWA,MasakazuYAMAUCHI,KeitaSUGA,

KenjiKAMATAandShiroKOIKE

Thispaperanalyzesprefecture-levelnaturalchangesoftheforeignpopulationinJapanforthe

periodfrom1990to2015,andexaminestheirimpactsonregionalpopulationdynamics.Data

drawnfromthePopulationCensusandVitalStatisticsareusedtoevaluatetheeffectsofforeign

populationonnaturalchangesofthetotalpopulationforeachprefecture.Whileconfirminglimited

effectsoftheforeignpopulationonprefecture-levelnaturalchangescountrywide,theresultsshow

salientgeographicalvariationsreflectingthedistributionandcompositionofforeignresidents.

Withregardtomortality,theforeignpopulationhasarelativelysignificantupwardeffectinthe

centralareasoftheKinkiregion,wheretheKoreanpopulationinJapanhasbeenhistoricallycon-

centrated.Inparticular,highermortalityisestimatedforelderlyforeignersinthoseareas.Thefer-

tilitylevelofforeignersishigherintheTokaiandNorthKantoregions,wherethenumberof

Braziliansrapidlyincreasedsincethe1990s.Theimpactoftheforeignpopulationonlocalfertility

hasbeengrowingintheseareas,suggestingtheeffectsofBraziliansettlement.Finally,wefindthat

fertilityofforeignershassuppressedthetotalfertilityrateinmostprefectures,despitetherecent

growthintheyounger-agedforeignpopulation.Giventhesechanges,furtherresearchmustcon-

tinuetomonitorandexaminetheprolongationofstayamongyoungforeignersinJapan,suchas

internationalstudentsfromAsiancountries,andtheconsequencestotheirreproductivebehaviors.
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統 計

全国人口の再生産に関する主要指標：2017年

研究所では，わが国における再生産の水準を明らかにし，その時系列変化を示すため，これまでも

標準化などの加工を行った再生産に関する諸指標を公表している．

本稿では2017年における日本の人口再生産率に関する主要指標について，2017年1月から12月まで

の出生・死亡統計１）（確定数），2017年10月1日現在の日本人人口２）および2017年簡易生命表３）の数値

に基づき算出した．その内容は，1930年全国人口を標準人口とする標準化人口動態率，女性の人口再

生産率ならびに安定人口諸指標４）である．以下，これら諸指標の概況を説明した後，2017年の特徴に

ついて述べる． （別府志海）

主要結果

2017年の出生数は946,065人であり，前年（2016年）の976,978人に比べ30,913人減少した．出生数

は1973年の209万人をピークに減少し，1990年代には120万人前後で推移していたが，2000年以降再び

減少傾向が顕著になり，2005年には106万人と戦後最少を記録した．その後2006年から08年にかけて

ほぼ109万人へと若干増加し，2009年から10年までは107万人程度で推移していたが，2011年から再び

減りはじめ，2016年は戦後初めて100万人を下回った．また，普通出生率もほぼ同様な傾向を示し，

1973年の19.4‰から多少の変動はみられるが，一貫した低下傾向が続き2005年には8.4‰まで低下し

た．しかし，2006年には8.7‰と前年に比べ0.3ポイント上昇し，2008年まで緩やかに上昇した後に再

び低下に転じ，2017年は2016年より0.2ポイント低い7.6‰で戦後最低の水準となった．一方，2017年

の死亡数は1,340,397人で，前年の1,307,748人に比べ32,649人増加し，普通死亡率は10.8‰と前年（10.5

‰）に比べ0.3ポイント上昇した．死亡数および率ともに1980年代中葉以降短期的な変動はみられる

が，概ね増加傾向を示し2003年に実数で100万人を上回り，2011年には戦後（1947年以降）初めて120

万人を，2016年には130万人を突破し，2017年は戦後最多を更新した．普通出生率と普通死亡率の差

である自然増加率は，2005年に初めてマイナス（－0.2‰）になったが2006年はプラス（0.1‰）となっ

た．2007年以後はマイナスが続くとともに水準も拡大して2017年には－3.2‰となり，人口減少が緩

やかに加速している状況を裏付けている．

標準化人口動態率をみると，2017年の出生率は9.4‰，死亡率は1.6‰となり，前年に比べ出生率は

0.1ポイントの低下，死亡率は同水準となった．これにより2017年の自然増加率は7.8‰となり，前年
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と比べ0.1ポイント低下した．標準化人口動態率を普通動態率と比べると，1930年以前は出生率・死

亡率とも水準にほとんど差はないが，1940～1970年代では標準化出生率が上回り，1980年代半ばから

2000年代半ばまではほぼ同一の水準であったが，それ以降は標準化出生率がほぼ横這いであるのに対

し，普通出生率は低下続けているために乖離が広がっている．死亡率では標準化死亡率が特に1950年

代半ばから現在まで低下傾向であるのに対し，普通死亡率は低下が緩やかであり，さらに1980年代か

らは上昇に転じて両者の差は年を追って拡大している．この両者の差は標準化人口動態率算出に用い

た標準人口と普通動態率算出に用いた人口における年齢構造の相違によるものであり，特に死亡率に

おける両者の差は人口の高齢化に起因する（表1，図1）．

人口再生産率をみると，合計特殊出生率は，1940年以前に4.1～5.1の水準にあり，1947～49年に4.3

を超える水準であった（表2，表4，図2）．しかし1950年代に入ると急速に低下し，1974年には人

口置換水準（静止粗再生産率）を下回り，その後も長期的な低下傾向が続いている．近年では2005年

に戦後最低の水準（1.26）となったが，2006年以降は若干の上昇傾向を示している．2017年の合計特

殊出生率は1.43であり，前年（1.44）と比べ0.01低下した．総再生産率は，戦前から戦後直後まで2

を上回る水準にあったが，1950年に2.0の水準を割り込み1950年代半ばから1970年代半ばまで1.0の水

準付近にあった．しかし1974年に1.0を下回ってから2005年の0.61までほぼ持続的に低下し，その後

やや上昇して2017年は0.70の水準にある．純再生産率は，1940年以前でも1.3～1.6に留まり，1947～

49年も1.7であった．1950年代半ばから1970年代前半まで概ね1.0の水準で推移した後に低下を始め，

1990年に0.74，2005年に0.61まで低下して反転し，2017年は0.69となっている．総再生産率と比べる

と純再生産率は1950年以前ではかなり低い水準にあるが，近年では低死亡率を反映し，2017年は純再

生産率と総再生産率がほぼ同一の水準となっている．人口置換水準は，1940年以前は当時の死亡率が

高かったことから2を大きく超えていたが，戦後の急激な死亡率低下を受けて1960年に2.18へ低下し

た後も低下の傾向が続き，1980年には2.09と2.10を割り込んだ．その後は2000年頃まで概ね2.08で推

移していたが，2001年から2016年までは2.07，2017年では2.06と若干低下している．この間の細かな

上下動は主に出生性比の変動に起因する．

安定人口５）における諸指標をみると，増加率は1950年頃まで10‰を超える水準にあったが，1950年

代の前半に急速に低下し，1950年代後半から1960年代前半は－1～－3‰程度であった（表3）．1960

年代後半から1970年代前半は，1966年が－11.1‰となった他は0～1‰の水準であり，静止人口（人

口増減がない安定人口）に近かったと言えよう．しかし1970年代後半から増加率はマイナスになって

おり，2017年には増加率－11.7‰，出生率6.5‰，死亡率18.2‰となっている．これを前年（2016年）

と比べると，増加率は0.2，出生率は0.1ポイント低下したのに対し，死亡率は0.1ポイント上昇してい

る．また，安定人口平均世代間隔は31.5年となり前年より0.1年の伸びを示している．これは晩産化

の影響によるものである（表9）．安定人口の65歳以上割合は2005年の40.8％をピークに減少し，2017

年は37.8％となった．安定人口における65歳以上割合に比べ実際人口におけるそれが31.0％と低いの

は，現実に観察された過去の出生・死亡の影響に他ならない（表10）．

次に，上記諸率の算出に用いた出生率ならびに死亡率について，少し詳細に触れたい．年齢別出生

率はいずれの年次も単峰曲線を描いているが，その水準は，とりわけ1970年の前後で大きく異なって

いる（表5，図3）．年次別にみると，1930年は他の年次と比較して特に10歳代と30歳代後半の出生

率が高い．1950年は1930年と比べて特に30歳以上での出生率が低下しており，1970年は1930年，1950
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5）安定人口とは，ある人口動態（出生・死亡の水準および年齢パターン）が一定不変で推移した際に究極的に

表れる人口であり，その年齢構造は時間経過に対し一定になると同時に，安定人口の人口動態率も一定となる．

安定人口は，与えられた年齢別出生率と年齢別死亡率によってのみ決定され，過去における人口動態の変動や

現実の人口年齢構造などの影響を受けない．このため安定人口の動態率は，与えられた年齢別人口動態率が人

口変動に対して持つ潜在力を示す．



年と比べ25歳以上の出生率低下が著しい．ところが1990年以降になると出生率低下が新たな局面に入っ

たことを伺わせる．1990年以降の変化の特徴は，30歳未満における出生率の大きな低下と30歳以上で

の出生率上昇であり，したがって出生タイミングの遅延である．1990年以降，30歳代における出生率

の上昇を20歳代の低下が上回る傾向が続いていたが，2006年以降になると20歳代の出生率低下は小幅

になる一方で30歳以上の出生率がそれを上回って大きく上昇しており，このことが合計特殊出生率を

押し上げている．2017年を2016年と比べると，34歳未満では0.015低下しているが30歳以上では逆に

0.001上昇し，全体として0.014低下している．

出生順位別合計特殊出生率をみると，第1子および第2子出生率は1960年代後半にかけて上昇した

後，1990年頃まで緩やかに低下する（表6，表7，図4）．その後，第1子出生率はほぼ一定で推移

するが，第2子出生率は2005年頃にかけて低下を続け，その後若干上昇している．これに対し，第3

子以上の出生率は1950～60年代にかけて大きく低下し，1970年代前半を除けば低い水準保っている．

しかし，2005年以降では第3子以上の出生率も若干ながら上昇している．

出生順位別平均出生年齢は，1970年以降，ほとんどの出生順位において上昇しているが，なかでも

第1子および第2子の上昇が大きい（表7，図5）．

年齢別死亡率は，前年（2016年）と比べると男女とも69歳以下はほぼ同水準だが，70歳から89歳ま

では前年よりも水準が高くなっている．最も変化幅の大きな年齢は男性が80～84歳で0.0008の上昇，

女性が70～74歳で0.0005の上昇であった（表8）．

2017年について男女計の安定人口年齢構造を求めると，年少（0～14歳）人口割合は11.2％，老年

（65歳以上）人口割合は34.6％であった（表11）．これを実際人口における年齢構造と比較すると，安

定人口年齢構造の年少人口割合は1.1ポイント小さく，老年人口割合は6.5ポイント大きい．この差は，

前述のように過去における出生・死亡の影響である．

なお，総人口について安定人口および静止人口に至る経過を参考表および参考図に示す（参考表1，

参考表2，参考図）．
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図１ 年次別人口動態率の普通率および標準化率：1947～2017年
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図２ 女性の人口再生産に関する主要指標：1947～2017年

図３ 女性の年齢別出生率：1930，50，70，90，2000，17年
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表１ 年次別標準化人口動態率：1925～2017年

Table1.StandardizedandCrudeVitalRates:1925-2017

年 次

Year

標準化人口動態率（‰）
Standardizedvitalrates

1930年を基準とした指数（％）
Indexofstandardized
vaitalrates(1930=100)

［参考］普通動態率（‰）
Crudevitalrates

出 生
Birth
rate

死 亡
Death
rate

自然増加
Natural
inc.rate

出 生
Birth
rate

死 亡
Death
rate

自然増加
Natural
inc.rate

出 生
Birth
rate

死 亡
Death
rate

自然増加
Natural
inc.rate

1925
1930
1940

1947
1948
1949

1950
1955
1960
1965

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009

2010
2011
2012
2013
2014
2015
2016
2017

35.27
32.35
27.75

30.87
30.20
29.83

25.47
16.88
14.69
15.74

15.26
15.87
15.96
16.07
15.47
14.32
13.65
13.31
13.25
13.07

12.76
12.55
12.75
12.95
12.96
12.53
12.26
11.95
11.66
11.02

10.74
10.78
10.48
10.14
10.42
9.90
9.89
9.65
9.63
9.35

9.51
9.29
9.21
8.99
8.95
8.72
9.06
9.16
9.34
9.31

9.40
9.40
9.43
9.53
9.47
9.62
9.52
9.39

20.28
18.17
15.89

15.41
12.38
11.95

11.02
7.70
7.01
5.96

5.19
4.83
4.66
4.62
4.46
4.21
4.06
3.85
3.74
3.57

3.58
3.45
3.29
3.28
3.16
3.06
2.95
2.83
2.85
2.74

2.73
2.67
2.67
2.63
2.54
2.58
2.43
2.37
2.37
2.37

2.25
2.18
2.13
2.11
2.06
2.07
2.00
1.96
1.94
1.88

1.87
1.94
1.81
1.76
1.72
1.67
1.64
1.61

14.99
14.19
11.87

15.46
17.82
17.88

14.45
9.18
7.69
9.77

10.07
11.04
11.30
11.46
11.02
10.11
9.59
9.46
9.51
9.50

9.18
9.10
9.46
9.67
9.80
9.47
9.31
9.12
8.81
8.28

8.01
8.11
7.81
7.51
7.88
7.32
7.47
7.28
7.25
6.98

7.26
7.11
7.09
6.88
6.89
6.66
7.06
7.20
7.40
7.43

7.53
7.47
7.62
7.77
7.75
7.94
7.88
7.78

109.01
100.00
85.78

95.42
93.35
92.20

78.74
52.18
45.42
48.64

47.18
49.06
49.35
49.68
47.82
44.25
42.19
41.15
40.94
40.41

39.43
38.79
39.40
40.02
40.05
38.73
37.90
36.94
36.04
34.06

33.20
33.33
32.38
31.35
32.22
30.59
30.58
29.83
29.75
28.91

29.38
28.72
28.47
27.80
27.66
26.96
28.00
28.30
28.88
28.77

29.07
29.06
29.13
29.46
29.27
29.72
29.43
29.04

111.62
100.00
87.45

84.81
68.17
65.76

60.69
42.40
38.57
32.83

28.57
26.59
25.67
25.40
24.53
23.18
22.34
21.18
20.56
19.66

19.71
18.98
18.09
18.03
17.40
16.87
16.23
15.58
15.67
15.09

15.03
14.71
14.68
14.49
14.00
14.21
13.35
13.06
13.06
13.06

12.38
12.00
11.70
11.62
11.35
11.38
11.01
10.79
10.68
10.35

10.32
10.66
9.95
9.69
9.46
9.21
9.05
8.87

105.66
100.00
83.65

109.00
125.60
126.05

101.86
64.70
54.19
68.89

71.00
77.83
79.66
80.77
77.66
71.25
67.61
66.72
67.05
66.98

64.69
64.17
66.69
68.17
69.07
66.73
65.66
64.30
62.14
58.36

56.46
57.18
55.06
52.93
55.56
51.57
52.65
51.30
51.13
49.21

51.16
50.14
49.96
48.51
48.54
46.92
49.76
50.73
52.18
52.35

53.08
52.63
53.70
54.78
54.63
56.00
55.55
54.88

34.9
32.4
29.4

34.3
33.5
33.0

28.3
19.5
17.3
18.7

18.8
19.1
19.2
19.3
18.5
17.1
16.3
15.5
14.9
14.2

13.5
13.0
12.8
12.7
12.5
11.9
11.4
11.1
10.8
10.2

10.0
9.9
9.8
9.6
10.0
9.5
9.7
9.5
9.6
9.4

9.5
9.3
9.2
8.9
8.8
8.4
8.7
8.6
8.6
8.5

8.5
8.3
8.2
8.2
8.0
8.0
7.8
7.6

20.3
18.2
16.5

14.6
11.9
11.6

10.9
7.8
7.6
7.2

6.9
6.5
6.5
6.5
6.5
6.3
6.3
6.1
6.1
6.0

6.2
6.1
6.0
6.2
6.2
6.3
6.2
6.2
6.5
6.4

6.7
6.7
6.9
7.1
7.1
7.4
7.2
7.3
7.5
7.8

7.7
7.7
7.8
8.0
8.1
8.6
8.6
8.8
9.0
9.0

9.5
9.9
10.0
10.1
10.1
10.3
10.5
10.8

14.6
14.2
12.9

19.7
21.6
21.4

17.3
11.7
9.7
11.5

11.8
12.6
12.8
12.7
12.0
10.8
10.0
9.4
8.8
8.3

7.3
6.9
6.8
6.5
6.3
5.6
5.2
4.9
4.3
3.7

3.3
3.2
2.9
2.5
2.9
2.1
2.5
2.2
2.1
1.6

1.8
1.6
1.4
0.9
0.7
-0.2
0.1
-0.1
-0.4
-0.6

-1.0
-1.6
-1.7
-1.9
-2.1
-2.3
-2.6
-3.2

1930年全国人口を標準人口に採り，任意標準人口標準化法の直接法による．総務省統計局の国勢調査人口およ
びそれに基づく推計人口，人口動態統計による出生・死亡数によって算出．率算出の基礎人口は，1940年以前は
総人口（日本に在住する外国人を含む）を，1947年以降は日本人人口を用いている．なお，1947年～72年は沖縄
県を含まない．
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表２ 年次別女性の人口再生産率：1925～2017年

Table2.ReproductionRatesforFemale:1925-2017

年次

Year

合計特殊
出生率
TFR
�

総
再生産率
GRR
�

純
再生産率
NRR
�

再生産
残存率
�/�
�

人口
置換水準
�/�
�

�-�
�

1930年を基準とした指数

合計特殊
出生率
TFR

総
再生産率
GRR

純
再生産率
NRR

1925
1930
1940

1947
1948
1949

1950
1955
1960
1965

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009

2010
2011
2012
2013
2014
2015
2016
2017

5.10
4.70
4.11

4.54
4.40
4.32

3.65
2.37
2.00
2.14

2.13
2.16
2.14
2.14
2.05
1.91
1.85
1.80
1.79
1.77

1.75
1.74
1.77
1.80
1.81
1.76
1.72
1.69
1.66
1.57

1.54
1.53
1.50
1.46
1.50
1.42
1.43
1.39
1.38
1.34

1.36
1.33
1.32
1.29
1.29
1.26
1.32
1.34
1.37
1.37

1.39
1.39
1.41
1.43
1.42
1.45
1.44
1.43

2.51
2.29
2.01

2.21
2.14
2.11

1.77
1.15
0.97
1.04

1.03
1.04
1.04
1.04
0.99
0.93
0.90
0.87
0.87
0.86

0.85
0.85
0.86
0.88
0.88
0.86
0.84
0.82
0.81
0.76

0.75
0.75
0.73
0.71
0.73
0.69
0.69
0.68
0.67
0.65

0.66
0.65
0.64
0.63
0.63
0.61
0.64
0.65
0.67
0.67

0.67
0.68
0.68
0.70
0.69
0.71
0.70
0.70

1.65
1.52
1.43

1.68
1.75
1.74

1.50
1.06
0.92
1.01

1.00
1.02
1.01
1.01
0.97
0.91
0.88
0.86
0.86
0.84

0.83
0.83
0.85
0.86
0.87
0.85
0.83
0.81
0.80
0.76

0.74
0.74
0.72
0.70
0.72
0.69
0.69
0.67
0.67
0.65

0.65
0.64
0.64
0.62
0.62
0.61
0.64
0.64
0.66
0.66

0.67
0.67
0.68
0.69
0.69
0.70
0.70
0.69

0.66
0.66
0.71

0.76
0.82
0.82

0.85
0.92
0.94
0.97

0.97
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98

0.98
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

3.10
3.09
2.87

2.71
2.52
2.48

2.43
2.24
2.18
2.12

2.13
2.12
2.11
2.11
2.11
2.10
2.10
2.10
2.10
2.10

2.09
2.09
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08

2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.07
2.08
2.07
2.08
2.08

2.08
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07

2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.06

2.00
1.61
1.24

1.84
1.88
1.83

1.22
0.13
-0.18
0.01

0.01
0.04
0.03
0.03
-0.06
-0.19
-0.25
-0.30
-0.30
-0.33

-0.35
-0.35
-0.31
-0.28
-0.27
-0.32
-0.36
-0.39
-0.42
-0.51

-0.54
-0.55
-0.58
-0.62
-0.58
-0.65
-0.65
-0.68
-0.69
-0.73

-0.72
-0.74
-0.76
-0.78
-0.78
-0.81
-0.75
-0.74
-0.70
-0.70

-0.69
-0.68
-0.66
-0.64
-0.65
-0.62
-0.63
-0.64

108.4
100.0
87.4

96.6
93.5
91.7

77.6
50.4
42.6
45.5

45.4
45.9
45.5
45.5
43.5
40.6
39.4
38.3
38.1
37.6

37.1
37.0
37.6
38.3
38.5
37.5
36.6
35.9
35.2
33.4

32.8
32.6
31.9
31.0
31.9
30.2
30.3
29.5
29.4
28.5

28.9
28.4
28.0
27.4
27.4
26.8
28.0
28.4
29.1
29.1

29.5
29.6
29.9
30.3
30.2
30.8
30.6
30.3

109.3
100.0
87.5

96.3
93.3
91.9

77.3
50.2
42.5
45.4

44.9
45.5
45.2
45.3
43.3
40.4
39.2
38.1
37.9
37.4

37.0
36.9
37.6
38.2
38.4
37.4
36.5
35.8
35.1
33.3

32.7
32.5
31.8
30.9
31.8
30.2
30.2
29.5
29.4
28.5

28.8
28.3
28.0
27.4
27.4
26.8
28.0
28.3
29.0
29.0

29.4
29.6
29.9
30.3
30.2
30.8
30.6
30.4

108.2
100.0
94.2

110.4
114.9
114.2

98.6
69.4
60.4
66.2

66.0
66.9
66.6
66.7
63.8
59.6
57.9
56.4
56.2
55.5

54.8
54.8
55.8
56.8
57.2
55.7
54.3
53.4
52.3
49.7

48.8
48.5
47.4
46.1
47.4
45.0
45.1
44.0
43.8
42.5

43.0
42.3
41.8
40.9
40.9
40.0
41.8
42.4
43.4
43.4

44.0
44.2
44.7
45.4
45.1
46.1
45.7
45.5

国勢調査人口およびそれに基づく推計人口，人口動態統計による出生数ならびに生命表（完全生命表および
簡易生命表）の生残率（L

F
x）によって算出．率算出の基礎人口は，1940年以前は総人口（日本に在住する外

国人を含む）を，1947年以降は日本人人口を用いている．なお，1947年～72年は沖縄県を含まない．
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表３ 年次別女性の安定人口動態率，平均世代間隔および年齢構造係数：1925～2017年

（付 女性の実際人口年齢構造係数）

Table3.IntrinsicVitalRates,AverageLengthofGenerationofStablePopulationand

AgeCompositionofStableandActualPopulationforFemale:1925-2017

年次

Year

安定人口動態率（‰）
Intrinsicvitalrates

安定人口
平均世代
間隔
（年）
Ave.len.
ofgen.

安定人口年齢構造係数（％）
Agecompositionof
stablepopulation

［参考］
実際人口年齢構造係数（％）
Agecompositionof
actualpopulation増加率

Increase
rate

出生率
Birth
rate

死亡率
Death
rate 0～14歳 15～64歳 65歳以上 0～14歳 15～64歳 65歳以上

1925
1930
1940

1947
1948
1949

1950
1955
1960
1965

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009

2010
2011
2012
2013
2014
2015
2016
2017

17.11
14.23
11.93

17.34
18.87
18.80

13.88
1.90
-3.01
0.25

0.14
0.65
0.47
0.52
-1.06
-3.54
-4.58
-5.53
-5.66
-6.09

-6.50
-6.54
-5.83
-5.22
-4.94
-5.86
-6.69
-7.28
-7.92
-9.68

-10.26
-10.44
-11.19
-12.07
-11.07
-12.80
-12.69
-13.49
-13.62
-14.62

-14.23
-14.78
-15.17
-15.80
-15.74
-16.47
-14.95
-14.44
-13.61
-13.54

-13.10
-12.87
-12.48
-11.90
-12.03
-11.29
-11.52
-11.68

35.90
32.76
28.59

31.46
30.54
30.30

25.85
15.84
12.68
13.84

13.47
13.59
13.43
13.41
12.54
11.25
10.70
10.19
10.08
9.82

9.62
9.55
9.78
10.03
10.09
9.64
9.22
8.91
8.66
7.90

7.67
7.57
7.28
6.93
7.22
6.63
6.58
6.28
6.22
5.90

5.95
5.74
5.59
5.39
5.37
5.19
5.59
5.73
5.98
5.96

6.11
6.24
6.32
6.49
6.42
6.65
6.56
6.49

18.80
18.54
16.67

14.12
11.67
11.50

11.97
13.94
15.69
13.60

13.33
12.94
12.96
12.90
13.60
14.79
15.28
15.72
15.74
15.91

16.12
16.09
15.61
15.25
15.04
15.50
15.91
16.19
16.58
17.59

17.93
18.01
18.48
19.00
18.30
19.44
19.27
19.77
19.83
20.52

20.18
20.52
20.76
21.19
21.12
21.66
20.54
20.16
19.59
19.50

19.21
19.11
18.80
18.39
18.45
17.94
18.09
18.18

29.18
29.52
30.21

29.91
29.61
29.39

29.23
28.77
27.86
27.68

27.73
27.72
27.65
27.62
27.54
27.47
27.50
27.60
27.67
27.73

27.79
27.88
27.98
28.06
28.17
28.32
28.45
28.60
28.76
28.92

29.03
29.10
29.20
29.32
29.41
29.51
29.63
29.70
29.75
29.80

29.81
29.82
29.87
29.99
30.08
30.17
30.27
30.40
30.46
30.60

30.68
30.78
30.96
31.11
31.24
31.35
31.45
31.52

38.10
35.76
33.58

36.05
36.34
35.93

32.03
22.20
18.74
20.28

19.87
19.98
19.79
19.77
18.72
17.13
16.43
15.77
15.62
15.27

15.02
14.92
15.20
15.53
15.60
15.02
14.46
14.03
13.71
12.68

12.36
12.23
11.83
11.34
11.73
10.91
10.82
10.40
10.30
9.86

9.91
9.61
9.38
9.09
9.07
8.81
9.37
9.57
9.92
9.89

10.10
10.29
10.39
10.63
10.52
10.84
10.71
10.62

57.37
58.75
60.36

58.60
58.18
58.40

60.80
64.07
64.45
63.89

63.25
62.76
62.60
62.52
62.38
61.95
61.62
61.14
60.90
60.48

60.35
60.08
59.83
59.91
59.67
59.25
58.69
58.17
58.08
57.06

56.76
56.52
56.11
55.44
55.45
54.72
54.13
53.50
53.19
52.76

52.36
51.77
51.25
50.79
50.58
50.39
50.84
50.98
51.39
51.08

51.41
51.83
51.81
51.98
51.70
51.95
51.76
51.62

4.53
5.49
6.06

5.34
5.48
5.67

7.17
13.73
16.81
15.82

16.88
17.26
17.61
17.71
18.90
20.93
21.95
23.09
23.48
24.25

24.62
25.00
24.96
24.56
24.72
25.73
26.85
27.80
28.21
30.25

30.88
31.26
32.06
33.22
32.83
34.36
35.05
36.10
36.50
37.38

37.72
38.62
39.37
40.11
40.35
40.80
39.79
39.45
38.69
39.03

38.49
37.89
37.79
37.38
37.77
37.21
37.52
37.76

36.54
36.45
35.71

34.03
34.09
34.23

34.11
32.11
28.81
24.63

22.94
22.94
23.06
23.26
23.32
23.32
23.30
23.21
23.06
22.82

22.52
22.43
21.99
21.57
21.11
20.61
20.03
19.40
18.72
18.04

17.47
16.92
16.45
16.00
15.63
15.30
14.99
14.70
14.42
14.15

13.96
13.74
13.58
13.41
13.27
13.16
13.05
12.94
12.86
12.75

12.57
12.49
12.39
12.29
12.19
11.98
11.87
11.75

57.73
58.11
58.84

60.50
60.44
60.24

60.25
61.88
64.79
68.43

69.26
69.14
68.81
68.41
68.12
67.81
67.56
67.34
67.20
67.10

67.11
66.89
67.03
67.16
67.37
67.38
67.58
67.77
68.01
68.24

68.29
68.31
68.26
68.19
68.01
67.79
67.50
67.20
66.89
66.61

66.15
65.72
65.27
64.88
64.55
63.95
63.36
62.75
62.18
61.60

61.43
61.24
60.46
59.62
58.78
58.26
57.71
57.28

5.73
5.44
5.45

5.47
5.48
5.53

5.64
6.02
6.39
6.94

7.80
7.92
8.13
8.33
8.56
8.87
9.14
9.44
9.74
9.97

10.37
10.68
10.98
11.27
11.52
12.00
12.39
12.83
13.26
13.71

14.23
14.76
15.29
15.82
16.36
16.92
17.51
18.10
18.69
19.24

20.09
20.53
21.15
21.70
22.18
22.89
23.59
24.31
24.96
25.65

26.00
26.27
27.15
28.09
29.04
29.76
30.42
30.97
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表４ 女性の年齢（各歳・５歳階級）別人口，出生数，出生率および生残数ならびに

人口再生産率：2017年

Table4.Population,NumberofBirthsandSpecificFertilityRatesbyAge,

andReproductionRatesforFemale:2017

年齢

x

�

女性人口

P
F
x

�

出生数 出生率 生残率

（静止人口）

L
F
x

�

期待女児数

�×�

100,000

�

総数
Bx

�

男
B

M
x

�

女
B

F
x

	

出生率
�/�



女児出生率
	/�
�

15
16
17
18
19

20
21
22
23
24

25
26
27
28
29

30
31
32
33
34

35
36
37
38
39

40
41
42
43
44

45
46
47
48
49

総数

15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

559,773
566,579
576,685
578,874
585,451

580,476
572,747
583,283
579,138
565,859

572,170
570,093
580,477
596,067
616,935

636,203
648,592
679,010
703,103
712,191

713,113
723,002
755,755
775,427
808,891

831,705
872,642
913,109
963,174
983,292

962,281
937,948
908,902
896,563
877,382

24,986,892

2,867,362
2,881,503
2,935,742
3,379,099
3,776,188
4,563,922
4,583,076

158
459

1,296
2,488
5,497

8,563
12,077
15,439
19,146
24,039

30,372
38,281
47,901
58,243
66,136

70,489
71,298
71,036
68,546
64,050

58,135
50,546
43,434
35,935
28,888

21,372
14,427
8,998
5,031
2,273

891
335
145
50
91

946,065

9,898
79,264
240,933
345,419
216,938
52,101
1,512

83
231
649

1,265
2,791

4,379
6,208
7,980
9,657
12,303

15,512
19,654
24,586
29,896
33,991

36,093
36,557
36,332
35,078
32,777

29,824
25,681
22,203
18,425
14,716

10,971
7,375
4,686
2,625
1,170

448
169
70
20
44

484,449

5,019
40,527
123,639
176,837
110,849
26,827

751

75
228
647

1,223
2,706

4,184
5,869
7,459
9,489
11,736

14,860
18,627
23,315
28,347
32,145

34,396
34,741
34,704
33,468
31,273

28,311
24,865
21,231
17,510
14,172

10,401
7,052
4,312
2,406
1,103

443
166
75
30
47

461,616

4,879
38,737
117,294
168,582
106,089
25,274

761

0.00028
0.00081
0.00225
0.00430
0.00939

0.01475
0.02109
0.02647
0.03306
0.04248

0.05308
0.06715
0.08252
0.09771
0.10720

0.11080
0.10993
0.10462
0.09749
0.08993

0.08152
0.06991
0.05747
0.04634
0.03571

0.02570
0.01653
0.00985
0.00522
0.00231

0.00093
0.00036
0.00016
0.00006
0.00010

1.42749

0.00345
0.02751
0.08207
0.10222
0.05745
0.01142
0.00033

0.00013
0.00040
0.00112
0.00211
0.00462

0.00721
0.01025
0.01279
0.01638
0.02074

0.02597
0.03267
0.04017
0.04756
0.05210

0.05406
0.05356
0.05111
0.04760
0.04391

0.03970
0.03439
0.02809
0.02258
0.01752

0.01251
0.00808
0.00472
0.00250
0.00112

0.00046
0.00018
0.00008
0.00003
0.00005

0.69650

0.00170
0.01344
0.03995
0.04989
0.02809
0.00554
0.00017

99,690
99,680
99,669
99,656
99,641

99,624
99,605
99,586
99,566
99,546

99,525
99,502
99,479
99,454
99,428

99,401
99,372
99,341
99,309
99,273

99,235
99,195
99,154
99,109
99,061

99,007
98,946
98,880
98,807
98,727

98,640
98,545
98,441
98,327
98,202

－

498,336
497,927
497,388
496,696
495,754
494,367
492,155

0.00013
0.00040
0.00112
0.00211
0.00461

0.00718
0.01021
0.01274
0.01631
0.02065

0.02585
0.03251
0.03996
0.04730
0.05181

0.05374
0.05323
0.05077
0.04727
0.04359

0.03940
0.03411
0.02785
0.02238
0.01736

0.01238
0.00800
0.00467
0.00247
0.00111

0.00045
0.00017
0.00008
0.00003
0.00005

0.69199

0.00170
0.01339
0.03975
0.04956
0.02786
0.00548
0.00016

本表の数値は，前掲表1～表3の各指標の2017年分算定に用いたものである．
女性人口は，総務省統計局『人口推計』による2017年10月1日現在の日本人人口．出生数は，厚生労働省政
策統括官（統計・情報政策、政策評価担当）の2017年『人口動態統計』．生残率は，厚生労働省政策統括官
（統計・情報政策、政策評価担当）の『平成29年簡易生命表』によるL

F
x．なお，出生数は母の年齢が15歳未

満のものを15歳に，50歳以上のものを49歳に加え，不詳の出生数については，既知の年齢別数値の割合に応じ
て按分補正したものである．


欄の総数は合計特殊出生率，�欄の総数は総再生産率，�欄の総数は純再生産率．
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表５ 女性の年齢（各歳）別出生率：1930～2017年

Table5.AgeSpecificFertilityRates:1930-2017

年齢
x 1930年 1947年 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2016年 2017年

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

合 計

0.00358

0.00869

0.02397

0.05111

0.09062

0.14506

0.18164

0.21677

0.22790

0.25379

0.24709

0.25451

0.25106

0.24336

0.23151

0.22677

0.22381

0.21304

0.20455

0.20002

0.18545

0.17438

0.16600

0.14432

0.13219

0.11506

0.08970

0.06850

0.04659

0.03004

0.01740

0.00968

0.00607

0.00450

0.01626

4.70499

0.00045

0.00183

0.00734

0.02154

0.04561

0.08746

0.13086

0.16890

0.21890

0.24405

0.26404

0.28203

0.26166

0.27662

0.26768

0.25921

0.24723

0.23772

0.22007

0.20803

0.19444

0.17266

0.15598

0.13733

0.12080

0.09468

0.07501

0.05345

0.03564

0.02138

0.01183

0.00608

0.00333

0.00225

0.00738

4.54344

0.00032

0.00171

0.00663

0.01770

0.04097

0.07900

0.12578

0.16773

0.20849

0.23176

0.24064

0.24807

0.23950

0.23228

0.22676

0.19468

0.19375

0.17867

0.16191

0.14676

0.13406

0.11701

0.10473

0.08974

0.07704

0.06228

0.04642

0.03302

0.01975

0.01204

0.00539

0.00271

0.00119

0.00075

0.00134

3.65059

0.00006

0.00039

0.00165

0.00517

0.01350

0.02987

0.06219

0.10810

0.14808

0.18328

0.19839

0.20233

0.19253

0.16955

0.14585

0.11992

0.09665

0.07521

0.05983

0.04631

0.03575

0.02896

0.02221

0.01740

0.01352

0.00909

0.00711

0.00475

0.00285

0.00156

0.00084

0.00038

0.00027

0.00010

0.00024

2.00390

0.00012

0.00032

0.00152

0.00531

0.01360

0.02966

0.05465

0.09815

0.13886

0.19712

0.23885

0.23242

0.21945

0.19718

0.16376

0.13156

0.10529

0.08339

0.06334

0.04787

0.03435

0.02509

0.01808

0.01250

0.00840

0.00553

0.00356

0.00225

0.00122

0.00071

0.00043

0.00018

0.00009

0.00005

0.00007

2.13494

0.00006

0.00051

0.00204

0.00503

0.01124

0.02175

0.03878

0.06393

0.10718

0.15368

0.18564

0.20511

0.19683

0.17636

0.14974

0.12051

0.08772

0.06606

0.04432

0.03414

0.02450

0.01696

0.01159

0.00799

0.00548

0.00346

0.00227

0.00146

0.00076

0.00039

0.00020

0.00007

0.00004

0.00001

0.00001

1.74582

0.00012

0.00060

0.00195

0.00467

0.01071

0.01873

0.02891

0.04223

0.05451

0.09134

0.10862

0.13451

0.15120

0.15697

0.15183

0.13572

0.11277

0.09157

0.07255

0.05369

0.03924

0.02833

0.01911

0.01274

0.00845

0.00528

0.00303

0.00174

0.00086

0.00040

0.00016

0.00007

0.00002

0.00001

0.00001

1.54265

0.00033

0.00132

0.00384

0.00732

0.01411

0.02161

0.03025

0.03732

0.04696

0.06033

0.07569

0.09044

0.10263

0.11178

0.11613

0.11320

0.10664

0.09598

0.07446

0.07175

0.05267

0.04100

0.02913

0.02044

0.01394

0.00892

0.00528

0.00293

0.00153

0.00076

0.00031

0.00011

0.00004

0.00002

0.00002

1.35918

0.00036

0.00132

0.00344

0.00666

0.01354

0.02072

0.02865

0.03605

0.04361

0.05330

0.06415

0.07597

0.08603

0.09516

0.10152

0.10172

0.09597

0.08717

0.07748

0.06620

0.05562

0.04511

0.03379

0.02276

0.01885

0.01078

0.00678

0.00373

0.00192

0.00096

0.00044

0.00016

0.00007

0.00004

0.00007

1.26010

0.00038

0.00122

0.00313

0.00611

0.01237

0.01943

0.02715

0.03363

0.04283

0.05507

0.06531

0.07740

0.08878

0.09859

0.10548

0.10571

0.10465

0.09822

0.09021

0.08013

0.06984

0.05794

0.04464

0.03419

0.02522

0.01716

0.01083

0.00623

0.00300

0.00153

0.00054

0.00023

0.00007

0.00006

0.00005

1.38734

0.00034

0.00104

0.00303

0.00555

0.01060

0.01658

0.02244

0.02795

0.03547

0.04505

0.05707

0.07034

0.08523

0.09854

0.11035

0.11181

0.11041

0.10528

0.09852

0.09125

0.08169

0.07006

0.05625

0.04485

0.03357

0.02431

0.01533

0.00906

0.00478

0.00219

0.00090

0.00028

0.00014

0.00005

0.00011

1.45040

0.00033

0.00099

0.00248

0.00493

0.01029

0.01583

0.02240

0.02769

0.03445

0.04288

0.05463

0.06908

0.08562

0.09684

0.10761

0.11100

0.10959

0.10543

0.09802

0.09049

0.08127

0.07023

0.05764

0.04609

0.03537

0.02512

0.01653

0.00953

0.00511

0.00233

0.00089

0.00033

0.00014

0.00006

0.00009

1.44133

0.00028

0.00081

0.00225

0.00430

0.00939

0.01475

0.02109

0.02647

0.03306

0.04248

0.05308

0.06715

0.08252

0.09771

0.10720

0.11080

0.10993

0.10462

0.09749

0.08993

0.08152

0.06991

0.05747

0.04634

0.03571

0.02570

0.01653

0.00985

0.00522

0.00231

0.00093

0.00036

0.00016

0.00006

0.00010

1.42749

1947～70年は沖縄県を含まない．率算出の分母人口は，1930年は総人口，1947年以降は日本人人口である．
合計は，合計特殊出生率を表す．
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表６ 女性の年齢別出生順位別出生率：2017年

Table6.AgeSpecificFertilityRatesbyLiveBirthOrderforFemale:2017

年齢
x

総数
Total

第1子
1st

第2子
2nd

第3子
3rd

第4子
4th

第5子～
5thandover

15
16
17
18
19

20
21
22
23
24

25
26
27
28
29

30
31
32
33
34

35
36
37
38
39

40
41
42
43
44

45
46
47
48
49

合計
平均年齢

15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

0.00028
0.00081
0.00225
0.00430
0.00939

0.01475
0.02109
0.02647
0.03306
0.04248

0.05308
0.06715
0.08252
0.09771
0.10720

0.11080
0.10993
0.10462
0.09749
0.08993

0.08152
0.06991
0.05747
0.04634
0.03571

0.02570
0.01653
0.00985
0.00522
0.00231

0.00093
0.00036
0.00016
0.00006
0.00010

1.42749
31.38

0.01713
0.13606
0.38143
0.48292
0.25921
0.05488
0.00180

0.00028
0.00079
0.00210
0.00382
0.00797

0.01169
0.01530
0.01756
0.02095
0.02662

0.03310
0.04165
0.04973
0.05659
0.05796

0.05445
0.04822
0.04160
0.03596
0.03217

0.02855
0.02389
0.01920
0.01538
0.01227

0.00918
0.00614
0.00384
0.00210
0.00094

0.00040
0.00018
0.00009
0.00003
0.00006

0.68079
30.13

0.01504
0.09095
0.22329
0.19904
0.08842
0.02049
0.00086

0.00000
0.00002
0.00014
0.00046
0.00133

0.00279
0.00518
0.00762
0.00992
0.01249

0.01524
0.01909
0.02478
0.03101
0.03642

0.04105
0.04408
0.04377
0.04125
0.03765

0.03365
0.02881
0.02410
0.01935
0.01462

0.01039
0.00649
0.00378
0.00191
0.00079

0.00028
0.00009
0.00004
0.00001
0.00003

0.51863
32.12

0.00197
0.03750
0.11864
0.19607
0.10738
0.02145
0.00051

－
－

0.00001
0.00002
0.00009

0.00026
0.00057
0.00116
0.00197
0.00287

0.00399
0.00523
0.00655
0.00813
0.01038

0.01230
0.01416
0.01532
0.01605
0.01582

0.01512
0.01312
0.01082
0.00867
0.00631

0.00438
0.00266
0.00146
0.00071
0.00036

0.00012
0.00004
0.00001
0.00000
0.00001

0.17865
33.21

0.00011
0.00671
0.03217
0.06986
0.04811
0.00878
0.00020

－
－
－

0.00000
0.00001

0.00002
0.00004
0.00012
0.00021
0.00043

0.00064
0.00101
0.00120
0.00158
0.00194

0.00236
0.00274
0.00305
0.00320
0.00327

0.00318
0.00302
0.00246
0.00208
0.00178

0.00120
0.00082
0.00051
0.00030
0.00014

0.00006
0.00003
0.00001
0.00000
0.00000

0.03738
33.94

0.00001
0.00080
0.00597
0.01388
0.01118
0.00274
0.00012

－
－
－
－
－

－
0.00000
0.00002
0.00002
0.00007

0.00012
0.00018
0.00027
0.00040
0.00050

0.00064
0.00072
0.00088
0.00103
0.00101

0.00103
0.00107
0.00089
0.00086
0.00073

0.00055
0.00042
0.00027
0.00020
0.00008

0.00006
0.00002
0.00001
0.00000
0.00000

0.01204
35.10

－
0.00009
0.00109
0.00293
0.00279
0.00089
0.00007

表4の注参照．
平均（出生）年齢は，年齢別出生率（fx）を用い次のように求めた．
平均年齢＝・・fx・・x・0.5・・・・ fx
なお，表中‘－’は出生数が0を示す．
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表７ 女性の出生順位別合計特殊出生率および平均出生年齢：1950～2017年

Table7.TotalFertilityRatesandMeanAgeatBirthbyLiveBirthOrderforFemale:1950-2017

年次

Year

合計特殊出生率 平均出生年齢（歳）

総 数

Total

第1子

1st

第2子

2nd

第3子

3rd

第4子

4th

第5子～
5thand
over

総 数

Total

第1子

1st

第2子

2nd

第3子

3rd

第4子

4th

第5子～
5thand
over

1950
1955

1960
1961
1962
1963
1964
1965
1966
1967
1968
1969

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009

3.65
2.37

2.00
1.96
1.98
2.00
2.05
2.14
1.58
2.23
2.13
2.13

2.13
2.16
2.14
2.14
2.05
1.91
1.85
1.80
1.79
1.77

1.75
1.74
1.77
1.80
1.81
1.76
1.72
1.69
1.66
1.57

1.54
1.53
1.50
1.46
1.50
1.42
1.43
1.39
1.38
1.34

1.36
1.33
1.32
1.29
1.29
1.26
1.32
1.34
1.37
1.37

0.88
0.72

0.87
0.87
0.90
0.92
0.95
0.99
0.82
1.00
0.97
0.95

0.94
0.93
0.93
0.93
0.91
0.86
0.83
0.79
0.79
0.78

0.79
0.79
0.80
0.81
0.80
0.76
0.74
0.72
0.70
0.67

0.66
0.68
0.68
0.67
0.69
0.66
0.66
0.65
0.66
0.65

0.66
0.66
0.66
0.64
0.64
0.62
0.65
0.66
0.67
0.68

0.96
0.60

0.65
0.67
0.68
0.72
0.75
0.81
0.55
0.90
0.84
0.84

0.84
0.86
0.84
0.83
0.80
0.76
0.75
0.74
0.73
0.72

0.69
0.68
0.69
0.70
0.71
0.69
0.67
0.66
0.65
0.61

0.59
0.57
0.56
0.54
0.55
0.52
0.53
0.51
0.51
0.49

0.49
0.48
0.47
0.47
0.48
0.46
0.48
0.48
0.49
0.49

0.61
0.46

0.29
0.26
0.25
0.24
0.24
0.25
0.17
0.26
0.26
0.27

0.28
0.30
0.30
0.31
0.28
0.24
0.23
0.22
0.23
0.23

0.23
0.23
0.24
0.25
0.26
0.26
0.26
0.26
0.26
0.25

0.25
0.24
0.22
0.21
0.21
0.20
0.19
0.18
0.18
0.17

0.16
0.16
0.15
0.14
0.14
0.14
0.15
0.16
0.16
0.16

0.42
0.29

0.11
0.09
0.07
0.07
0.06
0.05
0.04
0.05
0.05
0.05

0.05
0.05
0.05
0.05
0.05
0.04
0.03
0.03
0.03
0.03

0.03
0.03
0.03
0.03
0.04
0.04
0.04
0.04
0.04
0.04

0.04
0.04
0.04
0.03
0.04
0.04
0.03
0.03
0.03
0.03

0.03
0.03
0.03
0.03
0.03
0.02
0.03
0.03
0.03
0.03

0.78
0.30

0.10
0.08
0.06
0.05
0.04
0.03
0.03
0.02
0.02
0.02

0.02
0.02
0.02
0.02
0.02
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

29.62
28.85

27.87
27.79
27.70
27.71
27.70
27.70
27.65
27.75
27.77
27.78

27.75
27.74
27.67
27.64
27.54
27.46
27.47
27.56
27.63
27.70

27.75
27.84
27.93
28.03
28.15
28.28
28.40
28.55
28.70
28.84

28.95
29.01
29.11
29.21
29.31
29.39
29.51
29.57
29.62
29.64

29.65
29.66
29.69
29.81
29.91
29.97
30.08
30.22
30.30
30.43

24.83
25.14

25.60
25.75
25.85
25.96
25.96
25.89
25.81
25.87
25.88
25.86

25.82
25.77
25.68
25.63
25.61
25.66
25.74
25.87
25.95
26.02

26.07
26.17
26.25
26.32
26.40
26.52
26.66
26.80
26.92
27.05

27.16
27.24
27.38
27.53
27.66
27.76
27.88
27.94
27.98
27.99

28.00
28.03
28.12
28.33
28.49
28.61
28.71
28.86
28.94
29.12

27.18
27.57

27.98
28.10
28.23
28.39
28.44
28.45
28.51
28.57
28.57
28.51

28.46
28.41
28.36
28.29
28.20
28.15
28.14
28.19
28.26
28.35

28.43
28.53
28.60
28.69
28.76
28.84
28.94
29.05
29.19
29.34

29.47
29.59
29.69
29.80
29.92
30.01
30.15
30.26
30.39
30.49

30.52
30.53
30.57
30.59
30.67
30.72
30.86
31.01
31.08
31.20

29.91
29.95

30.12
30.15
30.22
30.27
30.32
30.42
30.57
30.63
30.71
30.73

30.76
30.72
30.67
30.63
30.59
30.51
30.43
30.39
30.38
30.40

30.50
30.61
30.72
30.86
30.95
31.03
31.13
31.25
31.37
31.52

31.64
31.77
31.89
32.01
32.11
32.16
32.24
32.33
32.40
32.47

32.54
32.59
32.63
32.60
32.58
32.50
32.52
32.56
32.56
32.62

32.31
31.98

32.28
32.29
32.28
32.30
32.29
32.34
32.49
32.50
32.54
32.52

32.55
32.54
32.50
32.45
32.48
32.45
32.34
32.32
32.35
32.28

32.33
32.38
32.48
32.59
32.72
32.83
32.95
33.00
33.22
33.34

33.45
33.55
33.70
33.80
33.89
33.97
34.02
34.06
34.13
34.18

34.29
34.33
34.35
34.33
34.24
34.18
34.10
34.01
33.90
33.87

36.48
35.86

35.88
35.97
36.07
36.01
36.05
35.94
36.09
35.94
35.77
35.66

35.50
35.35
35.37
35.15
35.28
35.25
35.27
35.27
35.17
35.31

35.19
35.14
35.16
35.10
35.06
35.08
35.05
35.24
35.27
35.30

35.35
35.38
35.46
35.56
35.67
35.75
35.74
35.73
35.92
35.82

35.79
35.81
35.94
35.91
35.92
35.84
35.75
35.60
35.52
35.31
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表７ 女性の出生順位別合計特殊出生率および平均出生年齢：1950～2017年（つづき）

Table7.TotalFertilityRatesandMeanAgeatBirthbyLiveBirthOrderforFemale:1950-2017(Con.)

年次

Year

合計特殊出生率 平均出生年齢（歳）

総 数

Total

第1子

1st

第2子

2nd

第3子

3rd

第4子

4th

第5子～
5thand
over

総 数

Total

第1子

1st

第2子

2nd

第3子

3rd

第4子

4th

第5子～
5thand
over

2010
2011
2012
2013
2014
2015
2016
2017

1.39
1.39
1.41
1.43
1.42
1.45
1.44
1.43

0.68
0.68
0.68
0.69
0.69
0.71
0.70
0.68

0.50
0.50
0.51
0.52
0.51
0.52
0.52
0.52

0.17
0.17
0.17
0.18
0.18
0.18
0.18
0.18

0.03
0.03
0.03
0.04
0.04
0.04
0.04
0.04

0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

30.52
30.63
30.81
30.96
31.09
31.20
31.30
31.38

29.26
29.37
29.58
29.75
29.88
30.01
30.08
30.13

31.24
31.34
31.51
31.68
31.83
31.95
32.04
32.12

32.65
32.66
32.73
32.80
32.89
33.02
33.13
33.21

33.78
33.72
33.71
33.74
33.75
33.81
33.91
33.94

35.16
34.98
34.92
34.87
34.91
34.93
35.00
35.10

1972年以前は沖縄県を含まない．出生順位別出生率（総数を除く）の1950～64年および1966～67年は5歳階級による．

図５ 出生順位別平均出生年齢：1950～2017年

図４ 出生順位別合計特殊出生率：1950～2017年



―332―

表８ 男女，年齢（５歳階級）別人口，死亡数および死亡率：2017年

Table8.Population,NumberofDeathsandSpecificMortalityRates

by5-YearAgeGroupandSex:2017

年齢
階級
x

総数 Bothsexes 男 Male 女 Female

人口
Px

死亡数
Dx

死亡率
mx

人口
P

M
x

死亡数
D

M
x

死亡率
m

M
x

人口
P

F
x

死亡数
D

F
x

死亡率
m

F
x

総数

0～4
5～9
10～14
15～19
20～24

25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

50～54
55～59
60～64
65～69
70～74

75～79
80～84
85～89
90歳以上

124,648,471

4,836,179
5,191,428
5,382,237
5,897,510
5,920,430

5,999,128
6,881,849
7,683,340
9,279,951
9,298,682

8,030,037
7,503,301
7,737,170
9,868,230
7,711,771

6,711,640
5,277,140
3,387,870
2,050,578

1,340,397

2,455
351
437

1,161
2,025

2,277
3,255
4,751
8,820
14,025

19,068
27,538
44,923
92,472
109,186

155,866
226,252
270,161
355,372

0.01075

0.00051
0.00007
0.00008
0.00020
0.00034

0.00038
0.00047
0.00062
0.00095
0.00151

0.00237
0.00367
0.00581
0.00937
0.01416

0.02322
0.04287
0.07974
0.17330

60,675,736

2,475,347
2,659,147
2,755,513
3,030,148
3,038,927

3,063,386
3,502,750
3,907,152
4,716,029
4,715,606

4,047,688
3,748,913
3,817,694
4,773,046
3,611,404

2,997,375
2,150,399
1,170,638
494,574

690,683

1,297
209
276
810

1,469

1,548
2,155
3,076
5,506
8,947

12,352
18,516
31,120
64,280
74,312

99,645
129,975
129,845
105,345

0.01138

0.00052
0.00008
0.00010
0.00027
0.00048

0.00051
0.00062
0.00079
0.00117
0.00190

0.00305
0.00494
0.00815
0.01347
0.02058

0.03324
0.06044
0.11092
0.21300

63,972,735

2,360,832
2,532,281
2,626,724
2,867,362
2,881,503

2,935,742
3,379,099
3,776,188
4,563,922
4,583,076

3,982,349
3,754,388
3,919,476
5,095,184
4,100,367

3,714,265
3,126,741
2,217,232
1,556,004

649,714

1,158
142
161
351
556

729
1,100
1,675
3,314
5,078

6,716
9,022
13,803
28,192
34,874

56,221
96,278
140,315
250,027

0.01016

0.00049
0.00006
0.00006
0.00012
0.00019

0.00025
0.00033
0.00044
0.00073
0.00111

0.00169
0.00240
0.00352
0.00553
0.00851

0.01514
0.03079
0.06328
0.16069

本表の数値は，前掲表1の標準化死亡率の2017年分算定に用いたものである．
人口は，総務省統計局『人口推計』による2017年10月1日現在の日本人人口．死亡数は，厚生労働省政策統

括官（統計・情報政策、政策評価担当）の2017年『人口動態統計』による．なお，死亡数は年齢不詳分を既知
の男女年齢別数値の割合に応じて按分補正したものである．

表９ 女性の安定人口増加率，出生率，および死亡率ならびに平均世代間隔

：2017年，2016年

Table9.IntrinsicVitalRatesandAverageLengthofGenerationof

StablePopulationforFemale:2017,2016

安定人口指標 2017年 2016年 差

安定人口増加率

安定人口出生率

安定人口死亡率

安定人口平均世代間隔

静止人口平均年齢

静止人口平均世代間隔

γ

b

d

T

u

α

-0.01168

0.00649

0.01818

31.52252

44.54215

31.37222

-0.01152

0.00656

0.01809

31.44714

44.50468

31.29705

-0.00016

-0.00007

0.00009

0.07538

0.03747

0.07517
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表10 女性の安定人口年齢（各歳・５歳階級別）構造係数：2017年

Table10.AgeCompositionofStablePopulationforFemale:2017

年齢
X

構造係数
C

F
x

年齢
X

構造係数
C

F
x

年齢
X

構造係数
C

F
x

年齢
X

構造係数
C

F
x

年齢
X

構造係数
C

F
x

0
1
2
3
4

5
6
7
8
9

10
11
12
13
14

15
16
17
18
19

20
21
22
23
24

0.00652
0.00660
0.00667
0.00675
0.00683

0.00691
0.00699
0.00707
0.00715
0.00724

0.00732
0.00741
0.00749
0.00758
0.00767

0.00776
0.00785
0.00794
0.00803
0.00813

0.00822
0.00832
0.00841
0.00851
0.00861

25
26
27
28
29

30
31
32
33
34

35
36
37
38
39

40
41
42
43
44

45
46
47
48
49

0.00871
0.00881
0.00891
0.00901
0.00911

0.00922
0.00932
0.00943
0.00954
0.00965

0.00976
0.00987
0.00998
0.01009
0.01021

0.01032
0.01043
0.01055
0.01067
0.01078

0.01090
0.01102
0.01114
0.01125
0.01137

50
51
52
53
54

55
56
57
58
59

60
61
62
63
64

65
66
67
68
69

70
71
72
73
74

0.01149
0.01161
0.01172
0.01184
0.01196

0.01207
0.01219
0.01230
0.01242
0.01253

0.01264
0.01275
0.01286
0.01296
0.01306

0.01316
0.01325
0.01334
0.01342
0.01349

0.01356
0.01362
0.01367
0.01371
0.01373

75
76
77
78
79

80
81
82
83
84

85
86
87
88
89

90
91
92
93
94

95
96
97
98
99
100～

0.01374
0.01373
0.01370
0.01364
0.01354

0.01341
0.01323
0.01301
0.01274
0.01240

0.01200
0.01153
0.01099
0.01037
0.00969

0.00893
0.00813
0.00728
0.00640
0.00549

0.00459
0.00373
0.00295
0.00227
0.00168
0.00347

0～4
5～9
10～14
15～19
20～24

25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

50～54
55～59
60～64
65～69
70～74

75～79
80～84
85～89
90～94
95～99

100～

総数
0～14
15～64
65～

0.03337
0.03536
0.03748
0.03971
0.04207

0.04455
0.04716
0.04990
0.05275
0.05568

0.05861
0.06151
0.06427
0.06667
0.06829

0.06834
0.06479
0.05458
0.03623
0.01522

0.00347

1.00000
0.10621
0.51621
0.37758

表11 男女別安定人口年齢構造と実際人口年齢構造：2017年

Table11.AgeCompositionofStablePopulationandActualPopulation:2017
（％）

年齢

Age

x

安定人口年齢構造
Agecompositionofstablepopulation

実際人口年齢構造
Agecompositionofactualpopulation

男女計
Bothsexes

男
Male

女
Female

男女計
Bothsexes

男
Male

女
Female

総数

0～4
5～9
10～14
15～19
20～24

25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

50～54
55～59
60～64
65～69
70～74

75～79
80～84
85～89
90～94
95～99
100～

0～14
15～64
65～

100.00

3.53
3.74
3.96
4.20
4.44

4.70
4.97
5.26
5.55
5.85

6.15
6.42
6.65
6.79
6.79

6.56
5.89
4.58
2.73
1.03
0.21

11.23
54.19
34.58

48.59

1.81
1.92
2.03
2.16
2.28

2.41
2.55
2.69
2.84
2.99

3.13
3.25
3.34
3.36
3.28

3.04
2.56
1.77
0.87
0.25
0.03

5.77
27.65
15.17

51.41

1.72
1.82
1.93
2.04
2.16

2.29
2.42
2.57
2.71
2.86

3.01
3.16
3.30
3.43
3.51

3.51
3.33
2.81
1.86
0.78
0.18

5.46
26.54
19.41

100.00

3.88
4.16
4.32
4.73
4.75

4.81
5.52
6.16
7.44
7.46

6.44
6.02
6.21
7.92
6.19

5.38
4.23
2.72
1.27
0.32
0.05

12.36
59.55
28.08

48.68

1.99
2.13
2.21
2.43
2.44

2.46
2.81
3.13
3.78
3.78

3.25
3.01
3.06
3.83
2.90

2.40
1.73
0.94
0.33
0.06
0.01

6.33
30.16
12.19

51.32

1.89
2.03
2.11
2.30
2.31

2.36
2.71
3.03
3.66
3.68

3.19
3.01
3.14
4.09
3.29

2.98
2.51
1.78
0.93
0.27
0.05

6.03
29.40
15.89

安定人口年齢構造係数のうち男性の求め方は岡崎陽一（1999）『人口統計学〔増補改訂版〕』古今書院を参照．
実際人口年齢構造係数は，総務省統計局『人口推計』による2017年10月1日現在の日本人人口．
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参考表１ 2017年出生率，死亡率一定による人口指標

年次
人口動態率（‰） 人口総数

（1,000人）

年齢構造係数（％） 人口１）

性比増加率 出生率 死亡率 0～14歳 15～64歳 65歳以上 75歳以上

2017
2018
2019
2020

2030
2040
2050
2060
2070
2080
2090

2100
2110
2120
2130
2140
2150
2160
2170
2180
2190

2200
2210
2220
2230
2240
2250
2260
2270
2280
2290

2300
2310
2320
2330
2340
2350
2360
2370
2380
2390

2400
2410
2420
2430
2440
2450
2460
2470
2480
2490

2500
2600
2700
2800
2900

3000

-3.23
-3.71
-4.18
-4.62

-7.99
-10.17
-10.82
-12.72
-12.91
-11.77
-11.71

-11.68
-11.68
-11.67
-11.69
-11.68
-11.67
-11.68
-11.68
-11.68
-11.68

-11.68
-11.68
-11.68
-11.68
-11.68
-11.68
-11.68
-11.68
-11.68
-11.68

-11.68
-11.68
-11.68
-11.68
-11.68
-11.68
-11.68
-11.68
-11.68
-11.68

-11.68
-11.68
-11.68
-11.68
-11.68
-11.68
-11.68
-11.68
-11.68
-11.68

-11.68
-11.68
-11.68
-11.68
-11.68

-11.68

7.67
7.54
7.43
7.34

6.99
6.80
6.73
6.72
6.83
6.87
6.86

6.87
6.87
6.86
6.87
6.87
6.86
6.86
6.87
6.87
6.86

6.87
6.87
6.86
6.87
6.87
6.87
6.87
6.87
6.87
6.87

6.87
6.87
6.87
6.87
6.87
6.87
6.87
6.87
6.87
6.87

6.87
6.87
6.87
6.87
6.87
6.87
6.87
6.87
6.87
6.87

6.87
6.87
6.87
6.87
6.87

6.87

10.90
11.26
11.61
11.96

14.98
16.97
17.55
19.44
19.74
18.64
18.57

18.54
18.55
18.53
18.55
18.55
18.54
18.55
18.55
18.54
18.54

18.55
18.54
18.54
18.55
18.54
18.54
18.55
18.55
18.54
18.55

18.55
18.54
18.55
18.55
18.54
18.54
18.55
18.54
18.54
18.55

18.54
18.54
18.55
18.54
18.54
18.54
18.54
18.54
18.54
18.54

18.54
18.54
18.54
18.54
18.54

18.54

126,706
126,297
125,829
125,304

117,702
107,456
96,760
86,154
75,591
66,832
59,457

52,887
47,056
41,871
37,255
33,147
29,494
26,243
23,350
20,776
18,486

16,448
14,635
13,022
11,586
10,309
9,173
8,162
7,262
6,461
5,749

5,115
4,551
4,050
3,603
3,206
2,853
2,538
2,258
2,009
1,788

1,591
1,415
1,259
1,121
997
887
789
702
625
556

495
154
48
15
5

1

12.31
12.22
12.14
12.08

11.44
11.13
11.01
10.99
11.14
11.23
11.22

11.22
11.23
11.23
11.22
11.23
11.23
11.22
11.23
11.23
11.22

11.22
11.23
11.23
11.22
11.23
11.23
11.23
11.23
11.23
11.23

11.23
11.23
11.23
11.23
11.23
11.23
11.23
11.23
11.23
11.23

11.23
11.23
11.23
11.23
11.23
11.23
11.23
11.23
11.23
11.23

11.23
11.23
11.23
11.23
11.23

11.23

59.95
59.62
59.38
59.13

57.95
54.69
52.96
53.22
53.82
54.20
54.17

54.19
54.19
54.17
54.19
54.18
54.18
54.19
54.18
54.18
54.18

54.18
54.18
54.18
54.18
54.18
54.18
54.18
54.18
54.18
54.18

54.18
54.18
54.18
54.18
54.18
54.18
54.18
54.18
54.18
54.18

54.18
54.18
54.18
54.18
54.18
54.18
54.18
54.18
54.18
54.18

54.18
54.18
54.18
54.18
54.18

54.18

27.74
28.16
28.48
28.78

30.61
34.17
36.03
35.79
35.03
34.57
34.61

34.59
34.59
34.60
34.59
34.59
34.60
34.59
34.59
34.59
34.59

34.59
34.59
34.59
34.59
34.59
34.59
34.59
34.59
34.59
34.59

34.59
34.59
34.59
34.59
34.59
34.59
34.59
34.59
34.59
34.59

34.59
34.59
34.59
34.59
34.59
34.59
34.59
34.59
34.59
34.59

34.59
34.59
34.59
34.59
34.59

34.59

13.80
14.22
14.66
14.85

18.54
18.71
21.62
22.78
21.39
21.04
20.99

21.01
21.00
21.01
21.02
21.00
21.01
21.02
21.01
21.01
21.02

21.01
21.01
21.01
21.01
21.01
21.01
21.01
21.01
21.01
21.01

21.01
21.01
21.01
21.01
21.01
21.01
21.01
21.01
21.01
21.01

21.01
21.01
21.01
21.01
21.01
21.01
21.01
21.01
21.01
21.01

21.01
21.01
21.01
21.01
21.01

21.01

94.78
94.74
94.69
94.64

94.13
93.79
93.77
93.14
93.41
93.96
93.91

93.89
93.89
93.89
93.89
93.89
93.89
93.89
93.89
93.89
93.89

93.89
93.89
93.89
93.89
93.89
93.89
93.89
93.89
93.89
93.89

93.89
93.89
93.89
93.89
93.89
93.89
93.89
93.89
93.89
93.89

93.89
93.89
93.89
93.89
93.89
93.89
93.89
93.89
93.89
93.89

93.89
93.89
93.89
93.89
93.89

93.89

2017年男女年齢（各歳）別人口（総人口）を基準人口とし，2017年における女性の年齢別出生率（合計特殊
出生率：1.43），出生性比（104.9）および生命表による死亡率（平均寿命男：81.09年，女：87.26年）が今後
一定であるとした場合の将来の人口指標であり，安定人口に到達する経過ならびにその状態を示す．
なお，人口動態率は，当年10月～翌年9月間について平均人口を分母とした率である．国際人口移動はゼロ
としている．
人口および諸指標の求め方は石川晃（2004）「安定人口モデルを用いた新たな人口再生産率諸指標」『人口問
題研究』60-4を参照．
1）女性人口総数に対する男性人口総数．
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参考表２ 2017年以降人口置換出生率，死亡率一定による人口指標

年次
人口動態率（‰） 人口総数

（1,000人）

年齢構造係数（％） 人口１）

性比増加率 出生率 死亡率 0～14歳 15～64歳 65歳以上 75歳以上

2017
2018
2019
2020

2030
2040
2050
2060
2070
2080
2090

2100
2110
2120
2130
2140
2150
2160
2170
2180
2190

2200
2300
2400
2500

3000

0.18
-0.36
-0.87
-1.35

-4.68
-6.37
-4.50
-4.49
-3.82
-1.04
0.34

0.09
-0.27
0.11
0.13
-0.16
0.01
0.11
-0.08
-0.03
0.08

-0.03
-0.01
-0.00
-0.00

-0.00

11.07
10.84
10.65
10.48

9.66
9.33
10.98
11.46
11.10
11.93
12.26

11.60
11.81
12.15
11.77
11.78
12.05
11.87
11.79
11.97
11.91

11.82
11.88
11.89
11.89

11.89

10.89
11.21
11.52
11.83

14.34
15.70
15.48
15.95
14.93
12.97
11.93

11.51
12.08
12.05
11.65
11.94
12.04
11.75
11.87
12.00
11.83

11.85
11.90
11.89
11.89

11.89

126,706
126,729
126,683
126,572

122,825
116,070
109,592
105,035
100,445
97,880
97,665

97,942
97,835
97,687
97,871
97,850
97,735
97,825
97,849
97,768
97,804

97,839
97,810
97,807
97,808

97,808

12.31
12.52
12.73
12.97

15.14
14.93
15.15
17.07
17.55
17.23
18.00

18.03
17.46
17.83
18.00
17.62
17.75
17.93
17.72
17.73
17.88

17.77
17.77
17.79
17.79

17.79

59.95
59.41
58.98
58.54

55.53
53.43
53.04
53.57
56.09
59.16
57.98

57.57
58.65
58.30
57.73
58.36
58.36
57.90
58.21
58.34
58.03

58.14
58.19
58.17
58.17

58.17

27.74
28.07
28.29
28.49

29.33
31.64
31.81
29.35
26.36
23.60
24.02

24.40
23.89
23.87
24.27
24.02
23.89
24.16
24.07
23.94
24.09

24.09
24.04
24.04
24.04

24.04

13.80
14.18
14.56
14.70

17.76
17.32
19.09
18.68
16.10
14.36
12.78

13.80
14.15
13.26
13.54
14.01
13.50
13.49
13.87
13.62
13.52

13.77
13.68
13.66
13.65

13.65

94.78
94.77
94.76
94.74

94.56
94.58
95.00
95.12
96.06
97.12
97.59

97.69
97.39
97.50
97.64
97.47
97.48
97.60
97.52
97.48
97.56

97.53
97.52
97.52
97.53

97.53

2017年男女年齢（各歳）別人口（総人口）を基準人口とし，2017年における人口置換水準（合計特殊出生率：
2.06），出生性比（104.9）および生命表による死亡率（平均寿命男：81.09年，女：87.26年）が今後一定であ
るとした場合の将来の人口指標であり，静止人口に到達する経過ならびにその状態を示す．
なお，人口動態率は，当年10月～翌年9月間について平均人口を分母とした率である．国際人口移動はゼロ
としている．
人口および諸指標の求め方は石川晃（2004）「安定人口モデルを用いた新たな人口再生産率諸指標」『人口問
題研究』60-4を参照．
1）女性人口総数に対する男性人口総数．

参考図 2017年以降出生率，死亡率一定による人口総数



人口問題研究（J.ofPopulationProblems）74－4（2018.12）pp.336～343

都道府県別にみた女性の年齢（5歳階級）別出生率

および合計特殊出生率：2017年

わが国の都道府県別出生力に関する指標の一つとして，国勢調査年次，および1970年以降は毎年，

女性の年齢別出生率および合計特殊出生率を，研究所が算出・公表している１）．今回は2017年の結果

について概説する．

女性の年齢別出生率および合計特殊出生率の算出に用いた資料は次の通り．

出生数（日本人のみ）：厚生労働省政策統括官（統計・情報政策、政策評価担当）『平成29年 人口

動態統計 中巻』

人口（日本人人口）：総務省統計局『人口推計（平成29年10月1日現在）』

年齢別出生率は5歳階級別に算出した．ただし，母の年齢別出生数の15歳未満は15～19歳に，50歳

以上は45～49歳に含めたうえで，15～19歳，45～49歳の出生率の分子とした．なお，出生数の年齢不

詳分は，既知の（不詳を除く）年齢階級別の分布に応じて按分した．

算出に用いた出生数が日本人であるため，分母人口には日本人人口が用いられている．

（別府 志海・佐々井 司）

主要結果

今回算出された全国における2017年の合計特殊出生率は1.42，都道府県別にみると，最も出生率の

高い沖縄県（1.94）と最も低い東京都（1.21）との差は0.73ポイントである．その間においては，九

州各県を中心に西日本の地域が比較的高い出生率を示しており，他方で大都市を抱える地域では顕著

に低くなる傾向がみられる（表1）．

母の年齢別出生率のパターンには，地域間で特徴的な違いが観測される（表1）．総じて，比較的

若い年齢とりわけ20歳代における出生率が高い地域では，合計特殊出生率が高くなる傾向がみられる．

なかでも，宮崎県，福島県では25～29歳の出生率の高さが合計特殊出生率の相対的な高さに寄与して

いる．合計特殊出生率の水準をもとに6つの地域を選定し，年齢別出生率のパターンの特徴を考察し

たものが図1である．2017年合計特殊出生率の高い3県（沖縄県，宮崎県，長崎県）はいずれも，20

歳代と30歳代前半における出生率が全国水準と比して顕著に高い．とりわけ沖縄県は，10歳代後半と

20歳代前半，ならびに30歳代と40歳代前半と，あらゆる年齢において出生率が高くなっている．宮崎

県と長崎県の合計特殊出生率はそれぞれ1.73，1.70と高い水準にあるが，20歳代前半と30歳代前半の

出生パターンが異なっているところに特徴がある．一方，出生率の低い地域においても年齢別出生パ

ターンの差異が観測される．東京都では30歳代後半と40歳代前半における出生率が全国水準に比して

顕著に高い一方，20歳代と30歳代前半では大幅に低くなっている．宮城県と京都府はともに合計特殊

出生率1.31で全国値（1.42）よりも0.1ポイント程度低いが，宮城県では30歳代における出生率の低さ
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1）厚生省人口問題研究所（石川晃）「都道府県別人口の出生力に関する主要指標 昭和45年～60年」研究資料

第246号，1987年2月

別府志海・佐々井司「都道府県別女性の年齢（5歳階級）別出生率および合計特殊出生率：2016年」『人口

問題研究』第73巻第4号，2017年12月，pp.328～335．



が，京都府では20歳代の低さが，全国値との乖離を顕在化させている．

次に，平均出生年齢と合計特殊出生率との関係をみたものが図2である．概して，平均出生年齢と

合計特殊出生率との間には負の相関関係がみられる．ただし，各都道府県が直線上に並んでいるわけ

ではなく，全国水準を基準として合計特殊出生率が高く，かつ平均出生年齢が低い象限に47都道府県

中31県が混在しており，出生率が低く出生年齢が高い象限に大都市を抱える都府県が，そして出生率，

出生年齢ともに低い象限に北海道と東北等の数県が分布している．

都道府県別に合計特殊出生率の時系列変化をみると（表2），概ね全国値の推移に即した動きが観

測される．すなわち，2005年ごろまで低下を続けていた出生率は，2006年以降ほぼすべての地域にお

いて上昇してきた．しかし近年，出生率の全国値が緩やかに低下するなか，各都道府県における出生

率は不規則な動向を示している．2015年から2016年にかけて出生率が上昇した地域は15府県，2016年

から2017年では14県となり，その他の地域においては低下している．なお，地域間の分散の程度を表

す変動係数等が一定水準で安定的に推移する一方で，合計特殊出生率の都道府県平均が合計特殊出生

率の全国値を上回る状態が1980年以降続いていることから，人口規模の大きい都道府県における出生

動向が全国の出生率に長期間にわたり強い影響を及ぼしていることが示唆される．また女性の平均出

生年齢は，全国的にみると1980年以降上昇基調にあるが，変動係数等の推移にみられるように，都道

府県間の格差は若干拡大傾向にある（表3）．

合計特殊出生率に対する出生順位別の内訳を示したものが図3，表4である．都道府県間の変動係

数をみると高出生順位ほど大きくなっていることから，高順位の出生水準ほど地域間格差が大きいこ

とが示唆される．ただし，出生順位別にみて都道府県格差が比較的小さい第1子出生率においても，

最も出生水準の高い沖縄県，香川県（ともに0.76）と最も低い奈良県（0.60）との間に0.16ポイント

の差がみられる．出生順位別出生率の特徴が合計特殊出生率の違いを明確に説明しているのが，沖縄

県と東京都である．沖縄県の高出生率は第3子以上の出生率の高さに，東京都の低出生率は第2子お

よび第3子以上の低出生率に起因していることがはっきりと分かる．併せて，出生順位別に出生時の

母の平均年齢をみると（図4，表4），概して，出生年齢の高い地域ほど出生率が低くなる傾向があ

る．しかし，出生年齢と出生率とは必ずしも直線的な相関関係にあるわけではない．例えば，北海道

や埼玉県では平均出生年齢が比較的若いにもかかわらず，合計特殊出生率は相対的に低い．他方，宮

崎県や鳥取県においては，いずれの出生順位の出生年齢も若いとは言いがたいが，合計特殊出生率は

相対的に高い水準にある．
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図２ 平均出生年齢と合計特殊出生率：2017年

図１ 特定地域の年齢別出生率：2017年
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図３ 合計特殊出生率と出生順位別合計特殊出生率：2017年

図４ 出生順位別平均出生年齢：2017年
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表１ 都道府県別，女性の年齢別出生率および合計特殊出生率：2017年

都道府県
女性の年齢別出生率（‰） 合計特殊

出生率
平均年齢
（歳）総数 15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

37.86

33.60
35.55
37.67
35.96
33.73

38.21
40.42
37.98
37.92
36.78

35.83
35.38
35.58
35.67
36.77

38.18
39.17
41.53
38.03
39.56

37.74
39.14
40.86
37.80
40.41

34.75
35.75
37.69
33.70
37.80

43.10
44.82
40.41
40.49
39.07

38.67
41.73
38.90
39.01
41.25

43.50
43.81
45.10
41.83
44.88

45.55
53.17

39.24
3.76
9.57

3.45

3.09
3.10
2.61
3.17
1.80

1.60
4.20
4.24
3.18
2.62

3.04
2.78
2.17
2.58
2.41

2.54
2.82
2.05
3.25
3.04

3.14
3.29
3.28
3.33
3.58

2.76
4.38
3.57
3.18
4.30

3.31
2.38
4.22
3.88
4.81

3.82
5.14
5.29
4.44
5.22

4.29
3.44
4.85
3.81
5.50

4.16
9.93

3.61
1.33
36.88

27.51

31.79
42.05
41.59
25.95
35.36

32.26
50.34
37.14
34.61
32.21

22.86
22.80
12.89
18.87
28.67

33.67
30.88
34.57
26.00
33.44

28.12
34.20
26.64
33.39
26.56

17.39
25.60
25.73
20.06
39.71

44.40
45.90
32.54
33.74
45.92

37.57
42.29
43.75
40.00
33.42

46.41
44.68
42.60
40.33
52.47

43.67
56.68

34.72
9.56

27.54

82.07

77.87
90.63
96.38
78.44
84.12

96.91
102.76
90.55
90.79
91.64

77.09
76.85
53.39
69.23
86.74

97.70
95.08
105.06
88.29
92.58

96.63
93.99
91.79
94.79
93.61

71.10
73.62
86.24
74.87
96.84

106.36
104.69
96.23
100.14
99.08

93.67
106.21
97.26
94.85
87.63

103.11
108.15
106.97
107.04
112.50

108.50
107.78

92.68
12.34
13.31

102.22

88.50
90.90
93.50
93.55
93.71

100.92
99.31
99.72
99.25
104.87

100.37
99.08
92.26
103.09
99.60

109.38
110.25
112.89
108.68
111.44

108.94
106.19
114.86
103.59
113.71

99.75
98.50
109.60
100.03
103.45

107.50
116.50
109.08
108.14
102.81

104.78
108.96
101.09
101.44
105.28

108.36
113.82
109.64
109.96
109.32

109.31
118.31

104.56
7.00
6.69

57.45

46.91
49.11
49.35
50.08
46.62

48.90
49.20
53.40
51.67
51.72

57.73
54.79
65.66
61.25
53.33

56.36
58.55
58.05
60.57
59.82

54.98
55.01
60.02
52.16
58.41

59.13
57.03
57.48
56.21
50.88

59.56
63.11
55.25
56.38
52.17

53.85
57.11
50.34
58.95
58.88

55.33
58.62
58.37
52.67
57.19

60.06
75.70

55.91
5.23
9.35

11.42

8.94
9.24
9.33
9.93
8.10

9.56
8.80
9.83
9.91
10.16

11.18
11.35
15.74
12.91
10.14

9.38
10.45
10.81
12.07
11.53

9.20
10.34
10.56
9.44
10.90

11.96
11.09
10.87
10.21
9.16

9.95
11.76
10.36
9.91
8.72

8.64
10.63
10.04
12.67
11.41

10.85
11.12
11.44
10.79
9.56

12.39
18.66

10.68
1.80
16.84

0.33

0.27
0.25
0.46
0.38
0.13

0.27
0.33
0.24
0.22
0.26

0.26
0.30
0.53
0.39
0.16

0.19
0.24
0.27
0.29
0.34

0.26
0.35
0.25
0.31
0.38

0.46
0.32
0.31
0.49
0.27

0.35
0.20
0.28
0.25
0.28

0.28
0.24
0.17
0.25
0.36

0.12
0.18
0.24
0.32
0.12

0.20
0.69

0.29
0.11
37.15

1.42

1.29
1.43
1.47
1.31
1.35

1.45
1.57
1.48
1.45
1.47

1.36
1.34
1.21
1.34
1.41

1.55
1.54
1.62
1.50
1.56

1.51
1.52
1.54
1.49
1.54

1.31
1.35
1.47
1.33
1.52

1.66
1.72
1.54
1.56
1.57

1.51
1.65
1.54
1.56
1.51

1.64
1.70
1.67
1.62
1.73

1.69
1.94

1.51
0.14
9.22

31.34

30.85
30.47
30.49
31.18
30.70

30.82
30.15
30.74
30.82
30.95

31.56
31.52
32.77
32.01
31.13

30.93
31.12
30.96
31.42
31.14

31.04
30.93
31.31
30.82
31.26

31.93
31.43
31.34
31.62
30.54

30.62
30.81
30.92
30.86
30.35

30.71
30.58
30.39
30.85
31.05

30.50
30.64
30.63
30.59
30.23

30.68
30.75

30.96
0.49
1.59

率算出の分母人口は，日本人女性人口1,000についてのものである．
平均（出生）年齢＝・・・x・2.5・・ fx5 ・・・ fx5

変動係数（%）＝標準偏差／平均×100
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表２ 都道府県別，合計特殊出生率：1950～2017年

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2016年 2017年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

3.64
（3.65）

4.59
4.81
4.48
4.29
4.31

3.93
4.47
4.02
4.14
3.80

3.92
3.59
2.73
3.25
3.99

3.57
3.56
3.65
3.71
3.25

3.55
3.74
3.27
3.33
3.29

2.80
2.87
3.08
3.08
3.09

3.45
3.87
3.18
3.22
3.62

3.97
3.38
4.03
3.39
3.91

4.28
4.49
4.06
3.90
4.35

4.19
…

3.73
0.51
13.71

2.02
（2.00）

2.17
2.48
2.30
2.13
2.09

2.04
2.43
2.31
2.22
2.03

2.16
2.13
1.70
1.89
2.13

1.91
2.05
2.17
2.16
1.94

2.04
2.11
1.90
1.95
2.02

1.72
1.81
1.90
1.87
1.95

2.05
2.13
1.89
1.92
1.92

2.02
1.84
2.10
1.94
1.92

2.35
2.72
2.25
2.05
2.43

2.66
…

2.09
0.22
10.58

2.09
（2.13）

1.93
2.25
2.11
2.06
1.88

1.98
2.16
2.30
2.21
2.16

2.35
2.28
1.96
2.23
2.10

1.94
2.07
2.10
2.20
2.09

2.12
2.12
2.19
2.04
2.19

2.02
2.17
2.12
2.08
2.10

1.96
2.02
2.03
2.07
1.98

1.97
1.97
2.02
1.97
1.95

2.13
2.33
1.98
1.97
2.15

2.21
…

2.09
0.12
5.53

1.75
（1.75）

1.64
1.85
1.95
1.86
1.79

1.93
1.99
1.87
1.86
1.81

1.73
1.74
1.44
1.70
1.88

1.77
1.87
1.93
1.76
1.89

1.80
1.80
1.81
1.82
1.96

1.67
1.67
1.76
1.70
1.80

1.93
2.01
1.86
1.84
1.79

1.76
1.82
1.79
1.64
1.74

1.93
1.87
1.83
1.82
1.93

1.95
2.38

1.83
0.13
7.38

1.52
（1.54）

1.43
1.56
1.72
1.57
1.57

1.75
1.79
1.64
1.67
1.63

1.50
1.47
1.23
1.45
1.69

1.56
1.60
1.75
1.62
1.71

1.57
1.60
1.57
1.61
1.75

1.48
1.46
1.53
1.49
1.55

1.82
1.85
1.66
1.63
1.56

1.61
1.60
1.60
1.54
1.52

1.75
1.70
1.65
1.58
1.68

1.73
1.95

1.62
0.12
7.72

1.37
（1.36）

1.23
1.47
1.56
1.39
1.45

1.62
1.65
1.47
1.48
1.51

1.30
1.30
1.07
1.28
1.51

1.45
1.45
1.60
1.51
1.59

1.47
1.47
1.44
1.48
1.53

1.28
1.31
1.38
1.30
1.45

1.62
1.65
1.51
1.41
1.47

1.45
1.53
1.45
1.45
1.36

1.67
1.57
1.56
1.51
1.62

1.58
1.82

1.47
0.13
9.03

1.27
（1.26）

1.15
1.29
1.41
1.24
1.34

1.45
1.49
1.32
1.40
1.39

1.22
1.22
1.00
1.19
1.34

1.37
1.35
1.50
1.38
1.46

1.37
1.39
1.34
1.36
1.39

1.18
1.21
1.25
1.19
1.32

1.47
1.50
1.37
1.34
1.38

1.26
1.43
1.35
1.32
1.26

1.48
1.45
1.46
1.40
1.48

1.49
1.72

1.36
0.12
8.91

1.39
（1.39）

1.26
1.38
1.46
1.30
1.31

1.48
1.52
1.44
1.44
1.46

1.32
1.34
1.12
1.31
1.43

1.42
1.44
1.61
1.46
1.53

1.48
1.54
1.52
1.51
1.54

1.28
1.33
1.41
1.29
1.47

1.54
1.68
1.50
1.55
1.56

1.42
1.57
1.50
1.42
1.44

1.61
1.61
1.62
1.56
1.68

1.62
1.87

1.47
0.13
9.00

1.45
（1.45）

1.31
1.42
1.49
1.36
1.35

1.48
1.58
1.48
1.49
1.49

1.39
1.37
1.24
1.39
1.44

1.51
1.54
1.62
1.50
1.58

1.56
1.54
1.56
1.55
1.60

1.34
1.38
1.47
1.38
1.53

1.64
1.78
1.54
1.60
1.60

1.53
1.63
1.53
1.50
1.52

1.64
1.66
1.68
1.59
1.70

1.70
1.96

1.53
0.13
8.60

1.44
（1.44）

1.29
1.48
1.45
1.34
1.39

1.47
1.59
1.47
1.46
1.48

1.37
1.35
1.24
1.36
1.43

1.50
1.53
1.65
1.51
1.59

1.54
1.55
1.56
1.51
1.56

1.34
1.37
1.49
1.36
1.50

1.60
1.75
1.56
1.57
1.58

1.51
1.64
1.54
1.47
1.50

1.63
1.71
1.66
1.65
1.71

1.68
1.95

1.52
0.13
8.73

1.42
（1.43）

1.29
1.43
1.47
1.31
1.35

1.45
1.57
1.48
1.45
1.47

1.36
1.34
1.21
1.34
1.41

1.55
1.54
1.62
1.50
1.56

1.51
1.52
1.54
1.49
1.54

1.31
1.35
1.47
1.33
1.52

1.66
1.72
1.54
1.56
1.57

1.51
1.65
1.54
1.56
1.51

1.64
1.70
1.67
1.62
1.73

1.69
1.94

1.51
0.14
9.22

-

46
36
33
45
40

34
12
30
35
32

38
42
47
41
37

17
18
11
28
16

27
24
21
29
22

44
39
31
43
23

7
3
19
15
13

25
8
20
14
26

9
4
6
10
2

5
1

率算出の分母人口は，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口による．
全国の（ ）内の数値は，分母人口に日本人女性人口を，年齢区分は各歳別率を用い算出したものである．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
1）分母人口に総人口を用いた場合．
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表３ 都道府県別，平均出生年齢：1950～2017年
（歳）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2016年 2017年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

29.65

30.14
29.52
29.45
29.77
29.35

29.50
30.00
30.17
30.28
30.48

30.38
29.71
29.96
30.05
30.10

28.50
29.00
29.15
30.98
30.36

29.24
29.83
29.34
29.26
29.77

29.38
29.39
29.27
29.14
29.03

28.88
28.94
28.58
28.82
28.95

29.17
28.74
29.47
28.25
29.64

29.89
30.02
29.83
29.44
29.79

30.33
…

29.55
0.58
1.97

27.86

27.48
27.56
27.72
27.68
26.88

27.36
28.01
28.46
28.48
28.59

28.61
28.15
28.54
28.23
27.92

26.45
26.83
27.18
29.37
28.80

27.32
27.74
27.55
27.16
27.96

27.92
27.74
27.57
27.39
27.31

27.22
27.32
26.81
27.22
27.10

27.05
26.89
27.48
26.56
27.67

28.16
28.60
27.87
27.59
27.63

28.70
…

27.69
0.64
2.33

27.84

27.31
27.08
27.52
27.54
26.78

27.23
27.51
27.79
27.94
28.14

28.14
27.90
28.81
28.25
27.70

26.82
26.84
27.06
28.70
28.53

27.39
27.54
27.45
27.27
27.87

28.27
27.91
27.82
27.68
27.40

27.31
27.64
27.07
27.37
27.36

27.07
27.17
27.47
27.12
28.01

27.90
28.30
27.46
27.46
27.35

28.22
…

27.62
0.49
1.77

27.78

27.63
27.21
27.38
27.55
27.17

27.41
27.44
27.56
27.61
27.78

27.99
27.88
28.80
28.17
27.62

26.99
26.96
27.10
28.24
28.33

27.35
27.58
27.42
27.11
27.68

28.17
27.88
27.78
27.82
27.17

27.42
27.58
27.22
27.41
27.41

27.18
27.17
27.44
27.39
27.91

27.70
28.00
27.48
27.51
27.42

27.95
28.37

27.60
0.39
1.43

28.98

28.81
28.50
28.55
28.89
28.54

28.63
28.48
28.69
28.64
28.83

29.24
29.17
30.07
29.48
28.76

28.29
28.40
28.33
29.19
29.33

28.60
28.77
28.66
28.24
28.68

29.34
28.99
28.89
28.99
28.20

28.58
28.50
28.39
28.52
28.49

28.28
28.17
28.40
28.58
29.08

28.83
29.02
28.64
28.70
28.68

28.93
29.16

28.75
0.38
1.31

29.67

29.24
29.04
29.17
29.41
29.18

29.21
28.96
29.39
29.28
29.35

29.97
29.99
30.85
30.31
29.43

29.21
29.27
29.41
29.76
29.84

29.36
29.39
29.51
29.14
29.56

30.15
29.71
29.65
29.95
28.92

29.23
29.39
29.19
29.31
29.01

29.08
28.96
29.06
29.23
29.69

29.32
29.49
29.18
29.30
29.16

29.45
29.25

29.42
0.38
1.30

29.99

29.53
29.39
29.30
29.67
29.43

29.42
29.13
29.65
29.64
29.69

30.16
30.21
31.25
30.62
29.85

29.70
29.88
29.60
30.09
30.06

29.82
29.65
29.87
29.49
29.95

30.59
30.05
30.08
30.26
29.36

29.50
29.53
29.62
29.61
29.32

29.46
29.42
29.19
29.64
29.98

29.58
29.67
29.56
29.58
29.36

29.69
29.63

29.74
0.40
1.34

30.51

30.04
29.72
29.76
30.32
30.01

29.99
29.59
30.12
30.12
30.24

30.79
30.69
31.87
31.21
30.35

30.38
30.37
30.30
30.57
30.55

30.29
30.20
30.44
30.01
30.47

31.10
30.47
30.52
30.78
29.81

29.95
30.00
30.10
29.97
29.68

30.04
29.71
29.72
30.08
30.39

29.97
29.94
29.95
30.02
29.58

30.06
30.26

30.22
0.44
1.45

31.17

30.71
30.29
30.25
30.95
30.59

30.69
30.16
30.65
30.73
30.79

31.43
31.37
32.59
31.82
31.11

31.01
31.02
30.95
31.27
31.08

30.92
30.80
31.14
30.75
31.15

31.66
31.22
31.15
31.38
30.38

30.57
30.71
30.77
30.69
30.29

30.70
30.39
30.20
30.53
30.90

30.39
30.56
30.55
30.54
30.17

30.54
30.64

30.83
0.47
1.52

31.26

30.73
30.45
30.38
31.06
30.50

30.80
30.04
30.71
30.83
30.82

31.53
31.47
32.69
31.97
31.00

31.05
31.20
30.77
31.29
31.06

31.00
30.90
31.20
30.71
31.31

31.86
31.28
31.26
31.49
30.57

30.68
30.65
30.82
30.77
30.31

30.77
30.45
30.29
30.67
30.98

30.49
30.53
30.62
30.51
30.16

30.66
30.67

30.89
0.49
1.59

31.34

30.85
30.47
30.49
31.18
30.70

30.82
30.15
30.74
30.82
30.95

31.56
31.52
32.77
32.01
31.13

30.93
31.12
30.96
31.42
31.14

31.04
30.93
31.31
30.82
31.26

31.93
31.43
31.34
31.62
30.54

30.62
30.81
30.92
30.86
30.35

30.71
30.58
30.39
30.85
31.05

30.50
30.64
30.63
30.59
30.23

30.68
30.75

30.96
0.49
1.59

-

25
43
42
12
33

27
47
31
28
19

5
6
1
2
14

20
15
18
8
13

17
21
10
26
11

3
7
9
4
40

37
29
22
23
45

32
39
44
24
16

41
35
36
38
46

34
30

率算出の分母人口は，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口による．
平均（出生）年齢＝・・・x・2.5・・ fx5 ・・・ fx5

変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表４ 都道府県，出生順位別合計特殊出生率および平均出生年齢：2017年

都道府県
合計特殊
出生率

平均年齢
（歳）第1子 第2子 第3子

以上 第1子 第2子 第3子
以上

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

1.42

1.29
1.43
1.47
1.31
1.35

1.45
1.57
1.48
1.45
1.47

1.36
1.34
1.21
1.34
1.41

1.55
1.54
1.62
1.50
1.56

1.51
1.52
1.54
1.49
1.54

1.31
1.35
1.47
1.33
1.52

1.66
1.72
1.54
1.56
1.57

1.51
1.65
1.54
1.56
1.51

1.64
1.70
1.67
1.62
1.73

1.69
1.94

1.51
0.14
9.22

0.68

0.62
0.66
0.66
0.61
0.65

0.66
0.70
0.70
0.68
0.68

0.66
0.65
0.66
0.68
0.66

0.75
0.71
0.72
0.69
0.72

0.67
0.72
0.74
0.70
0.70

0.62
0.66
0.69
0.60
0.68

0.74
0.73
0.68
0.71
0.70

0.71
0.76
0.69
0.71
0.69

0.70
0.71
0.70
0.74
0.72

0.73
0.76

0.69
0.04
5.36

0.52

0.46
0.51
0.52
0.47
0.49

0.53
0.57
0.54
0.54
0.54

0.51
0.50
0.42
0.49
0.52

0.56
0.57
0.62
0.57
0.58

0.58
0.56
0.57
0.55
0.59

0.48
0.49
0.55
0.51
0.58

0.59
0.63
0.58
0.57
0.57

0.55
0.61
0.56
0.55
0.53

0.58
0.60
0.59
0.57
0.62

0.58
0.63

0.55
0.05
8.45

0.23

0.20
0.26
0.29
0.22
0.22

0.25
0.30
0.24
0.22
0.24

0.19
0.19
0.13
0.17
0.23

0.23
0.26
0.27
0.24
0.26

0.25
0.23
0.22
0.24
0.25

0.21
0.21
0.23
0.22
0.27

0.33
0.36
0.28
0.28
0.30

0.26
0.29
0.29
0.29
0.29

0.35
0.39
0.38
0.32
0.40

0.38
0.55

0.27
0.07
26.71

31.34

30.85
30.47
30.49
31.18
30.70

30.82
30.15
30.74
30.82
30.95

31.56
31.52
32.77
32.01
31.13

30.93
31.12
30.96
31.42
31.14

31.04
30.93
31.31
30.82
31.26

31.93
31.43
31.34
31.62
30.54

30.62
30.81
30.92
30.86
30.35

30.71
30.58
30.39
30.85
31.05

30.50
30.64
30.63
30.59
30.23

30.68
30.75

30.96
0.49
1.59

30.09

29.55
28.97
28.95
29.85
29.28

29.33
28.75
29.44
29.56
29.62

30.29
30.31
31.77
30.88
29.76

29.54
29.73
29.55
30.19
29.76

29.58
29.63
30.07
29.49
29.91

30.69
30.22
30.07
30.31
29.05

29.01
29.09
29.61
29.50
28.86

29.31
29.35
28.91
29.50
29.65

28.94
29.00
29.13
29.16
28.59

29.09
29.09

29.57
0.61
2.05

32.07

31.58
31.20
31.11
31.87
31.44

31.53
30.59
31.43
31.44
31.67

32.44
32.36
33.77
32.90
31.79

31.74
31.74
31.51
32.04
31.81

31.73
31.69
32.07
31.56
31.98

32.72
32.22
32.12
32.19
31.14

31.26
31.37
31.43
31.52
30.95

31.38
31.15
30.98
31.24
31.77

30.89
31.02
31.03
31.03
30.59

31.18
30.92

31.60
0.61
1.92

33.38

33.15
32.85
32.94
33.45
33.29

33.24
32.52
32.98
33.19
33.11

33.59
33.45
34.68
33.89
33.63

33.47
33.53
33.43
33.46
33.52

33.37
33.10
33.53
33.00
33.43

33.86
33.44
33.26
33.86
33.04

33.07
33.27
33.06
33.03
32.65

33.14
32.60
32.83
33.40
33.06

32.96
33.04
32.80
33.13
32.63

32.95
32.84

33.23
0.39
1.18

表1の注参照．
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都道府県別標準化人口動態率：2017年

わが国の都道府県別標準化人口動態率は，1925年，1930年，1950年以降5年ごとの国勢調査年次，

1985年以降は毎年，研究所によって算出・公表されている１）．今回は2017年の結果について概説する．

標準化人口動態率の算出に用いた資料は次の通り．

出生数・死亡数（日本人のみ）：厚生労働省政策統括官（統計・情報政策、政策評価担当）『平成

29年 人口動態統計 中巻』

人口（日本人人口）：総務省統計局『人口推計（平成29年10月1日現在）』

標準化の手法はNewsholeme-Stevensonの任意標準人口標準化法の直接法２）であり，標準人口と

して1930年，および2017年の全国人口を用いた．

年齢別人口動態率（出生率および死亡率）は5歳階級別に算出した３）．ただし，母の年齢別出生数

の15歳未満は15～19歳に含め，50歳以上は45～49歳に含めた．また，死亡率算出の最終年齢階級は85

歳以上一括とした．なお，出生数および死亡数における年齢不詳分は，既知の（年齢不詳を除く）年

齢階級別の分布に応じて按分した． （別府 志海・佐々井 司）

主要結果

1930年の全国人口を標準とした出生率は，2017年全国人口標準化率と比べすべての都道府県で高く

なっている．出生率における両者の差は，1930年人口と2017年人口における男女および年齢構成の違

いによって生じている．都道府県別にみると，両者の差が最も小さいのが東京都で0.99，次いで神奈

川県1.42，京都府の1.43と，大都市圏にある都府県が並ぶ．一方，乖離が最も大きい都道府県は宮崎

県であり，沖縄県，福島県と続く．

出生数を総人口で除した普通出生率は沖縄県で最も高く，秋田県で最も低くなっている．他方，

2017年全国人口標準化出生率をみると，沖縄県が最も高いことに変わりはないものの，最低は東京都

で，その他の都道府県も普通出生率の順位から大きく変動している（表1）．

普通出生率に比べて2017年標準化出生率の水準が低くなる地域は，東京都，沖縄県，福岡県など11

府県であり，なかでも2017年標準化率が最も低い東京都は，普通率との差が1.52ポイントと47都道府

県のなかで最も大きくなっている．ちなみに，1930年標準化率が普通率を下回るのは東京都だけであ

る．その他の地域では1930年標準化率が普通率を上回っており，なかでも島根県，山口県，宮崎県な

どにおいてはその乖離が大きい．都道府県ごとに観測される普通率と標準化率との差異は，分母であ

る人口における人口構造，とりわけ年齢構成の違いを反映したものである．

次に死亡率についてみてみよう（表1）．普通死亡率は，秋田県で最も高く，沖縄県で最も低くなっ

ているが，1930年全国人口を標準とした死亡率は，普通率を大幅に下回ると同時に，都道府県間格差
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1）前年（2016年）の結果については，別府志海・佐々井司「都道府県別標準化人口動態率：2016年」『人口問

題研究』第73巻第4号，2017年12月，pp.322～327を参照のこと．

2）各都道府県における人口の年齢構造が標準人口と同じと仮定し，各都道府県の年齢別出生率，死亡率を適用

した場合に得られる出生数，死亡数を標準人口総数で割ったものである．ただし，出生率は女性についてのみ

計算する．これによって，人口の年齢構造の影響を除いた出生率，死亡率および人口増加率の水準が示される．

3）女性の年齢別出生率の詳細については，本号掲載の，別府 志海・佐々井 司「都道府県別にみた女性の年齢

（5歳階級）別出生率および合計特殊出生率：2017年」を参照のこと．



が極めて小さくなっている．次に2017年全国人口標準化率をみると，1930年標準化率に比べ，すべて

の都道府県において死亡水準が顕著に高くなると同時に，都道府県間のばらつきが大きくなっている．

総じて，年齢別の死亡率自体は地域間の違いが比較的小さいものの，人口構造の違いを反映する普通

率では都道府県間格差が鮮明になる．さらに，1930年標準化率に比して2017年標準化率における都道

府県間のばらつきが大きくなっていることから，人口高齢化により高年齢における死亡率の違いが顕

在化していることも分かる．秋田県，島根県，高知県などで顕著であるように，普通死亡率が2017年

標準化率に比して高くなる要因として，これらの地域における人口の年齢構成が全国平均と比べてか

なり“高齢化”していることが挙げられる．他方，沖縄県，埼玉県，愛知県など12の都府県では，全

国平均と比較して年齢構成が“若い”ことなどを反映して，普通率が2017年標準化率よりも低くなっ

ている．

出生率と死亡率の差である自然増加率は，1930年全国人口を標準とした場合，都道府県間でその水

準にばらつきがみられるものの，全都道府県で6‰以上となっている．普通率は，沖縄県のみプラス

で，その他の地域ではマイナスとなっている（表1，図）．しかしながらその沖縄県も2016年までは

全国人口標準化率でプラスであったが，2017年にはマイナスとなっている．

1930年の全国人口を標準とした各指標の推移をみると，出生率は1950年以降すべての都道府県にお

いて低下傾向にある（表2）．1960年から1970年の間では神奈川県，愛知県，京都府，大阪府などの

大都市を抱える都道府県を中心に上昇が観測される．1970年以降はすべての地域で再び低下するが，

2005年から2010年の間は一転してほとんどの地域で上昇傾向を示している．また2010年から2015年に

おいても，減少に転じた5県を除き依然としてほとんどの地域で上昇傾向が続いていた．しかしなが

ら，2017年の出生率が2015年よりも高かった地域は9県に留まっている．死亡率については，1950年

以降すべての都道府県においてほぼ一貫して低下傾向が続いてきたが，2015年から2017年にかけて秋

田県の死亡率が上昇している（表3）．自然増加率の推移は上述の出生率，死亡率双方の動向を反映

しているが，寄与度の関係から出生率の動向が反映されやすくなっている（表4）．概して，2005年

頃まで低下を続けた後に若干上昇傾向にあったが，近年では再び人口増加率が低下する地域が増加し

ている．
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図１ 都道府県別自然増加率の普通率と標準化率の比較：2017年
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表１ 都道府県別，標準化人口動態率：2017年
（‰）

都道府県
1930年全国人口標準 2017年全国人口標準 ［参考］普通率

出生率 死亡率 増加率 出生率 死亡率 増加率 出生率 死亡率 増加率

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動係数％�

9.39

8.62
9.67
9.93
8.67
9.07

9.73
10.77
9.92
9.71
9.80

8.94
8.80
7.68
8.69
9.33

10.32
10.24
10.80
9.85
10.37

10.03
10.14
10.15
9.95
10.16

8.52
8.91
9.70
8.68
10.30

11.18
11.55
10.29
10.46
10.67

10.18
11.17
10.46
10.48
10.07

11.12
11.46
11.27
10.97
11.83

11.39
13.07

10.11
1.03
10.14

1.61

1.71
1.95
1.82
1.55
1.86

1.60
1.76
1.73
1.75
1.67

1.60
1.62
1.55
1.54
1.61

1.54
1.55
1.49
1.55
1.47

1.58
1.59
1.55
1.58
1.43

1.49
1.68
1.56
1.50
1.77

1.73
1.58
1.50
1.55
1.72

1.68
1.58
1.74
1.66
1.64

1.63
1.71
1.54
1.57
1.64

1.69
1.75

1.63
0.11
6.65

7.78

6.92
7.72
8.11
7.13
7.21

8.13
9.01
8.19
7.96
8.13

7.34
7.18
6.14
7.15
7.72

8.78
8.68
9.31
8.30
8.90

8.45
8.55
8.60
8.38
8.73

7.03
7.23
8.14
7.18
8.53

9.44
9.97
8.80
8.90
8.95

8.50
9.59
8.73
8.82
8.43

9.49
9.75
9.73
9.40
10.19

9.70
11.32

8.48
1.02
11.99

7.59

6.80
7.48
7.68
6.95
7.09

7.64
8.20
7.78
7.64
7.75

7.30
7.17
6.69
7.26
7.45

8.16
8.17
8.55
7.99
8.29

7.96
8.02
8.18
7.83
8.17

7.09
7.24
7.83
7.11
7.99

8.70
9.09
8.14
8.24
8.20

7.96
8.68
8.06
8.27
8.03

8.62
8.93
8.78
8.52
9.04

8.90
10.29

8.00
0.70
8.69

10.75

10.76
12.18
11.44
10.36
11.41

10.84
11.49
11.36
11.57
11.05

10.80
10.63
10.38
10.35
10.80

10.70
10.66
10.47
10.40
10.07

10.97
10.81
10.77
10.83
10.39

10.29
11.03
10.52
10.32
11.48

10.98
10.48
10.24
10.55
11.06

11.23
10.53
11.25
10.78
10.79

10.91
11.02
10.47
10.43
10.81

11.07
10.41

10.81
0.43
3.95

-3.16

-3.97
-4.70
-3.76
-3.40
-4.32

-3.20
-3.29
-3.58
-3.93
-3.29

-3.49
-3.46
-3.69
-3.09
-3.34

-2.54
-2.49
-1.92
-2.41
-1.78

-3.01
-2.80
-2.59
-3.00
-2.22

-3.20
-3.79
-2.69
-3.22
-3.49

-2.27
-1.39
-2.10
-2.31
-2.86

-3.27
-1.85
-3.19
-2.51
-2.76

-2.29
-2.08
-1.69
-1.91
-1.77

-2.17
-0.12

-2.81
0.85

-30.26

7.59

6.43
6.31
6.55
7.22
5.44

6.63
7.06
7.18
7.27
6.94

7.40
7.17
8.21
7.58
6.64

6.88
7.65
7.63
7.03
7.09

7.13
7.29
8.52
7.18
8.34

7.26
7.69
7.68
6.70
6.88

7.68
7.54
7.90
7.94
6.91

7.01
7.71
7.07
6.81
8.60

8.24
7.84
8.36
7.58
8.12

8.17
11.34

7.44
0.86
11.61

10.75

11.80
13.80
13.80
10.36
15.54

14.00
13.24
11.33
11.31
11.80

9.17
9.61
8.77
8.94
13.02

12.62
11.20
12.18
11.93
12.54

11.66
11.40
9.17
11.64
9.41

10.36
10.06
10.45
10.82
13.59

13.42
14.30
11.45
11.04
13.67

13.81
12.41
13.40
14.30
10.40

12.18
13.01
12.31
12.61
12.69

13.50
8.36

11.88
1.70
14.35

-3.16

-5.36
-7.49
-7.25
-3.14
-10.11

-7.37
-6.18
-4.16
-4.04
-4.86

-1.77
-2.44
-0.56
-1.36
-6.37

-5.74
-3.55
-4.55
-4.90
-5.45

-4.53
-4.11
-0.65
-4.46
-1.07

-3.10
-2.37
-2.77
-4.13
-6.71

-5.75
-6.76
-3.55
-3.10
-6.76

-6.80
-4.70
-6.33
-7.48
-1.80

-3.95
-5.17
-3.95
-5.03
-4.57

-5.33
2.99

-4.44
2.31

-52.00

率算出の分母人口は，日本人人口1,000についてのものである．
変動係数（%）＝標準偏差／平均×100
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表２ 都道府県別，標準化出生率：1950～2017年
（‰）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2017年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動係数％�

25.33

31.56
33.73
31.45
29.78
30.34

27.47
30.83
27.60
28.34
25.85

26.71
24.94
18.82
22.35
27.40

25.70
25.30
25.76
24.87
22.14

25.01
25.86
22.93
23.40
22.77

19.62
20.14
21.69
21.75
21.88

24.56
27.47
22.80
22.95
25.76

28.03
24.13
28.27
24.59
27.25

29.65
31.00
28.19
27.37
30.24

28.71
…

26.02
3.42

13.16

14.69

16.03
18.25
16.86
15.59
15.65

15.06
17.63
16.58
15.91
14.46

15.40
15.40
12.18
13.62
15.49

14.46
15.39
16.14
15.08
13.71

15.12
15.46
13.95
14.52
14.70

12.48
13.27
13.97
13.79
14.47

15.23
15.80
14.16
14.25
14.33

15.10
13.80
15.47
14.69
14.10

16.99
19.50
16.42
15.08
17.89

18.98
…

15.27
1.52
9.95

15.26

14.30
16.75
15.52
15.10
14.08

14.70
15.92
16.81
16.02
15.56

16.95
16.58
13.92
16.09
15.33

14.53
15.52
15.63
15.62
14.94

15.62
15.58
16.14
15.08
15.95

14.52
15.77
15.49
15.21
15.53

14.46
14.82
15.08
15.30
14.61

14.65
14.60
14.86
14.67
14.13

15.50
16.79
14.56
14.48
15.87

15.92
…

15.33
0.77
5.00

12.76

11.99
13.73
14.42
13.67
13.26

14.20
14.63
13.75
13.65
13.22

12.58
12.63
10.17
12.28
13.74

13.18
13.93
14.34
12.66
13.57

13.25
13.19
13.33
13.52
14.36

12.01
12.17
12.84
12.34
13.38

14.23
14.74
13.79
13.56
13.17

13.06
13.49
13.19
12.10
12.62

14.09
13.55
13.47
13.37
14.26

14.19
17.12

13.40
1.01
7.56

10.74

10.15
11.18
12.27
11.11
11.23

12.44
12.79
11.69
11.91
11.55

10.47
10.30
8.41
10.11
11.98

11.24
11.48
12.56
11.37
11.90

11.16
11.36
11.13
11.62
12.45

10.29
10.27
10.80
10.49
11.21

12.97
13.21
11.93
11.63
11.17

11.60
11.52
11.44
10.96
10.66

12.38
11.96
11.73
11.22
11.97

12.21
13.71

11.47
0.93
8.12

9.51

8.65
10.39
10.94
9.69
10.19

11.40
11.67
10.27
10.38
10.56

8.91
8.94
7.16
8.71
10.55

10.18
10.15
11.17
10.46
10.93

10.24
10.29
10.04
10.41
10.60

8.74
9.10
9.56
8.95
10.25

11.39
11.51
10.60
9.85
10.34

10.25
10.84
10.19
10.20
9.39

11.68
10.95
10.94
10.54
11.37

11.03
12.83

10.28
0.99
9.67

8.72

8.04
9.05
9.87
8.57
9.33

10.14
10.53
9.19
9.69
9.66

8.37
8.34
6.62
8.04
9.21

9.47
9.27
10.42
9.46
10.00

9.46
9.62
9.26
9.49
9.58

7.95
8.30
8.56
8.08
9.24

10.27
10.41
9.49
9.34
9.64

8.80
9.96
9.48
9.19
8.64

10.27
10.02
10.16
9.74
10.38

10.30
11.95

9.38
0.90
9.59

9.40

8.65
9.55
10.09
8.87
9.01

10.14
10.54
9.84
9.85
9.96

8.86
9.03
7.30
8.70
9.72

9.65
9.77
10.94
9.86
10.31

10.09
10.50
10.27
10.37
10.42

8.53
8.99
9.52
8.66
10.15

10.62
11.51
10.29
10.68
10.83

9.77
10.87
10.40
9.71
9.80

11.09
11.07
11.11
10.74
11.67

11.13
12.82

10.05
0.98
9.73

9.62

8.82
9.68
10.13
9.09
9.10

9.94
10.78
9.95
10.02
9.96

9.13
9.07
7.89
9.03
9.57

10.03
10.23
10.84
9.91
10.52

10.39
10.34
10.38
10.41
10.64

8.76
9.18
9.78
9.07
10.41

11.11
11.97
10.33
10.74
10.88

10.29
11.06
10.45
10.19
10.16

11.17
11.24
11.37
10.78
11.64

11.47
13.27

10.24
0.96
9.39

9.39

8.62
9.67
9.93
8.67
9.07

9.73
10.77
9.92
9.71
9.80

8.94
8.80
7.68
8.69
9.33

10.32
10.24
10.80
9.85
10.37

10.03
10.14
10.15
9.95
10.16

8.52
8.91
9.70
8.68
10.30

11.18
11.55
10.29
10.46
10.67

10.18
11.17
10.46
10.48
10.07

11.12
11.46
11.27
10.97
11.83

11.39
13.07

10.11
1.03
10.14

-

45
36
29
44
38

33
12
30
34
32

39
41
47
42
37

18
21
11
31
17

27
25
24
28
23

46
40
35
43
19

7
3
20
16
13

22
8
15
14
26

9
4
6
10
2

5
1

1930年全国人口標準による．
率算出の分母人口は，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口による．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表３ 都道府県別，標準化死亡率：1950～2017年
（‰）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2017年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動係数％�

10.97

10.78
14.15
13.60
11.41
14.04

12.45
11.92
11.80
12.03
11.22

12.35
11.46
9.82
9.77

11.86

12.54
12.38
11.72
10.34
10.12

10.73
10.00
10.35
10.52
10.96

9.72
10.29
10.20
10.97
9.95

10.12
10.94
10.14
9.81

10.49

11.98
10.66
10.06
10.27
10.84

11.87
11.58
10.73
11.79
11.36

11.37
…

11.16
1.09
9.77

7.02

6.92
8.37
8.02
6.93
8.38

7.78
7.78
7.48
7.34
7.19

7.58
7.20
6.22
6.52
7.12

7.60
7.51
7.05
6.68
6.73

6.67
6.56
6.77
6.87
7.20

6.57
7.13
6.90
7.31
6.78

6.90
6.78
6.69
6.81
7.09

7.22
6.91
6.75
6.96
7.05

7.52
7.43
7.18
7.40
6.95

6.91
…

7.12
0.45
6.38

5.22

5.36
5.77
5.78
5.21
5.92

5.68
5.68
5.70
5.77
5.53

5.40
5.20
4.74
4.76
5.53

5.49
5.21
5.09
5.28
5.09

5.14
4.93
5.02
5.16
5.33

4.82
5.18
5.01
5.07
5.29

5.30
5.26
4.74
5.04
5.27

5.66
5.08
5.32
5.73
5.22

5.41
5.81
5.44
5.53
5.65

5.63
…

5.33
0.31
5.73

3.61

3.77
4.10
3.85
3.66
3.90

3.80
3.81
3.85
3.90
3.61

3.59
3.49
3.36
3.34
3.62

3.64
3.64
3.48
3.69
3.42

3.64
3.43
3.55
3.57
3.61

3.42
3.80
3.67
3.66
3.79

3.67
3.67
3.38
3.53
3.71

3.96
3.43
3.53
3.77
3.73

3.74
3.82
3.57
3.75
3.81

3.91
1.93

3.63
0.30
8.33

2.79

2.85
3.08
2.80
2.73
2.88

2.67
2.82
2.91
3.01
2.72

2.75
2.67
2.74
2.67
2.59

2.73
2.65
2.60
2.75
2.50

2.70
2.64
2.73
2.81
2.66

2.74
3.07
2.88
2.74
2.94

2.83
2.68
2.73
2.78
2.83

2.91
2.75
2.81
2.92
2.91

2.90
2.89
2.67
2.83
2.90

2.88
1.67

2.76
0.20
7.38

2.25

2.28
2.61
2.24
2.19
2.36

2.21
2.38
2.34
2.39
2.23

2.20
2.20
2.25
2.14
2.15

2.16
2.10
2.04
2.14
2.04

2.23
2.14
2.24
2.22
2.11

2.21
2.40
2.29
2.10
2.35

2.33
2.18
2.16
2.18
2.36

2.30
2.25
2.32
2.36
2.32

2.32
2.32
2.10
2.22
2.26

2.33
2.28

2.25
0.11
4.87

2.07

2.16
2.49
2.22
2.07
2.23

2.04
2.18
2.15
2.21
2.12

2.05
2.04
2.01
1.97
2.01

1.98
1.99
1.94
1.99
1.88

2.02
1.99
2.04
2.01
1.91

1.95
2.18
2.10
2.00
2.19

2.15
2.04
1.97
1.98
2.18

2.15
2.04
2.16
2.20
2.11

2.08
2.17
1.95
1.96
2.06

2.20
2.09

2.08
0.11
5.37

1.87

1.96
2.27
2.07
1.84
2.08

1.80
1.99
1.97
1.97
1.93

1.89
1.83
1.83
1.77
1.83

1.84
1.83
1.70
1.85
1.64

1.83
1.83
1.83
1.84
1.70

1.77
1.97
1.88
1.76
1.99

2.03
1.85
1.80
1.81
1.98

1.92
1.88
1.93
1.98
1.90

1.90
1.99
1.77
1.78
1.85

1.95
1.96

1.88
0.11
5.96

1.67

1.78
2.01
1.85
1.61
1.85

1.70
1.82
1.81
1.77
1.69

1.68
1.68
1.62
1.60
1.64

1.67
1.62
1.54
1.65
1.48

1.64
1.64
1.63
1.67
1.51

1.58
1.76
1.65
1.55
1.78

1.76
1.64
1.59
1.61
1.73

1.74
1.66
1.74
1.70
1.66

1.67
1.71
1.59
1.59
1.72

1.80
1.77

1.68
0.10
5.91

1.61

1.71
1.95
1.82
1.55
1.86

1.60
1.76
1.73
1.75
1.67

1.60
1.62
1.55
1.54
1.61

1.54
1.55
1.49
1.55
1.47

1.58
1.59
1.55
1.58
1.43

1.49
1.68
1.56
1.50
1.77

1.73
1.58
1.50
1.55
1.72

1.68
1.58
1.74
1.66
1.64

1.63
1.71
1.54
1.57
1.64

1.69
1.75

1.63
0.11
6.65

-

12
1
3
36
2

25
5
10
6
17

24
22
38
41
23

39
35
44
33
46

28
26
37
30
47

45
15
32
43
4

9
27
42
34
11

16
29
8
18
19

21
13
40
31
20

14
7

1930年全国人口標準による．
率算出の分母人口は，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口による．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表４ 都道府県別，標準化自然増加率：1950～2017年
（‰）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2017年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動係数％�

14.36

20.77
19.58
17.85
18.37
16.30

15.02
18.91
15.80
16.31
14.63

14.36
13.48
9.00

12.58
15.55

13.16
12.92
14.04
14.53
12.02

14.28
15.87
12.58
12.89
11.80

9.90
9.85

11.49
10.78
11.93

14.45
16.54
12.66
13.14
15.27

16.06
13.46
18.22
14.32
16.41

17.78
19.42
17.46
15.57
18.88

17.34
…

14.86
2.79

18.80

7.68

9.11
9.88
8.84
8.66
7.27

7.28
9.85
9.10
8.58
7.27

7.82
8.21
5.96
7.10
8.38

6.86
7.88
9.09
8.40
6.98

8.46
8.90
7.17
7.66
7.50

5.92
6.14
7.07
6.48
7.69

8.33
9.01
7.47
7.45
7.24

7.88
6.89
8.71
7.73
7.05

9.48
12.07
9.24
7.68
10.94

12.07
…

8.15
1.37
16.79

10.04

8.94
10.98
9.74
9.89
8.17

9.01
10.24
11.12
10.25
10.03

11.56
11.39
9.18
11.33
9.80

9.05
10.31
10.54
10.34
9.84

10.48
10.66
11.12
9.91
10.62

9.70
10.59
10.48
10.14
10.24

9.15
9.56
10.34
10.26
9.34

8.98
9.52
9.54
8.94
8.92

10.09
10.98
9.13
8.94
10.23

10.29
…

10.00
0.78
7.82

9.14

8.22
9.62
10.57
10.01
9.35

10.40
10.82
9.90
9.75
9.61

8.99
9.15
6.81
8.94
10.12

9.53
10.30
10.86
8.97
10.15

9.61
9.76
9.78
9.95
10.75

8.59
8.37
9.17
8.68
9.60

10.57
11.07
10.41
10.03
9.46

9.09
10.06
9.66
8.33
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10.35
9.73
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9.62
10.45

10.28
15.19

9.78
1.15
11.73

7.96

7.30
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9.46
8.38
8.34

9.77
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8.83

7.72
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5.66
7.44
9.39

8.51
8.83
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8.61
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8.46
8.72
8.40
8.81
9.79

7.55
7.20
7.92
7.75
8.27

10.14
10.53
9.21
8.86
8.35

8.69
8.77
8.63
8.04
7.74

9.48
9.07
9.07
8.40
9.08

9.33
12.04

8.71
1.02
11.72

7.26

6.37
7.78
8.70
7.50
7.83

9.18
9.29
7.92
7.99
8.33

6.72
6.74
4.91
6.57
8.40

8.02
8.06
9.14
8.32
8.90

8.01
8.15
7.80
8.18
8.49

6.54
6.70
7.27
6.84
7.90

9.07
9.33
8.45
7.67
7.98

7.95
8.59
7.87
7.84
7.07

9.35
8.63
8.84
8.32
9.11

8.70
10.55

8.04
0.99
12.37

6.66

5.89
6.56
7.65
6.51
7.09

8.10
8.35
7.04
7.48
7.54

6.32
6.30
4.62
6.07
7.20

7.49
7.28
8.48
7.47
8.13

7.44
7.63
7.22
7.49
7.67

5.99
6.12
6.47
6.08
7.05

8.12
8.37
7.53
7.35
7.47

6.65
7.92
7.32
6.99
6.54

8.19
7.86
8.21
7.78
8.31

8.10
9.86

7.30
0.90
12.35

7.53

6.69
7.29
8.02
7.03
6.94

8.33
8.55
7.87
7.88
8.03

6.98
7.20
5.47
6.93
7.89

7.81
7.94
9.24
8.01
8.68

8.25
8.67
8.44
8.53
8.72

6.76
7.02
7.64
6.90
8.16

8.59
9.66
8.49
8.88
8.85

7.85
8.99
8.46
7.72
7.90

9.19
9.09
9.35
8.96
9.81

9.18
10.86

8.16
0.98
12.04

7.94

7.05
7.67
8.28
7.48
7.24

8.24
8.96
8.14
8.25
8.28

7.45
7.39
6.28
7.44
7.93

8.36
8.61
9.30
8.26
9.04

8.75
8.70
8.75
8.74
9.13

7.18
7.42
8.13
7.51
8.64

9.34
10.33
8.74
9.14
9.15

8.55
9.40
8.71
8.49
8.50

9.50
9.53
9.78
9.18
9.92

9.67
11.50

8.55
0.96
11.25

7.78

6.92
7.72
8.11
7.13
7.21

8.13
9.01
8.19
7.96
8.13

7.34
7.18
6.14
7.15
7.72

8.78
8.68
9.31
8.30
8.90

8.45
8.55
8.60
8.38
8.73

7.03
7.23
8.14
7.18
8.53

9.44
9.97
8.80
8.90
8.95

8.50
9.59
8.73
8.82
8.43

9.49
9.75
9.73
9.40
10.19

9.70
11.32

8.48
1.02
11.99

-
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37
34
44
40

33
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30
35
32

38
41
47
43
36

18
21
11
29
15

26
23
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28
19

45
39
31
42
24

9
3
17
14
13

25
7
20
16
27

8
4
5
10
2

6
1

1930年全国人口標準による．
率算出の分母人口は，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口による．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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書 評・紹 介

FumieKumagai

FamilyIssuesonMarriage,Divorce,andOlderAdultsinJapan:

withSpecialAttentiontoRegionalVariations

Springer,2015,184pp.

日本の国土は狭いにも関わらず，地域間の文化的な違いは大きい．今日の家族研究からは，日本で

は，同じ都道府県の中でも地域によって家族がもつ特徴は異なっていることが示されている．このよ

うな地域的多様性はなぜ存在しているのだろうか．筆者は，文化やライフスタイルの地域的多様性の

背景には，近年になってから成立した行政区による影響ではなく，律令制以来の伝統的な封建支配シ

ステムによる影響があると考えている．（筆者はこれを「二重構造モデル」と呼んでいる．）本書では

このような考え方に基づいて日本の家族の地域的多様性について議論している．

本書で具体的に取り上げられているのは，日本の人口転換（第2章），コートシップと結婚の歴史

（第3章），国際結婚（第4章），離婚の変化（第5章），熟年離婚（第6章），高齢者の独居（第7章）

という6つトピックである．各トピックに対し，国勢調査や人口動態統計，人口推計などの官庁統計

のデータの検討とともに歴史的・文化的背景を示し，考察を示すアプローチがとられている．その際，

データが一般的な図表の形で提示されているだけではなく，地理情報分析支援システムMANDARA

による統計地図が使用されている点が本書の特徴の一つである．

各章を簡単に要約する．第1章では本書の問題意識と研究手法，データについて示している．第2

章では日本の出生力低下と高齢化が世帯構造の変化とともに起きていることを示し，山形と鹿児島の

特徴について触れている．第3章では結婚の歴史を示し，明治時代以来の結婚行動の変化を論じてい

る．また，近年の「婚活」についても触れている．第3章では山形県の農村地域の研究から，この地

域で国際結婚が望まれる背景に多世代同居の文化があると述べている．第5章では離婚率の上昇と地

域による水準の違いについて論じ，離婚率の高い地域と低い地域の背景を分析している．第6章では，

近年注目されるようになった熟年離婚の発生率は，いまだにそれほど高い水準とはいえないというこ

とを述べている．第7章では高齢者の居住形態について山形，東京港区，鹿児島の分析を行い，一人

暮らしの高齢者の増加について論じている．第8章では全体の要約と議論を行っている．

なお，第8章で指摘されているが，本書における分析には2つの制約がある．一点目は歴史的・文

化的要因を量的分析で使用していない点である．これは歴史的・文化的要因の定量的な測定が困難で

あるためだと筆者は述べている．二点目は，官庁統計の地域別集計の結果が十分に得られなかったと

いう点である．いずれも，歴史的背景と家族の地域的多様性の関係を論じるにあたっては大きな制約

であると思われるし，評者が本書を読み進める中でもどかしさを感じた理由でもある．とはいえ，こ

れらの制約は分析手法の発展や官庁統計の利用拡大，社会調査データ自体の増加によって徐々に解消

されていくだろう．家族研究を行う上で歴史的・文化的背景が重要であることは否定できない．今後，

本書の視点を踏まえた研究がさらに行われることを期待したい． （中村真理子）
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AlistairHunter,

RetirementHome?AgeingMigrantWorkersinFranceandthe

QuestionofReturn

SpringerOpen,2018,xii+211p

第二次大戦後，フランスにはアフリカ諸国などから多数の外国人労働者が流入したが，そのなかに

は家族を呼び寄せず，単身で働きながら故国の家族に仕送りを続けた人たちがいる．彼らの一部は引

退後も故郷に戻らず，フランスの簡易宿泊所で年金生活を送っている．家族のいる故郷でフランスの

年金を受けとることができるにもかかわらず，彼らはなぜフランスにとどまるのか．本書はこの疑問

にとり組んだ研究である．外国人労働者の帰国や滞在の継続は，現代の社会で大きな注目を集めるテー

マだが，本研究では社会保障や個人の自己規定の問題などに注目し，フランス，アフリカでの聞き取

り調査や国際移動理論の検討などにより，「故郷への帰還」の現実を明らかにしている．

本書は8つの章と調査法に関する一つの付章からなる．まず1章と2章でモロッコ，セネガル，ア

ルジェリア等出身の単身高齢者が帰還しない現状や，各種理論，調査方法などが説明されたあと，3

章では福祉国家への包摂と帰還との関係が検討される．ここでは健康状態や収入が低下した高齢者の

多くがフランスでの滞在を選び，医療サービスや高齢所得保障の給付を受ける現状が示される．また

彼らが帰還しないことを説明する理論として，福祉国家体制を論じた社会システム理論が有効とされ

る．ただし本章の力点は福祉国家が彼らの生活に及ぼす具体的な制約にあり，就労記録の不備などに

より福祉国家への包摂要件が容易には満されないケースが詳しく描かれる．4章では健康の問題が扱

われる．彼らがフランスの医療体制を信頼し，故郷への帰還を年数ヶ月にとどめて健康保険の滞在期

間要件を満たす様子などが記される．また，引退により稼得者としての自己規定や滞在理由を喪失し

た人のなかには，病気を理由に帰らないことを正当化する人がいることも指摘される．5章では送金

の問題が論じられる．引退後も送金が続くこと，額の減少を補うため高齢所得保障の給付が送金に使

われることなどが示される．一方，送金の背景には，家族を支える者としての自己規定のほか，家族

内での権威喪失や，送金漬けになった家族からの際限のない送金要求などの事情があるとして，長年

の送金のあげく，引退後も家族から時と場所を問わずに送金を要求され「搾取」される人々の声が紹

介される．ここでは，ある調査対象者の“Everywifehasaphone”（p.119）という言葉が胸を打つ．

6章では故国の社会への再統合をテーマに西アフリカと北アフリカの出身者の再統合の特徴が描かれ

る．とくに滞仏中の故郷への関わり方の違いが重視されている．7章では要介護期と死の問題がとり

上げられ，例えば施設に入ると金がかかり仕送りができなくなる，文化・宗教の違いにより馴染めな

い，といった問題点が指摘される．また死後の亡骸の帰還について，宗教との関係やフランスの墓地

の事情などの説明がある．最後に8章ではまとめとして，社会システム理論をはじめ各理論にはそれ

ぞれ限界があること，人生の大半をフランスで費やした彼らにとって，故郷への帰還は単に損か得か

ではなく，自分たちの“home”はどこかという問いに結びついていることが述べられる．

この本の優れている点は理論的検討と移動者の立場に即した現実把握のバランスのよさだろう．と

くに社会システム理論を論じ，福祉国家における彼らの周縁性を捉えた箇所は秀逸である．しかし本

書で最も注目されるのは，やはり彼らの人生の話lifestoryだろう．そこで語られる彼らの生活や存

在理由は，場所や経路に依存しつつ時間のなかで不可逆的，累積的に形成された何かで，彼らだけの

ものなのだが，しかし同時に著者が描くそれは，少なくとも部分的には多くの人々の理解を得られう

るもののようでもある．それはここにある人生の「どうにもならなささ」が，ある意味で普遍的なも

のだからではないだろうか．この本を読むと，我々がこうして他者を知ることで社会の過度な先鋭化

が僅かなりとも抑制されていくかもしれない，というぼんやりした希望を感じる． （清水昌人）
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研究活動報告

マレーシア第７回国際公衆衛生会議2018

2018年8月28月（火）から30日（木）の期間，マレーシア・セランゴールにおいて第7回国際公衆

衛生会議2018が開催された．この会議は，国立マレーシア大学（UniversitiKebangsaanMalaysia：

UKM）の主催，マレーシア保健省およびクアラルンプール大学の共催により行われ，「IR 4.0（第

4次産業革命）と新しい健康パラダイム」と題するもので，マレーシア以外ではクウェート，英国，

インドネシアなどから参加があった．筆者は「アジアにおける人口高齢化と介護ニーズの高まり-そ

の課題と機運」というタイトルで講演を行った．

マレーシアの合計出生率は置き換え水準程度の2.11であるが（2010～2015年），今後2020年には65

歳以上人口割合が7％を超え，その25年後には14％に達することが推計されており，日本同様のスピー

ドで高齢化が進行する．イスラーム規範の中で家族の重要性を強調しながら，どのように急増する高

齢者の介護ニーズに答えていくのか，関係者の意識は高かった．5年前にマレーシアの家族計画担当

者と話をした際には，マレーシアでは介護保険などは必要ない，なぜならばインドネシアからのメイ

ドが多く，安価で雇用できるからである，ということを言われたが，今回は，インドネシアからの家

事労働者の入国には制限があり，また中産階級の若いカップルにとってフルタイムで雇うのには経済

的な負担が大きく，介護ケアをどうするのかは大きな課題だ，という声ばかりであった．人口高齢化

のみならず，女性の社会進出などマレーシア社会は急速に変化していると感じられた．

会議の内容は，http://www.pubhealthcollo.org/pubhealthcollo.aspより閲覧できる．

（林 玲子 記）

グローバル・エイジングと高齢者の人権に関する

第３回アジア欧州会合（ASEM）会議

韓国・ソウルにおいて，2018年9月5日（水），6日（木）に，グローバル・エイジングと高齢者

の人権に関する第3回アジア欧州会合（ASEM）会議が開催された．アジア欧州会合は，アジア21

ヵ国，欧州30ヶ国より構成され，アジア・欧州両地域の協力関係を強化することを目的として，政治，

経済，社会・文化を柱とする様々な活動を行っているが，2015年より高齢者の人権に関する国際会議

を開催しており今回が第三回目に当たる．会議の主催は大韓民国国家人権委員会および韓国外務省で

あり，ASEM各国の関係者，および国連，ASEANや国際NGOなどが参加した．筆者は「人権か

らみた介護および緩和ケア-日本の現状と経緯」と題する講演を行った．また会議と並行して今年開

所したASEMグローバルエイジングセンターの第一回運営委員会も開催された．

大韓民国国家人権委員会は，国連人権理事会および国連総会決議で承認されたパリ原則に基づいて，

2001年に法制定された人権擁護のための独立した公的機関であり，人権についての知識を広げるとと

もに，人権侵害に対して法廷よりも迅速に問題解決を図るよう活動している．世界的には2018年8月

8日時点で122ヵ国に国家人権機関が設立されており，設立されていないのは日本を含め，米国，中

国，北朝鮮，サウジアラビアなどであり，少数派になりつつある．今回の会議には，各国の人権機関
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からの参加も多かった．現在国連では，高齢者人権条約の制定をめぐり議論が進められているところ

であり，グローバル・エイジングを人権の面から取り上げる，という流れが体現したのが今回の会議

であるともいえる．

会議の内容は，https://www.aseminfoboard.org/events/3rd-asem-conference-on-global-ageing-

and-human-rights-of-older-personsより閲覧できる． （林 玲子 記）

第28回日本家族社会学会大会

第28回日本家族社会学会大会は，東京都八王子市の中央大学多摩キャンパスにおいて2018年9月8

日（土）・9日（日）の2日間にわたり開催された．

第1日目は，テーマセッション（「第4回全国家族調査（NFRJ18）に向けて」），国際セッション

（「高齢化するアジアにおける世代間関係」），自由報告セッション，ポスターセッション，および総会・

懇親会が行われた．自由報告では，「家族と介護」「住まいと自立」「シングル」「家計と家事分担」

「科学・技術と家族」「女性のライフコースとキャリア」の6つのテーマが取り上げられた．総会では，

第1回奨励著書賞の発表があった．受賞したのは，三部倫子氏の『カムアウトする親子：同性愛と家

族の社会学』（御茶の水書房，2014年）および中島満大氏の『近世西南海村の家族と地域性：歴史人

口学から近代のはじまりを問う』（ミネルヴァ書房，2016年）の2作であった．

第2日目は，テーマセッション（「「子産み・子育て」に対する養育者・支援者体制・政策の関わ

り」），自由報告セッション，ラウンドテーブル，および公開国際シンポジウム「台湾家族の継続と変

容：台湾若年研究プロジェクトから見えてきたこと」が行われた．国際シンポジウムでは，台湾より

招聘された伊慶春氏（AcademiaSinica，国際社会学会RC06会長）が基調講演を行い，太郎丸博氏

（京都大学）による討論のあと活発な質疑応答があった．2日目の自由報告セッションでは，「制度と

意識」「パートナーシップ」「福祉とケアの社会化」「子育てと教育」「障がいとケア」「家族と表象」

の6つのテーマが取り上げられた．

研究所からは，中村真理子（「ライフコースにおける家族介護の実施：中高年者縦断調査を用いた

分析」），福田節也（「夫妻の家事・育児頻度はどのように変わったか？：『21世紀出生児縦断調査』

Ｈ13年コーホートとＨ22年コーホートによる比較」），守泉理恵（「日本における無子女性に関する分

析」），岩澤美帆（「「解放」なのか「剥奪」なのか：親密性基盤，経済基盤，結婚観から見る日本の未

婚化」），藤間公太・余田翔平（「一時保護後の親子分離を規定する要因：児童相談所虐待相談記録デー

タを用いた探索的分析」）の6名が報告を行った． （守泉理恵 記）

韓国女性政策研究所シンポジウム

「ジェンダー平等と出生力：日本と韓国の事例」

2018年9月20日，韓国女性政策研究所の主催によるシンポジウム「ジェンダー平等と出生力：日本

と韓国の事例」が開催された．本研究所より福田節也・企画部第2室長が招聘を受け，同シンポジウ

ムにて報告を行った．報告者と題目は以下の通りである．

セッション1

Policies,FertilitiesandGenderEqualityfromtheexperiencesofJapanandKorea
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Dr.Seung-AhHong(SeniorResearchFellow,KWDI)

Ji-MeeKim(Professor,KyungnamUniversity)

GenderEqualityandFamilyOutcomesinJapan:TheLatestPolicyInitiativesandEmergenceof

NewFamilyBehaviors

FukudaSetsuya(SeniorResearcher,NationalInstituteof

PopulationandSocialSecurityResearch)

セッション2

HowChildcareandafter-schoolchildcarearere-institutionalizedinlocalsocieties?:Dilemmasof

childcarePolicyinJapan

SomaNaoko(Professor,YokohamaNationalUniversity)

ValuesandAttitudesTowardFamily,Work,andLifeof2040GenerationsinKoreaandJapan

InheeChoi(ResearchFellow,KWDI)

上記報告に続き，報告者と5名の識者によるパネルディスカッションが行われた．今日，韓国では

東アジアで1，2を争う超低出生力状態が続いており，2018年の合計出生率が1を下回る見込みであ

ることが発表され，大きなニュースとなっている．一方で，日本では2005年以降，10年以上にわたり，

合計出生率の堅調な回復が続いてきた．近年の人口研究においては，ジェンダーの公平性が高い社会

ほど出生力が高い傾向にあることが示され，その関係性についての研究が進められている．ディスカッ

ションでは，ジェンダーの観点から見る限り，日韓は同じような状況にあるにもかかわらず，なぜ韓

国の出生力は低下し続けているのか，を出発点として，ジェンダー平等と出生との関係について様々

な観点から議論が行われた．報告や議論からは，韓国では日本よりも現実社会のありようと女性が希

望するライフコースとの間のギャップが大きいように感じられた．近年，子育て支援や働き方改革の

分野において，韓国では先進的な取り組みがみられるが，ジェンダーや出生といった分野にどのよう

な効果が表れるのか注目していきたい． （福田節也 記）

ケニア高齢者調査

世界全域で人口高齢化が進む中，いまだ出生率が高いアフリカ地域においても，その総人口の著し

い増加に合わせて，高齢者人口の増加は著しく，2017年から2050年にかけて，高齢者数は3倍以上も

増加すると予測されている．このような中，長崎大学増田研准教授を研究代表者とする「東アフリカ

における未来の人口高齢化を見据えた福祉とケア空間の学際的探究」プロジェクトは，平成30年度科

学研究費助成事業基盤研究（A）を受け，東アフリカにおける公的な社会福祉政策と，ローカルな高

齢者ケアの接続領域を「ケア空間」と定義し，その重層性を，民族誌的調査，人口動態サーベイ，各

国における政策策定の取り組みを通じて可視化させることを目的として実施されているところである．

筆者はこの研究プロジェクトの一環で，プロジェクトメンバーと共に2018年9月20日（木）から30日

（日）にかけて，ケニア高齢者調査を実施した．

ケニアにおいては，すでにHDSS（保健人口サーベイランスシステム）がケニア中央医学研究所

（KEMRI）と長崎大学により構築されているが，このサイトの一つであるケニア海岸州のクワレ県
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およびモンバサ市，ナイロビ市における高齢者の生活状況の聞き取りなどを行った．ケニアの首都ナ

イロビなど都市の高齢者は「いつかは田舎に戻り，骨を埋める」という希望を持っており，一方農村

部であるクワレの高齢者は，それを体現し，家族に囲まれて住み，敷地内の畑の端の見晴らしの良い

ころにある家族の墓地に埋葬される．高齢者の幸せを考えるときに，家族はもとより，土地や墓地を

含めて考えねばならない．アフリカにおける保健システムは母子保健・感染症対策を基準として構築

されており，中・高年者に対する保健サービスが不足している状態である．例えば農村部では目を患っ

ている高齢者も多く，むき出しの臓器である目は，何らかの事故にあい，それが適切に治療できなけ

れば，長生きの人にとっては長らく障害を持ち続ける原因になっている．また，アフリカにおける高

齢者の年齢は出生登録が不十分なため実際よりも多めに言われることも多いが，やはり本当に長生き

と思われる高齢者も存在している．医療が不十分なアフリカ農村部であるからこそ，ヒトの寿命につ

いて研究できることもあると感じられた． （林 玲子 記）

2018年日本地理学会秋季学術大会

2018年日本地理学会秋季学術大会は，2018年9月22日～25日（24・25日は巡検のみ），和歌山大学

（和歌山県和歌山市）において開催された．一般研究発表84件，ポスター発表47件のほか，7つのシ

ンポジウムで40件の発表があった．その他，3つの公開講座（高校新設科目「地理探究」と観光教育・

地理総合講習会「次期高校学習指導要領の公表を承けて」・GIS講習会「地理教育に関するGIS講

習」）や高校生ポスター発表（21件）があり，高校生の参加が多かった．以下，人口関連分野での主

な発表を紹介する．

「出生力と死亡力の地域差が地域別将来推計人口に及ぼす影響」

小池司朗・菅桂太・鎌田健司（国立社会保障・人口問題研究所）・山内昌和（早稲田大学）

「中心なき合併市町村におけるスケール戦略を活用した地域づくり―山梨県北杜市の事例」

久井情在（国立社会保障・人口問題研究所）

「国勢調査における「不詳」の 関連要因」 埴淵知哉（中京大学）・山内昌和（早稲田大学）

「人口移動の影響を考慮した親子同居の実質的地域差」 丸山洋平（札幌市立大学）

（鎌田健司 記）

世界社会科学フォーラム2018

「持続可能な未来のための生存・安全の確保と平等」

国際社会科学評議会（ISSC）が3年に一度招集する『世界社会科学フォーラム』が，日本学術会

議，国際社会科学評議会及び国立大学法人九州大学主催の下，2018年9月25～28日，アジアで初めて

福岡にて開催された．当フォーラムは，社会科学，行動科学の様々な学問分野が関連機関を横断し，

学際的議論を深める機会を提供する社会科学系世界大会としては最大規模の国際学会である．初日に

は皇太子同妃両殿下ご臨席のもと開会式が行われ，世界80カ国から1000人以上の参加者を得て，非常

に盛会であった．今次大会では「持続可能な未来のための生存・安全の確保と平等」をテーマとして，

1.持続可能性と生存・安全，2.サイバーセキュリティ，サイバー攻撃,ハイブリッド戦争，3.

人間の安心・安全，4.生存基盤の確保と国連採択課題：持続可能な開発のための2030アジェンダ，
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5.グローバリーゼーション，多様性と文化的帰属，6.都市と地方を包摂する開発，7.男女平等

と人間の安全保障，8.健康，安全とバイオセキュリティ，9.自由，民主主義と安全確保の9つの

サブテーマごとにセッションが組織され報告が行われた．本研究所より福田節也・企画部第2室長が

出席し，「7．男女平等と人間の安全保障」のセッションにて「Japan'sGenderRevolutionandIts

FamilyOutcomes」と題した報告を行った．分野横断的な国際会議ということもあり，自分の専門

とは異なる分野の研究に触れる良い機会であった．なかでも報告者は，Futuredesign研究のセッショ

ンに刺激を受けた．Futuredesign研究とは，仮想将来世代の利益をどのようにして「今」の政策決

定に反映することができるか，を研究する学際的な試みであり，人口減少期を向かえた日本社会の持

続可能性を考える上で大変示唆に富むセッションであった． （福田節也 記）

アジア太平洋地域高齢者会議2018（イラン・テヘラン）

2018年10月23日（火）から25日（木），イランのテヘラン市にて，アジア太平洋地域高齢者会議2018

が開催された．この会議は，ヘルプエイジ，イラン国立福祉組織，イラン労働社会福祉省，国連人口

基金（UNFPA）により主催・共催されたもので，「高齢化社会における家族，地域と国家」をテー

マに，高齢者の社会包摂，所得保障，介護の3つの軸に関して，イランを含めた25ヵ国，6国際機関

の参加者による報告・議論が行われた．筆者は「家族が変容する中で介護の在り方はどうなるか」と

いう講演を行い，各セッションの議論に参加した．

イランでは，1980年代後半より日本の戦後同様の激しい出生率低下を経験し，そのため，人口高齢

化のスピードは日本や韓国よりも速いことが見込まれており，また高齢者の独居割合は韓国よりは低

いものの日本よりも高い状況となっている．家族介護も重要ではあるが，それを通り越して，現在急

ピッチで高齢者医療・介護への取り組みが行われている．

会場には，東アジア・ASEAN経済研究センター（ERIA）と日本国際交流センター（JCIE）に

よる日本の「アジア健康構想（AHWIN）」のブースも設けられ，多くの来場者があったようである．

会議の内容は，https://www.ageingasiaconf2018.org/より閲覧できる． （林 玲子 記）
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